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3. 重大事故

3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

3.1.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

 (1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

   格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」に至る可能性のあるプラント損傷状態は，「1.2 評価対象

の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，ＴＱＵＶ，ＴＱＵＸ，長期Ｔ

Ｂ，ＴＢＵ，ＴＢＰ，ＴＢＤ及びＬＯＣＡである。 

 (2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

   格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」では，発電用原子炉の運転時の異常な過渡変化，原子炉

冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全交流動力電源喪失が発生するとともに，

非常用炉心冷却系等の安全機能の喪失が重畳する。このため，緩和措置が

とられない場合には，格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉

心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等によ

って発生した非凝縮性ガス等の蓄積によって，格納容器内の雰囲気圧力・

温度が徐々に上昇し，格納容器の過圧・過温により格納容器破損に至る。 

   したがって，本格納容器破損モードでは，損傷炉心の冷却のための常設

低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）及び代替循環冷却

系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水，常設低圧代替注水系

ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

並びに代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系又は格納容器圧力逃

がし装置による格納容器除熱によって格納容器の破損及び放射性物質の異

常な水準での敷地外への放出を防止する。 
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また，格納容器内における水素燃焼を防止するため，水素燃焼の可燃限

界濃度到達までに格納容器内へ窒素供給することによって，格納容器の破

損を防止する。 

   本格納容器破損モードは，格納容器バウンダリに対する過圧・過温の観

点で厳しい事象であり，代替循環冷却系の使用可否により，格納容器圧

力・温度等の挙動が異なることが想定されるため，代替循環冷却系を使用

する場合と使用しない場合の両者について，格納容器破損防止対策の有効

性評価を行う。代替循環冷却系が使用できる場合には，格納容器圧力逃が

し装置よりも優先して使用する。 

   なお，本格納容器破損モードの評価では重大事故等対処設備による原子

炉注水機能に期待しており，原子炉圧力容器破損に至ることはないが，重

大事故等対処設備による原子炉注水機能に期待せず原子炉圧力容器破損に

至る場合については，「3.2 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，

「3.3 原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「3.5 溶融炉

心・コンクリート相互作用」にて確認する。 
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3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合 

3.1.2.1 格納容器破損防止対策 

  格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」で想定される事故シーケンスに対して，格納容器の破損を防止

し，かつ，放射性物質が異常な水準で敷地外へ放出されることを防止するた

め，初期の対策として常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及び常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備する。 

また，安定状態に向けた対策として代替循環冷却系による原子炉注水手段

及び格納容器除熱手段，長期的な格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する観点

から，可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内への窒素供給手段を整備する。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図を第 3.1.2-1 図に，

対応手順の概要を第 3.1.2-2 図に，対策の概要を以下に示す。また，重大事

故等対策の手順と設備との関係を第 3.1.2-1 表に示す。 

（添付 3.1.2.1） 

  本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，必要な要員

は初動対応要員 14 名及び事象発生から 2 時間以降に期待する招集要員 2 名

である。初動対応要員の内訳は，発電長 1 名，副発電長 1 名，運転操作対応

を行う運転員 4 名，通報連絡等を行う災害対策要員 2 名，現場操作を行う重

大事故等対応要員 6 名である。招集要員の内訳は，燃料補給作業を行う重大

事故等対応要員 2 名である。必要な要員と作業項目について第 3.1.2-3 図に

示す。 

  なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目を

評価事故シーケンスと比較し必要な要員数を確認した結果，初動対応要員

14 名及び招集要員 2 名で対処可能である。 
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  ａ．原子炉スクラム，ＬＯＣＡ発生及び全交流動力電源喪失の確認 

    運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失事故（ＬＯＣＡ）又は全

交流動力電源喪失が発生して原子炉がスクラムしたことを確認する。ま

た，主蒸気隔離弁が閉止，再循環ポンプがトリップするとともに，ＬＯ

ＣＡが発生したことを確認する。 

    原子炉スクラム，ＬＯＣＡ発生及び全交流動力電源喪失の確認に必要

な計装設備は，平均出力領域計装等である。 

    なお，対応操作は，原子炉水位，格納容器圧力等の徴候に応じて行う

ため，破断面積や破断位置が今回の想定と異なる場合や，破断位置が特

定できない場合においても，対応する操作手順に変更はない。 

  ｂ．炉心損傷確認 

    原子炉水位の低下による炉心の露出に伴い，炉心損傷したことを確認

する。炉心損傷の判断は，格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び

格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｓ／Ｃ）の指示値が設計基準事故相当の

ガンマ線線量率の 10 倍以上となった場合とする。 

    炉心損傷を確認するために必要な計装設備は，格納容器雰囲気放射線

モニタ（Ｄ／Ｗ）等である。 

（添付資料 3.1.3.1，3.1.3.2） 

  ｃ．早期の電源回復不能の確認 

    全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠隔操作により外部

電源受電及び非常用ディーゼル発電機の起動ができず，非常用母線の電

源回復ができない場合，早期の電源回復不能と判断する。これにより，

常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を開始する。 

  ｄ．電源確保操作対応 

    早期の電源回復不能の確認後，対応可能な要員により非常用ディーゼ
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ル発電機等の機能回復操作及び外部電源の機能回復操作を実施する。 

  ｅ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作 

    中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧電源装置による緊急用

母線への交流電源供給を開始し，常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を用い

て流量分配することで常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始する。常

設低圧代替注水系ポンプの流量は，格納容器スプレイと原子炉注水に低

圧代替注水系格納容器スプレイ流量及び低圧代替注水系原子炉注水流量

を用いて，格納容器スプレイ弁と原子炉注水弁を中央制御室からの遠隔

操作により格納容器スプレイと原子炉注水に分配し，それぞれ連続で格

納容器スプレイ及び原子炉注水を実施する。 

   (a) 常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作 

早期の電源回復不能の確認後，中央制御室からの遠隔操作により常

設代替高圧電源装置から緊急用母線を受電する。 

常設代替高圧電源装置による緊急母線受電操作に必要な計装設備は，

緊急用Ｍ／Ｃ電圧である。 

   (b) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作 

格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出される

ため，格納容器圧力及び温度が徐々に上昇する。格納容器雰囲気圧力

及び温度上昇を抑制する観点から，常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）により格納容器冷却を実施す
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る。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（

常設）による格納容器冷却操作のために必要な計装設備は，低圧代替

注水系格納容器スプレイ流量等である。 

   (c) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）にて原

子炉注水を開始することで，原子炉圧力容器破損に至ることなく，ジ

ェットポンプ上端（以下「原子炉水位Ｌ０」という。）以上まで原子

炉水位が回復し，炉心は冠水する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，低圧代替注水系原子

炉注水流量等である。 

なお，大破断ＬＯＣＡにより格納容器雰囲気温度が上昇し，ドライ

ウェル雰囲気温度が原子炉圧力の飽和温度を超えている場合は，水位

不明と判断する。 

水位不明判断に必要な計装設備は，原子炉圧力等である。 

水位不明と判断した場合，原子炉水位Ｌ０以上まで冠水させるため

に必要な水量を注水する。具体的には，原子炉底部から原子炉水位Ｌ

０以上まで冠水させるために必要な原子炉注水量及び崩壊熱分の注水

量を考慮し，原子炉注水流量に応じた必要注水時間の原子炉注水を実

施する。 

原子炉水位Ｌ０以上まで冠水した後は，代替循環冷却系による原子

炉注水及び格納容器除熱実施後に，サプレッション・プール水位の上

昇を抑制する観点から，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替
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注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（

常設）による格納容器冷却を停止する。なお，代替循環冷却系による

原子炉注水及び格納容器除熱ができない場合は，常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉への注水流量を

崩壊熱相当に調整するとともに，常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

（添付 3.1.2.2） 

  ｆ．水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作 

    炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応及び水の放射線分解に

より水素及び酸素が発生することから，常設代替高圧電源装置による緊

急用母線受電操作後は，水素濃度及び酸素濃度監視設備を起動し，格納

容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認する。 

    格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を確認するために必要な計装設備

は，格納容器内水素濃度（ＳＡ）等である。 

  ｇ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

    常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電後，中央制御室及び現

場にて常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電準備操作を実施し，

中央制御室からの遠隔操作により常設代替高圧電源装置から緊急用母線

を介して非常用母線を受電する。 

    常設代替高圧電源装置による非常用母線受電操作に必要な計装設備は，

Ｍ／Ｃ ２Ｃ（２Ｄ）電圧である。 

  ｈ．原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 

    常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電後，中央制御室からの

遠隔操作により原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系を起動する。 

  ｉ．緊急用海水系による海水通水操作 
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    中央制御室にて，非常用母線の負荷となっている緊急用海水系及び代

替循環冷却系の弁を対象に，緊急用母線から電源が供給されるよう電源

切り替え操作を実施する。また，中央制御室からの遠隔操作により緊急

用海水ポンプを起動し，緊急用海水系に海水を通水する。 

緊急用海水系による海水通水操作に必要な計装設備は，緊急用海水系

流量（残留熱除去系熱交換器）である。 

  ｊ．代替循環冷却系による原子炉注水操作及び格納容器除熱操作 

    緊急用海水系に海水を通水した後，中央制御室からの遠隔操作により

代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱を実施する。代替循

環冷却系の循環流量は，代替循環冷却系原子炉注水流量及び代替循環冷

却系格納容器スプレイ流量を用いて，原子炉注水弁と格納容器スプレイ

弁を中央制御室からの遠隔操作により原子炉注水と格納容器スプレイに

分配し，それぞれ連続で原子炉注水及び格納容器スプレイを実施する。 

代替循環冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備は，

代替循環冷却系原子炉注水流量等であり，格納容器除熱を確認するたに

必要な計装設備は，代替循環冷却系格納容器スプレイ流量等である。 

  ｋ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によ

る格納容器下部水位確保操作 

    代替循環冷却系による格納容器除熱操作を実施後，中央制御室からの

遠隔操作によって常設低圧代替注水系ポンプからペデスタル（ドライウ

ェル部）への注水を実施する。この場合の注水は，ペデスタル（ドライ

ウェル部）水位 を約 1.0m に調整することが目的であるため，ペデスタ

ル（ドライウェル部）水位が 1m を超えて上昇したことを確認後，ペデ

スタル（ドライウェル部）注水を停止する。その後，ペデスタル（ドラ

イウェル部）水はサプレッション・プールに排水され，ペデスタル（ド
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ライウェル部）水位は約 1.0m に調整される。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によ

る格納容器下部水位確保操作のために必要な計装設備は，低圧代替注水

系格納容器下部注水流量等である。 

  ｌ．サプレッション・プールｐＨ制御装置による薬液注入操作 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によ

る格納容器下部水位確保操作を実施後，中央制御室からの遠隔操作によ

って格納容器内のｐＨ制御のための薬液注入を行う。サプレッション・

チェンバのプール水のｐＨを 7 以上に制御することで，分子状無機よう

素の生成が抑制され，その結果，有機よう素の生成についても抑制され

る。これにより，環境中への有機よう素の放出量を低減させることがで

きる。なお，有効性評価においては，ｐＨ制御には期待しない。 

  ｍ．使用済燃料プールの冷却操作 

    対応可能な要員にて使用済燃料プールの冷却操作を実施する。 

  ｎ．可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給操作 

    格納容器内酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達した場合，可

搬型窒素供給装置を用いて格納容器（サプレッション・チェンバ）内へ

窒素を供給することで，格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する。 

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給操作に必要な計装設

備は，格納容器内酸素濃度（ＳＡ）等である。 

  ｏ．タンクローリによる燃料補給操作 

    タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可搬型代替注水大型

ポンプに燃料補給を実施する。 
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3.1.2.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過温

への対策の有効性を総合的に評価する観点から，プラント損傷状態をＬＯ

ＣＡに全交流動力電源喪失事象を加えた状態とし，中小破断ＬＯＣＡに比

べて破断口径が大きいことから事象進展が早く，格納容器圧力及び温度上

昇の観点で厳しい大破断ＬＯＣＡを起因とする，「大破断ＬＯＣＡ＋高圧

炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」である。 

   本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注

水（給水系・代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器における

リロケーション，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，原子炉

格納容器における格納容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷却，

構造材との熱伝達及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却並び

に炉心損傷後の原子炉格納容器における格納容器内ＦＰ挙動が重要現象と

なる。 

   よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力

容器内及び格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビア

アクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデ

ント総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉水位，燃料最高温度，格納容器

圧力，格納容器雰囲気温度等の過渡応答を求める。 

   また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と
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なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 (2) 有効性評価の条件 

   本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第

3.1.2-2 表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケン

ス特有の解析条件を以下に示す。 

  ａ．事故条件 

   (a) 起因事象 

     起因事象として，大破断ＬＯＣＡが発生するものとする。破断箇所

は，原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく評価するため，原子炉再循

環系の吸込配管とする。 

（添付資料 1.5.2） 

   (b) 安全機能の喪失に対する仮定 

     全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動力

電源が喪失するものとする。さらに高圧・低圧注水機能が喪失するも

のとする。 

   (c) 外部電源 

     外部電源は使用できないものと仮定する。 

     送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失す

るとともに，全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定する。 

(d) 水素の発生 

     水素の発生については，ジルコニウム－水反応を考慮するものとす

る。なお，解析コードＭＡＡＰの評価結果では水の放射線分解による

水素及び酸素の発生は考慮していないため，「(4) 有効性評価の結果」

にてその影響を評価する。 
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  ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

   (a) 原子炉スクラム信号 

     原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル 3）信号によるものとす

る。 

   (b) 低圧代替注水系（常設） 

     230m３／h（一定）にて原子炉注水し，原子炉水位Ｌ０以上まで回

復後は，崩壊熱による蒸発量相当の注水流量で注水する。なお，常設

低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水は，格納容器スプレイと同じ常設低圧代替注水系ポンプを用いて

流量分配することで実施する。 

（添付 3.1.2.3） 

   (c) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

     大破断ＬＯＣＡ発生後に，格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプ

レイ流量を考慮し，130m３／h（一定）にて格納容器内にスプレイす

る。 なお，格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ常設低圧代替注

水系ポンプを用いて流量分配することで実施する。 

（添付 3.1.2.4） 

   (d) 格納容器下部注水系（常設） 

     格納容器の温度挙動を厳しく評価するため，格納容器下部注水系（

常設）による格納容器下部水位確保操作については考慮しない。 

   (e) 代替循環冷却系 

     代替循環冷却系ポンプは１台使用するものとし，代替循環冷却系の

循環流量は，全体で 250m３／h とし，ドライウェルへ 150m３／h，原子

炉へ 100m３／h にて流量分配し，それぞれ連続スプレイ及び連続注水
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を実施する。 

   (f) 緊急用海水系 

     伝熱容量は，約 14MW（サプレッション・プール水温度 100℃，海水

温度 32℃において）とする。 

   (g) 可搬型窒素供給装置 

     可搬型窒素供給装置は，窒素 198m３/h 及び酸素を 2m３/h で格納容

器内に注入するものとする。 

  ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

    運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

   (a) 交流電源は，常設代替高圧電源装置によって供給を開始し，常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作は，事象発生 25 分後

から開始する。なお，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，

代替循環冷却系の起動後に停止する。 

   (b) 緊急用海水系及び代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除

熱操作は，緊急用海水系及び代替循環冷却系の準備時間等を考慮し

て，事象発生 90 分後から開始するものとする。 

   (c) 可搬型窒素供給装置を用いた格納容器（サプレッション・チェンバ）

内への窒素供給操作は，格納容器内酸素濃度が 4.0vol%（ドライ条

件）に到達した場合に開始する。なお，可搬型窒素供給装置を用い
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た格納容器（サプレッション・チェンバ）内への窒素供給は格納容

器圧力が 310kPa[gage]到達により停止する。 

 (3) 有効性評価（Ｃｓ－137 放出量評価）の条件 

   (a) 事象発生直前まで，定格出力の 100％で長時間にわたって運転され

ていたものとする。その運転時間は，燃料を約 1／4 ずつ取り替え

ていく場合の平衡炉心を考え，最高 50,000 時間とする。 

   (b) 環境中への総放出量の評価においては，原子炉内に内蔵されている

核分裂生成物が事象進展に応じた割合で，格納容器内に放出※１さ

れるものとする。 

    ※1 セシウムの格納容器内への放出割合については，本評価事故シ

ーケンスにおいては解析コードＭＡＡＰの評価結果の方がＮＵＲ

ＥＧ－1465 より大きく算出する。 

(c) 格納容器内に放出されたＣｓ－137 については，格納容器スプレイ

やサプレッション・プールでのスクラビングによる除去効果を考慮

する。 

 (d) 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいについて考慮する。

漏えい量の評価条件は以下のとおりとする。 

    a)  格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい率

をもとに評価する。 

  b)  原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積も

るため，原子炉建屋ガス処理系（非常用ガス再循環系及び非常用

ガス処理系で構成）により原子炉建屋の設計負圧が達成されるま

での期間は，原子炉建屋内の放射性物質の保持機能に期待しない

ものとする。原子炉建屋ガス処理系により設計負圧を達成した後
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は設計換気率 1 回／日相当を考慮する。 

      原子炉建屋ガス処理系は，事象発生 115 分後から，常設代替高圧

電源装置からの交流電源の供給を受けて中央制御室からの遠隔操

作により起動し，起動後 5 分間で設計負圧が達成されることを想

定する。 

c)  原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建

屋内での粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料 3.1.2.4，3.1.2.5） 

 (4) 有効性評価の結果 

   本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外水位），注

水流量及び原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 3.1.2-4 図から第

3.1.2-6 図に，燃料最高温度の推移を第 3.1.2-7 図に，格納容器圧力，格

納容器雰囲気温度，サプレッション・プール水位及び水温度の推移を第

3.1.2-8 図から第 3.1.2-11 図に示す。 

  ａ．事象進展 

    大破断ＬＯＣＡ時に高圧・低圧注水機能及び全交流動力電源が喪失す

るため，原子炉水位は急速に低下する。水位低下により炉心は露出し，

事象発生から約 4 分後に燃料被覆管の最高温度は 1,000K（約 727℃）に

到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高温度は事象発生から約

9 分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約 27 分後に燃料温度は

2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生から 25 分後，常設代替高

圧電源装置による交流電源の供給を開始し，常設低圧代替注水系ポンプ

2 台を用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始すること
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によって，原子炉圧力容器破損に至ることなく，原子炉水位は回復し，

炉心は冠水する。 

（添付資料 3.1.2.6） 

    格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるた

め，格納容器圧力及び温度が徐々に上昇する。そのため，原子炉注水と

同時に常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器スプレイを実施することによって，格納容

器圧力及び温度の上昇を抑制する。 

    事象発生から 90 分経過した時点で，代替循環冷却系による格納容器

除熱を開始する。代替循環冷却系により，原子炉圧力容器は破断口より

原子炉冷却材が流出することで溢水状態となり，格納容器は除熱効果に

より格納容器圧力及び温度の上昇が抑制され，その後，徐々に低下する。 

    事象発生から約 84 時間後に格納容器内酸素濃度が 4.0vol％（ドライ

条件）に到達し，可搬型窒素供給装置を用いたサプレッション・チェン

バへの窒素供給を実施するため格納容器圧力が徐々に上昇するが，事象

発生から約 163 時間後に格納容器圧力が 0.31MPa[gage]に到達し窒素供

給を停止するため，格納容器圧力の上昇は停止する。 

  ｂ．評価項目等 

    格納容器圧力は，第 3.1.2-8 図に示すとおり，格納容器内に崩壊熱等

の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇するが，常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却及び代替循環冷却系による格納容器除熱を行うこと

によって，圧力上昇は抑制される。その結果，格納容器バウンダリにか

かる圧力の最大値は約 0.31MPa[gage]となり，格納容器の限界圧力
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0.62MPa[gage］を超えない。なお，格納容器バウンダリにかかる圧力が

最大となる事象発生約 163 時間後において，水の放射線分解によって発

生する水素及び酸素は，格納容器内の非凝縮性ガスに占める割合の約 5

％※２であるため，その影響は無視し得る程度である。

   ※2 格納容器圧力が最大値の約 0.31MPa[gage]を示す事象発生約 163

時間後の格納容器内の非凝縮ガス（水素ガス，酸素ガス及び窒素

ガス）の物質量は約 1.3×10６mol であり，水の放射線分解によ

って発生する水素及び酸素の物質量の和は約 3.5×10４mol 以下

であることから，水の放射線分解によって発生する水素及び酸素

が格納容器圧力に与える影響は 0.01MPa[abs]未満であり，無視

しうる程度と考えられる。 

    格納容器雰囲気温度は，第 3.1.2-9 図に示すとおり，格納容器内に崩

壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇し，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却及び代替循環冷却系による格納容器除熱を行うこと

によって，温度上昇は抑制される。その結果，格納容器バウンダリにか

かる温度（壁面温度）の最高値は約 139℃となり，評価項目である 200

℃を超えない。なお，事象開始直後，破断口から流出する過熱蒸気によ

り一時的に格納容器雰囲気温度は約 202℃となるが，この時の格納容器

バウンダリにかかる温度（壁面温度）は約 137℃であり，評価項目であ

る 200℃を超えない。 

（添付資料 3.1.2.7） 

    第 3.1.2-4 図に示すとおり，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）による注水継続により炉心が冠水し，炉心の冷却が

維持される。その後は，第 3.1.2-8 図及び第 3.1.2-9 図に示すとおり，
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90 分後に開始する代替循環冷却系の運転により，格納容器除熱に成功

し，格納容器圧力及び温度の上昇を抑制することで安定状態が確立し，

また，安定状態を維持できる。事象を通じて格納容器の限界圧力に到達

せず，格納容器圧力逃がし装置を使用することなく，格納容器が過圧・

過温破損に至らないことを確認した。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に

示す（1），（2）及び（7）の評価項目について，対策の有効性を確認し

た。（7）の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積については，ジルコニウ

ム－水反応等によって発生した可燃性ガスの蓄積を考慮しても，格納容

器が過圧・過温破損に至らないことをもって，その影響について確認し

た。 

また，（7）の評価項目のうち，可燃性ガスの燃焼については，「3.4 

水素燃焼」において，酸素濃度が可燃限界に至らないことをもって，可

燃性ガスの燃焼が生じないことを確認している。 

（添付資料 3.1.2.8，3.1.2.9，3.1.3.11） 

    なお，格納容器が健全であるため，格納容器から原子炉建屋への放射

性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほとんど放出されない

ものと考えられる。これは，原子炉建屋内に漏えいした放射性物質は，

原子炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は，原子炉建屋内

での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着すると考えら

れるためである。原子炉建屋内での放射性物質の時間減衰及び粒子状放

射性物質の除去効果等を保守的に考慮せず，原子炉建屋から大気中への

放射性物質の漏えいを想定した場合，漏えい量は約 7.4TBq（7 日間）と

なり，100TBq を下回る。 

事象発生からの 7 日間以降，Cs-137 の漏えいが継続した場合の影響
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評価を行ったところ，約●TBq（30 日間）及び約●TBq（100 日間） で

あり，100TBq を下回る。 

（添付資料 3.1.2.4，3.1.2.5） 

3.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

  解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等操

作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間

余裕を評価するものとする。 

  格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」（代替循環冷却系を使用する場合）では，格納容器内へ流出した

高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジ

ルコニウム－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することが特

徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間

程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考え

られる操作として，常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並び

に常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作，緊

急用海水系による海水通水操作及び代替循環冷却系による原子炉注水操作及

び格納容器除熱操作とする。 

 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

   本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象とは，

「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すとおり

であり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 
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  ａ．運転員等操作時間に与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間に与える影響は小

さいことを確認している。常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能

が喪失したと判断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用い

た低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う

手順となっており，燃料被覆管温度等を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。また，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系による

格納容器冷却操作については，炉心ヒートアップの感度解析では，格納

容器圧力及び温度への影響は小さいことを確認しており，格納容器圧力

及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運

転員等操作時間に与える影響はない。 

    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価

結果の方が保守的であり，注水操作による有効燃料棒頂部までの水位回

復時刻は解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認

している。原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能が喪失した

と判断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替
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注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う手順となっ

ており，原子炉水位を操作開始の起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

    格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度

を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認して

いるが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因する

ものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは

小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び

温度の傾向を適切に再現できており，本評価事故シーケンスでは，格納

容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はないこと

から，運転員等操作時間に与える影響はない。また，格納容器各領域間

の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳ

ＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データ

と良く一致することを確認しており，その差異は小さい。本評価事故シ

ーケンスでは，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこと

を確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーションを起点に

操作開始する運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 
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炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不

確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ―ＦＰ

実験解析により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現

できることを確認している。ＰＨＥＢＵＳ―ＦＰ実験解析では，燃料被

覆管破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確

認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体

系においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。本評価事故シ

ーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力容器内ＦＰ放出を操作開始の起

点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

炉心損傷後の格納容器における格納容器内ＦＰ挙動の不確かさとして，

核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＡＢＣＯＶＥ実験解析により格納容

器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認している。本

評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の格納容器内ＦＰ挙動を操作開始

の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

（添付資料 3.1.2.10） 

  ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

    炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化

及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関するモデ

ルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての再現性

を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム－水反応

速度の係数についての感度解析）では，格納容器圧力及び温度への影響

は小さいことを確認していることから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 
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    炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水位

挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳＡＦ

ＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰの評価

結果の方が保守的であり，注水操作による有効燃料棒頂部までの水位回

復時刻は解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さいことを確認

していることから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

    格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内

部熱伝導，気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格納容器温度

を十数℃程度，格納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認して

いるが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因する

ものと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは

小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び

温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，構造材との

熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実験解析により

格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致すること

を確認しており，その差異は小さいことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材との

熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故について

の再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下さ

せた感度解析により炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認して

おり，事象進展はほぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータ
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に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の不

確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ-ＦＰ

実験解析により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現

できることを確認している。ＰＨＥＢＵＳ-ＦＰ実験解析では，燃料被

覆管破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確

認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体

系においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。本評価事故シ

ーケンスでは，代替循環冷却系の運転により格納容器ベントを回避でき

ることから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の格納容器における格納容器内ＦＰ挙動の不確かさとして，

核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＡＢＣＯＶＥ実験解析により格納容

器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認している。本

評価事故シーケンスでは，代替循環冷却系の運転により格納容器ベント

を回避できることから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.1.2-2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等，最確条

件とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たっては， 

設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が小さく

なるような設定があることから，その中で事象進展に有意な影響を与え

ると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 
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     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/t に

対して最確条件は燃焼度約 33GWd/t 以下であり，解析条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱より

もおおむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度

の上昇が遅くなる。本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温

度を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

     初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サ

プレッション・チェンバ）の気相部及び液相部，サプレッション・プ

ール水位及びドライウェル雰囲気温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える

影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

     事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓ

ｉｖｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加する

ことにより炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに注水手

段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与

える影響はない。 

     機器条件の低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとして，

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる。本評価事故シーケンスでは，原子炉水

位を起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

機器条件の代替循環冷却系は，解析条件の不確かさとして，実際の

注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），格納容
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器圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなるが, 操作手順に変わりは

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

機器条件の緊急用海水系 は，解析条件の不確かさとして，最確条

件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり除熱性能が向上す

るため，格納容器圧力及び温度の上昇の抑制効果は大きくなる。本評

価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点としている運転

員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.2.10） 

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd/t に

対して最確条件は燃焼度約 33GWd/t 以下であり，解析条件の不確かさ

として，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱より

もおおむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水

位の低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなるこ

とから，格納容器圧力及び温度の上昇が遅くなるが，格納容器圧力及

び温度の上昇は格納容器スプレイ及び代替循環冷却系により抑制され

ることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積（サ

プレッション・チェンバ）の気相部及び液相部，サプレッション・プ

ール水位及びドライウェル雰囲気温度は，解析条件の不確かさとして，

ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象進展に与える

影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小

さい。 

     事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓｓ

ｉｖｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加する
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ことにより炉心損傷開始等が早くなるが，格納容器へ放出されるエネ

ルギは大破断ＬＯＣＡの場合と同程度であり，第●図及び第●図に示

すとおり，格納容器圧力は 0.62MPa[gage]を下回っていることから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

     機器条件の低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとして，

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及び温度上昇の抑制効果

は大きくなるが，格納容器圧力及び温度の上昇に有意な影響を与えな

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の代替循環冷却系は，解析条件の不確かさとして，実際の

注水量が解析より多い場合，格納容器圧力及び温度上昇の抑制効果は

大きくなることから，評価項目となるパラメータに対する余裕は大き

くなる。 

機器条件の緊急用海水系 は，解析条件の不確かさとして，最確条

件とした場合には，海水温度が概ね低めとなり除熱性能が向上するた

め，格納容器圧力及び温度の上昇の抑制効果は大きくことから，評価

項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 3.1.2.10，3.1.2.11） 

  ｂ．操作条件 

    操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員配

置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の確実

さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が，運転員等操作時間に与える影

響を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項目となる

パラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 
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     操作条件の常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並び

に常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（

常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 25 分後を設

定している。運転員等操作時間に与える影響として，常設代替高圧電

源装置による緊急用母線の受電操作については認知に 10 分間，操作

所要時間に 6 分間，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作につい

ては操作所要時間に 9 分間，合計 25 分間を想定しており，解析上の

操作開始時間と同等であり，操作開始時間に与える影響は小さい。

     操作条件の緊急用海水系による海水通水操作 及び代替循環冷却系

による原子炉注水操作及び格納容器除熱操作は，解析上の運転開始時

間として事象発生から 90 分後を設定している。運転員等操作時間に

与える影響として，代替循環冷却系運転は事象発生 90 分後に開始す

ることとしているが，時間余裕を含めて設定されているため運転員等

操作時間に与える影響は小さい。また，本操作の操作開始時間は，緊

急用海水系の準備期間を考慮して設定したものであり，緊急用海水系

の操作開始時間が早まれば，本操作の操作時間も早まる可能性があり，

代替循環冷却系の運転開始時間も早まることから，運転員等操作時間

に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 3.1.2.10）     

   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     操作条件の常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並び

に常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（
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常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実際の操作開始

時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

     操作条件の緊急用海水系による海水通水操作 及び代替循環冷却系

による原子炉注水操作及び格納容器除熱操作は，運転員等操作時間に

与える影響として，緊急用海水系の操作開始時間が早まった場合には，

本操作も早まる可能性があり，この場合，格納容器圧力及び温度等を

早期に低下させる可能性があることから，評価項目となるパラメータ

の判断基準に対する余裕は大きくなる。 

（添付資料 3.1.2.10） 

 (3) 操作時間余裕の把握 

   操作遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目となるパラメ

ータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作時間余裕を確認

し，その結果を以下に示す。 

   第 3.1.3-12 図から第 3.1.3-14 図に示すとおり，操作条件の常設代替高

圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，事象発生から

50 分後（操作開始時間の 25 分程度の遅れ） までに常設代替高圧電源装

置からの受電操作を行い，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び常設低圧代替注水

系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水が開始できれ

ば，損傷炉心は炉心位置に保持され，評価項目を満足する結果となり，時
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間余裕がある。 

   操作条件の緊急用海水系による海水通水操作 及び代替循環冷却系によ

る原子炉注水操作及び格納容器除熱操作については，緊急用海水系による

海水通水操作及び代替循環冷却系による格納容器除熱操作開始までの時間

は事象発生から 90 分であり，準備時間が確保できるため，時間余裕があ

る。なお，本操作が大幅に遅れるような事態になった場合でも，格納容器

圧力が評価項目となるパラメータである最高使用圧力の 2 倍（

0.62MPa[gage]）に到達するまでの時間は事象発生から事象発生約 14 時間

後であり，約 12 時間の余裕があることから，時間余裕がある。   

（添付資料 3.1.2.10，3.1.3.7） 

 (4) まとめ 

   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価項目となるパラメー

タに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時

間余裕がある。 

3.1.2.4 必要な要員及び資源の評価 

 (1) 必要な要員の評価 

   格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」における必要な初動対応要員は，「3.1.2.1 格納容器破損

防止対策」に示すとおり 14 名である。このため，「6.2 重大事故等対策時
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に必要な要員の評価結果」で示す運転員及び災害対策要員の 39 名で対処

可能である。 

また，必要な招集要員は 2 名であり，発電所構外から 2 時間以内に招集

可能な要員の 71 名で対応可能である。 

 (2) 必要な資源の評価 

   格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源

の評価条件」の条件にて評価にて評価している。その結果を以下に示す。 

  ａ．水源 

    常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 400m３の水が必要とな

る。水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３の水量を保有していること

から，水源が枯渇することなく，7 日間の対応が可能である。 

（添付資料 3.1.2.12） 

  ｂ．燃料 

    常設代替交流電源装置による電源供給については，事象発生直後から

の運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 352.8kL の軽油が必要とな

る。軽油貯蔵タンクに約 800kL の軽油を保有していることから，常設代

替交流電源装置による電源供給について，７日間の継続が可能である。 

    可搬型窒素供給装置による格納容器への窒素供給については，事象発

生からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 18.5kL の軽油が必

要となる。可搬型設備用軽油タンクに約 210kL の軽油を保有しているこ

とから，可搬型窒素供給装置による格納容器への窒素供給について，7
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日間の継続が可能である。 

（添付資料 3.1.2.13） 

  ｃ．電源 

    常設代替交流電源装置の電源負荷については，重大事故等対策時に必

要な負荷として約 2,339kW 必要となるが，常設代替交流電源設備の連

続運転許容負荷容量は 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供給

が可能である。 

（添付資料 3.1.2.14） 

3.1.2.5 結論 

  格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」では，格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の

崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発

生した非凝縮性ガス等が蓄積することによって，格納容器内雰囲気圧力・温

度が徐々に上昇し，格納容器の過圧・過温により格納容器の破損に至ること

が特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」に対する格納容器破損防止対策としては，初期の

対策として常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却手段及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整備し，安定状態に向けた対

策として代替循環冷却系による原子炉注水手段及び格納容器除熱手段，長期

的な格納容器内酸素濃度の上昇を抑制する観点から，可搬型窒素供給装置を

用いた格納容器内への窒素供給手段等を整備している。 

  格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）」の評価事故シーケンス「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋
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3.1.2-31 

低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」について，代替循環冷却系を使用

する場合の有効性評価を行った。 

  上記の場合においても，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却，常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び格納容器除熱を実施す

ることにより，格納容器冷却及び除熱が可能である。 

その結果，格納容器圧力逃がし装置を使用せず，事象を通じて格納容器の

限界圧力に到達することはなく，ジルコニウム－水反応等により可燃性ガス

の蓄積が生じた場合においても格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度は，

評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

  解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。ま

た，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認

した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

  重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源については，外部支援を考慮しな

いとしても，7 日間以上の供給が可能である。 

  以上のことから，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器冷却，常設低圧代替注水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替循環冷却系による原子炉注

水及び格納容器除熱，可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内への窒素供給

手段等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有

効であることが確認でき，格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対して有効である。 
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第 3.1.2-1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における重大事故等対策について（1／5） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

原子炉スクラム， 

ＬＯＣＡ発生及び全

交流動力電源喪失の

確認 

・運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失又は全

交流動力電源喪失が発生して原子炉がスクラムした

ことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止するとともに，再循環ポンプが

トリップしたことを確認する。 

・格納容器圧力が 13.7kPa[gage]に到達したことによ

りＬＯＣＡが発生したことを確認する。 

逃がし安全弁（安

全弁機能） 

所内常設直流電源

設備 

【主蒸気隔離弁】

ＡＴＷＳ緩和設備

（代替原子炉再循

環ポンプトリップ

機能） 

－ 平均出力領域計装 

起動領域計装 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力

炉心損傷確認 ・原子炉水位の低下による炉心の露出に伴い，炉心損

傷したことを確認する。炉心損傷の判断は，格納容

器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び格納容器雰囲

気放射線モニタ（Ｓ／Ｃ）の指示値が設計基準事故

相当のガンマ線線量率の 10 倍以上の場合とする。 

所内常設直流電源

設備 

－ 格納容器雰囲気放射線モニタ 

（Ｄ／Ｗ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ 

（Ｓ／Ｃ） 

早期の電源回復不能

の確認 

・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠

隔操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発

電機の起動ができず，非常用母線の電源回復ができ

ない場合，早期の電源回復不能と判断する。 

－ － － 

電源確保操作対応 ・非常用ディーゼル発電機等の回復操作を実施する。

・外部電源の回復操作を実施する。 

－ － － 
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第 3.1.2-1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における重大事故等対策について（2／5） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

常設代替高圧電源装

置による緊急用母線

の受電操作並びに常

設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却

系（常設）による格

納容器冷却操作及び

低圧代替注水系（常

設）による原子炉注

水操作 

・早期の電源回復不能の確認後，中央制御室からの

遠隔操作により常設代替高圧電源装置から緊急用

母線を受電する。 

・緊急用母線の受電を確認後，中央制御室からの遠

隔操作により常設低圧代替注水ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容

器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水を開始する。 

・原子炉冷却材喪失により，ドライウェル雰囲気温

度の指示が原子炉圧力の飽和温度を超える場合は

水位不明と判断し，原子炉底部から原子炉水位Ｌ

０以上まで冠水させるために必要な注水量及び崩

壊熱分の注水量を考慮し，原子炉注水流量に応じ

た必要注水時間の原子炉注水を実施する。 

・原子炉水位Ｌ０以上まで冠水した後は，代替循環

冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による格納

容器除熱操作実施後に，常設低圧代替注水ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水を停止する。 

・代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系に

よる格納容器除熱ができない場合は，原子炉水位

Ｌ０以上まで冠水したことを判断し，原子炉注水

量を崩壊熱相当に調整するとともに，常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

低圧代替注水系格納容器スプレイ流量 

低圧代替注水系原子炉注水流量 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯域，ＳＡ燃料

域） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

ドライウェル雰囲気温度 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力 

代替淡水貯槽水位 
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第 3.1.2-1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における重大事故等対策について（3／5） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

水素濃度及び酸素濃

度監視設備の起動操

作 

・炉心損傷の確認後において，常設代替高圧電源装

置から緊急用母線の受電後は，水素濃度及び酸素

濃度監視設備を起動する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 格納容器内水素濃度（ＳＡ） 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ） 

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電

後，常設代替高圧電源装置による非常用母線の受

電準備操作を実施する。 

・常設代替高圧電源装置から緊急用母線を介して非

常用母線２Ｃ及び２Ｄを受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

原子炉建屋ガス処理

系及び中央制御室換

気系の起動操作 

・常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電

後，原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系

を起動する。 

中央制御室換気系

（空気調和機ファ

ン，フィルタ系フ

ァン，高性能粒子

フィルタ，チャコ

ールフィルタ） 

非常用ガス処理系

（排風機，フィル

タトレイン） 

非常用ガス再循環

系（排風機，フィ

ルタトレイン） 

－ － 

緊急用海水系による

海水通水操作 

・非常用母線の負荷となっている緊急用海水系及び

代替循環冷却系の弁を対象に，緊急用母線から電

源が供給されるよう電源切り替え操作を実施す

る。 

・緊急用海水ポンプを起動し，緊急用海水系に海水

を通水する。 

緊急用海水ポンプ

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用海水系流量（残留熱除去系熱交

換器） 
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第 3.1.2-1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における重大事故等対策について（4／5） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

代替循環冷却系によ

る原子炉注水及び格

納容器除熱操作 

・緊急用海水系ポンプにより緊急用海水系に海水を

通水した後，代替循環冷却系ポンプを起動するこ

とで，原子炉注水及び格納容器除熱を実施する。 

代替循環冷却系ポ

ンプ 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 代替循環冷却系原子炉注水流量 

代替循環冷却系格納容器スプレイ流量 

原子炉水位計（広帯域，燃料域） 

原子炉水位計（ＳＡ広帯域，ＳＡ燃料

域） 

サプレッション・チェンバ圧力 

ドライウェル圧力 

常設低圧代替注水ポ

ンプを用いた格納容

器下部注水系（常

設）による格納容器

下部水位確保操作 

・原子炉圧力容器破損に備えて，中央制御室からの

遠隔操作によって常設低圧代替注水ポンプを用い

た格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル

（ドライウェル部）注水を実施する。この場合の

注水は，ペデスタル（ドライウェル部）水位を約

1.0m に調整することが目的であるため，ペデスタ

ル（ドライウェル部）水位が 1m を超えて上昇し

たことを確認後，ペデスタル（ドライウェル部）

注水を停止する。 

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 低圧代替注水系格納容器下部注水流量 

格納容器下部水位 

代替淡水貯槽水位 

サプレッション・プ

ールｐＨ制御装置に

よる薬液注入操作 

・常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注

水系（常設）による格納容器下部水位確保操作を

実施後，中央制御室からの遠隔操作によって格納

容器内のｐＨ制御のための薬液注入を行う。 

－ － － 
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第 3.1.2-1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）における重大事故等対策について（5／5） 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張） 

  有効性評価上考慮しない操作

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬型設備 計装設備 

使用済燃料プールの

冷却操作 

・使用済燃料プールの冷却操作を実施する。 － － － 

可搬型窒素供給装置

を用いた格納容器内

窒素供給操作 

・格納容器内酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に

到達した場合，可搬型窒素供給装置を用いて格納

容器（サプレッション・チェンバ）内へ窒素を供

給することで，格納容器内酸素濃度の上昇を抑制

する。 

－ 可搬型窒素供

給装置 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ） 

タンクローリによる

燃料補給操作 

・タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから

可搬型代替注水大型ポンプに燃料補給を実施す

る。 

可搬型設備用軽油

タンク 

タンクローリ － 
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第 3.1.2-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（1／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

解析コード ＭＡＡＰ － 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定 

原子炉圧力 

（圧力容器ドーム部） 
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定 

原子炉水位 
通常運転水位（セパレータスカー

ト下端から+126cm） 
通常運転水位を設定 

炉心流量 48,300t／h 定格流量を設定 

燃料 ９×９燃料（Ａ型） 
９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定 

原子炉停止後の崩壊熱 
ANSI／ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい設

定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1サイクルの

運転期間（13ヶ月）に調整運転期間（約 1ヶ月）を考慮した運転期間に対応

する燃焼度を設定 

格納容器体積（ドライウェル） 5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積（ウェットウェル）
空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水位 
6.983m 

（通常水位-4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水温度 32℃ 
サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定 
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第 3.1.2-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（2／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含

する値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 

外部水源の温度 35℃ 

格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，

代替淡水貯槽及び水源補給に用いる淡水貯水池の年間の気象条件変化を包

含する高めの水温を設定 

真空破壊装置 

3.45kPa 

（ドライウェル－サプレッション・

チェンバ間差圧） 

設計値を設定 

ペデスタル（ドライウェル部）の

プール水 
考慮しない 

ペデスタル（ドライウェル部）には通常運転時からプール水が存在するが

，格納容器の熱容量に寄与することから，格納容器の温度挙動を厳しく評

価する設定として，ペデスタル（ドライウェル部）のプール水を考慮しな

い 
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第 3.1.2-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（3／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

事
故
条
件

起因事象 
大破断ＬＯＣＡ 

原子炉再循環系の吸込配管の破断 

原子炉圧力容器から格納容器への冷却材流出を大きく見積もる厳しい設

定として，原子炉圧力容器バウンダリに接続する配管のうち，口径が最

大である原子炉再循環系の吸込配管における両端破断を設定 

安全機能の喪失に対する仮定 
全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧注水機能喪失 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し設定 

高圧注水機能として高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系，低圧

注水機能として低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）の

機能喪失を設定 

外部電源 外部電源なし 

運転員の対応を厳しく見積もる観点から外部電源なしを設定 

ただし，原子炉スクラムについては，外部電源ありの場合を包括する条

件として，機器条件に示すとおり設定している 

水素の発生 ジルコニウム－水反応を考慮 
水の放射線分解等による水素発生については，格納容器圧力及び雰囲気

温度に与える影響が軽微であることから考慮していない 
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第 3.1.2-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（4／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３）信号 

短時間であるが原子炉熱出力が維持される厳しい設定として

，外部電源喪失時のタービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護

系電源喪失による原子炉スクラムについては保守的に考慮せ

ず，原子炉水位低（レベル３）にてスクラムするものとして

設定 

低圧代替注水系（常設） 230m３／h で注水 炉心冷却の維持に必要な流量として設定 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 130m３／hで格納容器内へスプレイ 
格納容器圧力及び雰囲気温度抑制に必要なスプレイ流量とし

て設定 

格納容器下部注水系（常設） 解析上考慮しない 

ペデスタル（ドライウェル部）への水張り水は格納容器内の

熱容量を確保するため，解析上は格納容器圧力及び温度上昇

を保守的に評価する観点から，ペデスタル（ドライウェル部

）注水を実施しない 

代替循環冷却系 

循環流量は，全体で 250m３／hとし，原

子炉へ 150m３／h，格納容器スプレイへ

100m３／hに流量を分配 

炉心冷却の維持に必要な流量，格納容器圧力及び雰囲気温度

抑制に必要なスプレイ流量を考慮して設定 

緊急用海水系 

伝熱容量：約 14MW 

（サプレッション・プール水温度 100℃

，海水温度 32℃において） 

代替循環冷却系の除熱性能を厳しくする観点で，過去の実績

を包含する高めの海水温度を設定 

可搬型窒素供給装置 
窒素 198m３／h及び酸素 2m３／hの流量で

窒素供給 
格納容器内の酸素濃度上昇抑制に必要な流量として設定 
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第 3.1.2-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））（5／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

常設代替高圧電源装置による

交流電源供給及び常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却並び

に常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水操作 

事故発生から 25分後  
常設代替高圧電源装置，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及び

低圧代替注水系（常設）の準備に要する時間を考慮して設定 

緊急用海水系を用いた代替循

環冷却系による原子炉注水及

び格納容器除熱操作 

事象発生から 90分後 緊急用海水系及び代替循環冷却系の準備期間を考慮して設定 

可搬型窒素供給装置による格

納容器内への窒素ガス供給 

格納容器内酸素濃度が 4.0％（ドライ条件）

到達時 

格納容器内酸素濃度がベント基準である 4.3％（ドライ条件）到達

を防止する観点で設定 
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←

緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

→

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2
→

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない） 

←

北側淡水池又は

高所淡水池 

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

↑ ↑

例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

第 3.1.2-1 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時の 
重大事故等対策の概略系統図（1／3） 

（低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却段階） 
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←

緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

→

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2
→

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない） 

←

北側淡水池又は

高所淡水池 

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

↑ ↑

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

第 3.1.2-1 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時の 

重大事故等対策の概略系統図（2／3） 

（代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器冷却段階） 
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←

緊急用海水系 

ポンプ 

タービンへ

逃がし安全弁 

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心 

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系 

ポンプＡ 

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系 

ポンプＡ及びＢ 

※3

←

←

→

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク 
代替淡水貯槽 

サプレッション・

プール 

サプレッション・

チェンバ 

※3

耐圧強化 

ベント系 

格納容器 

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系 

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海 

残留熱除去系 

海水系ポンプ 

Ｂ，Ｄ 

※1

※2
→

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置 

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない） 

←

北側淡水池又は

高所淡水池 

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置 

ぺデ 

スタル

外部電源 

原子炉ウェル

↑ ↑

凡 例 

：安全機能の喪失を仮定する設備 

：従属的に使用不能となる設備 

：評価上考慮しない設備 

第 3.1.2-1 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）時の 

重大事故等対策の概略系統図（3／3） 

（可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給段階） 

4
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3.1.2-2 

第 3.1.2-2 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用する場合）の対応手順の概要 

原子炉水位異常低下 

（レベル１）設定点到達 
※１：外部電源喪失に伴い，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁閉止及び再循環ポン

プトリップとなるが，解析上は原子炉水位低（レベル３）設定点到達にて

原子炉スクラム信号が発信するものとする。主蒸気隔離弁閉止及び再循環

ポンプトリップについては，外部電源喪失時とする。 

※２：原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確認する。

※３：ＬＯＣＡ発生は，以下により判断する。 

   ・格納容器圧力が 13.7kPa[gage]に到達 

なお，早期に原子炉水位が原子炉水位異常低下（レベル１）以下に至る

ことで，格納容器スプレイを実施する手順に移行する。 

※４：非常用炉心冷却系の機能喪失及び全交流電源喪失により原子炉への注水機

能が喪失する。 

※５：格納容器雰囲気放射線モニタ(D/W)及び(S/C)の指示値と非常時運転手順書

Ⅲ導入領域判定図により炉心損傷を確認する。格納容器雰囲気放射線モニ

タ(D/W)及び(S/C)による炉心損傷発生の判断ができない場合は，原子炉圧

力容器表面温度により判断する。 

   緊急用母線の受電後は，炉心損傷による格納容器内水素濃度の上昇を確認

する。 

※６：外部電源の受電及び非常用ディーゼル発電機等の起動不可により早期の電

源回復不能と判断する。 

※７：炉心損傷を確認した場合,水素濃度及び酸素濃度監視設備を起動し,ほかの

パラメータ同様,格納容器内水素濃度及び酸素濃度を継続して監視する。

※８：原子炉冷却材喪失していること及び炉心損傷していることにより常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格

納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作を実施

する。格納容器スプレイ流量は 130m３／h とし，原子炉注水流量は 230m３／

h とする。なお，原子炉注水に伴い炉心部における蒸気発生により格納容

器温度が上昇することを考慮し，格納容器スプレイを優先する。 

原子炉水位Ｌ０以上まで冠水後，代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環

冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱開始により，常設低圧代替注水

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却の停止操作を実施する。代

替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容

器除熱ができない場合は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水流量を崩壊熱相当に調整するとともに，常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却を停止する。 

※９：原子炉水位Ｌ０以上（水位不明判断時は崩壊熱冷却に必要な注水量以上）

により，損傷炉心冷却成功を判断する。 

※10：残留熱除去系熱交換器への海水通水並びに代替循環冷却系の系統構成及び

起動が問題なく行われたことをもって，代替循環冷却系の運転可能を判断

する。 

※11：原子炉注水流量は 100m３／h とし，格納容器スプレイ流量は 150m３／h とす

る。 

※12：ペデスタル（ドライウェル部）内床ドレンサンプの 1m 水位維持機能を使用

した追加注水により水位を確保する。 

水位確保操作は，注水開始操作，水位上昇及び注水停止操作を考慮した時

間（約 15分）で実施する。 

※13：サプレッション・プール pH 制御装置（自主対策設備）による薬液注入操作

は格納容器下部水位確保後から実施する。 

※14：格納容器内酸素濃度が 4.0vol％に到達した時点で，可搬型窒素供給装置を

用いた格納容器内窒素供給操作を開始する。なお，格納容器圧力が

310kPa[gage]到達により可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給

を停止する。 

（90 分）
代替循環冷却系ポンプを用いた 

代替循環冷却系による原子炉注水操作

及び格納容器除熱操作※１１

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替

注水系（常設）による崩壊熱相当の原子炉

注水及び代替格納容器スプレイ冷却系 

（常設）による格納容器冷却の継続

格納容器圧力逃がし装置による 

格納容器除熱操作 

（サプレッション・チェンバ側） 

サプレッション・プール 

通常水位+6.5m 到達 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

による格納容器冷却の停止操作 

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】 

Ⅰ 

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源装置が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備により P/C を受電する。 

Ⅱ 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却も実施可能であ

る。 

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却も実施可能である。 

また，非常用母線の受電後は，復水補給水系による格納容器冷却も実施可能である。 

Ⅲ 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水も実施可能である。

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水も実施可能である。 

また，非常用母線の受電後は，ほう酸水注入系，復水補給水系及び制御棒駆動水圧系による原子炉注水も実施可能である。 

Ⅳ 

代替残留熱除去系海水系による海水通水も可能である。 

Ⅴ 

非常用母線の受電後，原子炉補器冷却系が起動可能な場合には，ドライウェル内ガス冷却装置を起動する。 

Ⅵ 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼ

ル駆動）による格納容器スプレイも実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬型）によるペデスタル（ドライウェル部）注水も実施可能である。

Ⅶ 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器ベントを優先するが，ドライウェル側からの格納容器ベントによる格納容器除熱も実施可能である。 

Ａ

格納容器雰囲気温度・圧力下降 

Ａ

：解析上考慮しない操作 

：重大事故等対応要員（現場）の作業

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業 

：操作・確認（運転員）

：プラント状態（解析）

：判断 

：操作及び判断 

対応操作は原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，

今回想定している破断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定で

きない場合においても，対応する操作手順に変更はない 

原子炉建屋ガス処理系及び中央

制御室換気系の起動操作 

炉心損傷開始 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による 

緊急用母線の受電操作 

炉心損傷確認※５

常設低圧代替注水ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却操作及び低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水操作※８

使用済燃料プール 

の冷却操作 

燃料被覆管温度 1200℃到達 

原子炉への注水機能喪失の確認※４

常設低圧代替注水ポンプを用いた 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

及び低圧代替注水系（常設）の準備操作

早期の電源回復不能の確認※６

（約 9分）

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

全交流動力電源喪失 

原子炉スクラム※２，ＬＯＣＡ発生※３ 

及び全交流動力電源喪失の確認 

可搬型代替交流電源設備 

による受電操作 

Ⅰ

電源確保操作対応 

タンクローリによる 

燃料補給操作 

（約 4分）

（25分）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）以外による格納

容器冷却 

・消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）による格納用容器冷却 

・復水補給水系による格納容器冷却 

ⅢⅡ燃料温度 

約 2500K（約 2227℃）到達 

原子炉圧力－ドライウェル温度による

「水位不明判断曲線」で水位不明を 

判断する 

低圧代替注水系（常設）以外による原子炉注水

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替

注水系（可搬型）による原子炉注水 

・ほう酸水注入系による原子炉注水 

・復水補給水系による原子炉注水 

・制御棒駆動水圧系による原子炉注水

緊急用海水系及び 

代替循環冷却系の準備操作 

（電源切替え操作） 

Ⅳ

代替残留熱除去系海水系による

海水通水操作 

（約 27分）

（65分）

代替循環冷却系

運転可能※１０

Yes

No

緊急用海水ポンプを用いた緊急用

海水系による海水通水操作 

代替循環冷却系の準備操作 

サプレッション・プール pH制御

装置による薬液注入操作※１３

ドライウェル内ガス冷却装置 

による格納容器除熱操作 
常設低圧代替注水系ポンプを用いた

格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作※１２

Ⅴ

常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）以外による

ペデスタル（ドライウェル部）注水 

・消火系（ディーゼル駆動）によるペデスタル（ドライウェル部）注水 

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬型）によ

るペデスタル（ドライウェル部）注水

Ⅵ

代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却運転による原子炉注水及び格納容器除熱を継続し，機能喪失している設備

の復旧に努める。 

また, 格納容器内酸素濃度の監視を継続するとともに，格納容器内酸素濃度 4.3Vol％（ドライ条件）到達にて,格納容器

圧力逃がし装置により格納容器内の可燃性ガスを排出することで,格納容器内水素燃焼を防止する。 

可燃性ガス濃度制御系の復旧後は，可搬型窒素供給装置による格納容器内窒素供給，代替循環冷却系による原子炉注水

及び格納容器除熱並びに可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御を実施するとともに，格納容器ベントを停止する。

可搬型窒素供給装置を用いた 

格納容器内窒素供給操作※１４

格納容器内酸素濃度 4.0 Vol％ 

（ドライ条件）到達

Ⅶ

（0秒） 

（解析上の時刻）

原子炉水位Ｌ０到達 

原子炉水位Ｌ０以上判断※９

（約 43分）

原子炉水位低（レベル３） 

設定点到達※１原子炉水位異常低下 

水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動※７

（約 84時間）

4
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3.1.2-46 

第 3.1.2-3 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）の作業と所要時間（1／2）  

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合） 

経過時間（分） 

備考 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

に移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 発電長 1人 
中央監視 

運転操作指揮 

補佐 副発電長 1人 運転操作指揮補佐 

通報連絡者 災害対策要員 2人 
災害対策本部連絡 
発電所外部連絡 

運転員 

(中央制御室) 

運転員 
（現場） 

重大事故等対応要員
（現場） 

状況判断 
2人 
A,B 

－ － 

●原子炉スクラムの確認 

●タービン停止の確認 

●外部電源喪失の確認 

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認 

●原子炉への注水機能喪失の確認 

●ＬＯＣＡ発生の確認 

●原子炉水位異常低下（レベル１）設定点到達の確認 

●炉心損傷確認 

早期の電源回復不能の確認 

【1人】 
A 

－ － ●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

【1人】 
B 

－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

電源確保操作対応 － － 
2人 
a,b 

●電源回復操作 解析上考慮しない 

常設代替高圧電源装置による緊急

用母線の受電操作 
【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置2台起動及び緊急用母線の受電操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）及び低圧代替注水系（常設）の

準備操作 

【1人】 
B 

－ － 
●原子炉注水及び格納容器スプレイに必要な負荷の電源切替操作 

●原子炉冷却材浄化系吸込弁の閉操作 

【1人】 

A 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常
設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水
系統構成 

水素濃度及び酸素濃度監視設備の

起動操作 
【1人】 

B 
－ － ●水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作及び低

圧代替注水系（常設）による原子炉

注水操作 

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常
設）による格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注
水操作 

 緊急用海水系による海水通水操作 

【1人】 
A 

－ － ●緊急用海水系に必要な負荷の電源切替操作 

【1人】 
A 

－ － ●緊急用海水系による海水通水 系統構成及び起動 

代替循環冷却系ポンプを用いた代替

循環冷却系による原子炉注水操作及

び格納容器除熱操作 

【1人】 
A 

－ － ●代替循環冷却系起動に必要な負荷の電源切替操作 

【1人】 
A 

－ － 
●代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水及び格
納容器除熱 系統構成及び起動 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作 

【1人】 
A 

－ － ●非常用母線からの負荷切替操作 

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による
ペデスタル水位の調整操作 

解析上考慮しない 

サプレッション・プールpH制御装置

による薬液注入操作 
【1人】 

A 
－ － ●サプレッション・プール pH制御装置による薬液注入操作 解析上考慮しない 

常設代替高圧電源装置による非常用

母線の受電準備操作 

【1人】 
B 

－ － ●非常用母線の受電準備 

－ 
2 人 
C,D 

－ ●非常用母線の受電準備 

常設代替高圧電源装置による非常用

母線の受電操作 
【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置3台追加起動 

●非常用母線の受電 

原子炉建屋ガス処理系及び中央制

御室換気系の起動操作 
【1人】 

B 
－ － ●原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 解析上考慮しない 

2 時間 

原子炉建屋ガス処理系及び 

中央制御室換気系の起動 

原子炉スクラム 

25分 格納容器冷却及び原子炉注水開始 

約4分 炉心損傷開始 

約9分 燃料被覆管温度1200℃到達 

65分 原子炉水位Ｌ０以上判断 

約27分 燃料被覆管温度2500K到達 

1 分 

2 分 

10 分 

事象発生 

プラント状況判断 

4 分 

適宜実施 

2 分 

4 分 

3 分 

4 分 

20 分 

原子炉注水及び格納容器冷却開始後，適宜状態監視 6 分 

系統暖気時間（30 分） 3 分 適宜,格納容器内酸素及水素濃度の監視 

8 分 

5 分 

35 分 

70 分 

15 分 起動操作実施後，適宜状態監視 

15 分 

35 分 

6 分 

4 分 

海水通水開始後，適宜状態監視 

格納容器除熱開始後，適宜状態監視 

水位調整後，適宜状態監視 
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3.1.2-47 

第 3.1.2-3 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）の作業と所要時間（2／2） 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合） 

経過時間（時間） 備考 

12 24 36 48 60 72 84 96 108 120 132 144 156 168 

操作項目 

実施個所・必要要員数 

【 】は他作業後 
移動してきた要員 操作の内容 

運転員 
（中央制御室）

運転員 

（現場） 

重大事故等対応要員 

（現場） 

使用済燃料プールの冷却操作 
【1人】 

B 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注水ライン）を使用した使用済燃料プ

ールへの注水操作 

解析上考慮しない 
スロッシングによる
水位低下がある場合
は代替燃料プール冷
却系の起動までに実
施する 

●代替燃料プール冷却系起動操作 
解析上考慮しない 

25時間までに実施する

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器

内窒素供給操作
－ － 

4 人 
c～f 

●可搬型窒素供給装置起動操作 

タンクローリによる燃料補給操作 
2人 

（招集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリへの補給  タンクローリ残量に
応じて適宜軽油タン
クから補給 ●可搬型窒素供給装置への給油  

必要要員合計 
2人 
A,B 

2 人 
C,D 

6人 a～f 
及び招集2人 

約84時間 
格納容器酸素濃度4.0vol%（ドライ条件）到達  

適宜実施 

15 分 

115 分 可搬型窒素供給装置起動後，適宜状態監視 

90 分 

適宜実施 

約163時間 
格納容器圧力 
310kPa[gage]到達  
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3.1.2-48 

第 3.1.2-4 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

第 3.1.2-5 図 注水流量の推移 
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代替循環冷却系による格納容器除熱（150m３/h） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設） 

による原子炉注水（230m３/h） 

代替循環冷却系による原子炉注水（100m３/h） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

による格納容器冷却（130m３/h） 

燃料有効長底部 

燃料有効長頂部 

レベル 0 

シュラウド内（二相水位） 

シュラウド外（コラプスト水位） 

ＬＯＣＡにより低下したシュラウド内の原子炉水位が常設低圧代替注水系ポンプを 

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により回復 

代替循環冷却系による原子炉注水により水位維持 

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給 

開始による格納容器圧力及び原子炉圧力の変動に 

伴う水位の変動 

炉心損傷により原子炉水位Ｌ０

以上に損傷炉心はないため損傷

炉心は冠水維持 
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3.1.2-49 

第 3.1.2-6 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 3.1.2-7 図 燃料最高温度の推移 
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溶融燃料プールが形成・維持されるため， 

燃料の溶融温度（約 2,800℃）にて推移 

炉心の露出により燃料温度が上昇 

代替循環冷却系による原子炉注水とＬＯＣＡ破断口からの 

保有水の流出により原子炉水位Ｌ０相当の保有水量で推移 

ＬＯＣＡにより低下した保有水量が常設低圧代替注水系ポンプを 

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により回復 

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素供給 

開始による格納容器圧力及び原子炉圧力の変動に 

伴う保有水量の変動 
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3.1.2-50 

第 3.1.2-8 図 格納容器圧力の推移 

第 3.1.2-9 図 格納容器雰囲気温度の推移 
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200℃ 

最高温度 約 202℃（壁面温度 約 137℃）（約 0.7 時間後） 

壁面最高温度 約 139℃（約 0.9 時間後） 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器雰囲気温

度の上昇抑制 

格納容器酸素濃度（ドライ条件）4.0%到達にて 

可搬型窒素供給装置によるサプレッション・ 

チェンバへの窒素供給開始（約 84 時間後） 

格納容器圧力 0.31MPa[gage]到達にて 

可搬型窒素供給装置による窒素供給停止 

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出，常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水による損傷炉心の冷却に伴う蒸気発生により格納

容器圧力上昇 

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度

代替循環冷却系による格納容器除熱に伴う

格納容器雰囲気温度の上昇抑制 

最大圧力 約 0.31MPa 

（約 163 時間後）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却，代

替循環冷却系による格納容器除熱に伴う格納容器

温度の上昇抑制 

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内

窒素供給開始による格納容器圧力の変動

に伴う格納容器雰囲気温度の変動 
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3.1.2-51 

第 3.1.2-10 図 サプレッション・チェンバプール水位の推移 

第 3.1.2-11 図 サプレッション・チェンバプール水温の推移 
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常設低圧代替注水系ポンプを用いた外部水源からの

注水停止及び代替循環冷却系による格納容器除熱の

開始に伴う水位上昇の停止 

代替循環冷却系による格納容器除熱に伴う

サプレッション・プール水温上昇抑制 

ＬＯＣＡ破断口から流出した原子炉冷却材の流入

及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた外部水源

からの注水に伴う水位上昇 

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内窒素

供給開始による格納容器圧力の変動に伴うサ

プレッション・プール水位の変動 

原子炉冷却材の流入に伴う水温上昇 

ベントライン(約 15m) 

通常水位+6.5m(約 13.5m) 

通常水位+5.5m(約 12.5m) 
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添付資料 3.1.2.1 

添付 3.1.2.1-1

炉心損傷及び原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方について 

 炉心損傷後における重大事故等対処設備による注水や除熱の考え方

を以下に示す。 

1. 期待する重大事故等対処設備について 

  非常用炉心冷却系等の注水機能が喪失し炉心損傷に至った場合，

重大事故等対処設備である低圧代替注水系（常設），代替格納容器ス

プレイ冷却系（常設），格納容器下部注水系（常設）及び代替循環冷

却系の機能に期待し，炉心損傷の進展防止及び格納容器破損防止を

図る手順としている。これらの系統の主な特徴を第 1 表に示す。 

第 1 表 注水及び除熱手段の特徴 

系統 注水先 ポンプ 水源 

低圧代替注水系（常設） 原子炉圧力容器 

常 設 低 圧 代 替

注水系ポンプ 
代替淡水貯槽 

代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ

冷却系（常設） 
ドライウェル  

格納容器下部注水系  

（常設） 

ペデスタル  

（ドライウェル部） 

代替循環冷却系 

原子炉圧力容器 
代 替 循 環 冷 却

系ポンプ 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール 
ドライウェル  

サプレッション・プール 

2. 炉心損傷及び原子炉圧力容器破損前後の注水及び除熱の考え方 

 (1) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた系統 

ａ．炉心損傷後の対応について 

   炉心損傷を判断した後は，補機系が不要であり短時間で注水

が可能な低圧代替注水系（常設）により原子炉へ注水する手順

としている。また，原子炉注水ができない場合においても，注
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水手段の確保に努めることとしている。したがって，炉心損傷

前後ともに原子炉注水を優先する対応方針に違いはないが，事

象進展の違いによって以下の異なる手順となる。 

①ＬＯＣＡ時に炉心が損傷した場合は，ヒートアップした炉心へ

原子炉注水を実施することにより，炉内で発生する過熱蒸気が

ドライウェルに直接放出されドライウェル圧力及び雰囲気温

度が急上昇する。そこで，格納容器の健全性を確保するために，

ＬＯＣＡ時に炉心損傷を判断した場合には，低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水と代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）によるドライウェルスプレイを同時に実施する手順とする。

この場合の原子炉注水とドライウェルスプレイの優先順位は，

格納容器の破損を防止するためドライウェルスプレイを優先

させることとする。 

②ＬＯＣＡ時に炉心が損傷し原子炉注水が実施できない場合は，

いずれはリロケーションに伴う溶融炉心と原子炉圧力容器下

部プレナム水との接触による発生蒸気がドライウェルに放出

され，ドライウェル圧力及び雰囲気温度が急上昇することを踏

まえて，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によるドライウ

ェルスプレイを実施する手順とする。 

ｂ．原子炉圧力容器破損前の対応について 

③通常運転時からペデスタル（ドライウェル部）水位を 1m に維

持する構造としているが，炉心損傷判断後は，原子炉圧力容器

破損時の溶融炉心の冷却を考慮し，格納容器下部水位を確実に

1m 確保するために格納容器下部注水系（常設）によるペデス

タル（ドライウェル部）への注水を実施する手順とする。 
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ｃ．原子炉圧力容器破損後短期の対応について 

④原子炉圧力容器破損を検知した後は，溶融炉心とペデスタル

（ドライウェル部）に存在する水との相互作用により，ドライ

ウェル圧力及び雰囲気温度が急上昇するため，原子炉圧力容器

破損を判断した場合は代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よるドライウェルスプレイを優先して実施する手順とする。 

⑤ドライウェルスプレイを開始した後，ペデスタル（ドライウェ

ル部）に落下した溶融炉心の冷却維持のため，格納容器下部注

水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水を実施

する手順とする。 

ｄ．本系統の停止及び一時的な運転について 

⑥本系統は外部水源を用いた手段であり，本系統の運転継続によ

りサプレッション・プール水位が上昇する。そこで，代替循環

冷却系による原子炉注水やドライウェルスプレイを開始すれ

ば，本系統による原子炉注水やドライウェルスプレイを停止す

る。 

⑦ただし，代替循環冷却系による原子炉注水やドライウェルスプ

レイを実施する状態において格納容器圧力及び雰囲気温度が

上昇する場合には代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

ドライウェルスプレイを一時的に実施する手順とする。 

(2) 代替循環冷却系 

⑧代替循環冷却系は残留熱除去系海水系又は緊急用海水系等の

補機系の起動後に期待できる系統であり運転開始までに一定

の時間を要するが，内部水源であるため本系統の運転継続によ

りサプレッション・プール水位は上昇しない。したがって，起
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動が可能となった時点で本系統を運転開始する手順とし，サプ

レッション・プール水位の上昇を抑制しつつ，原子炉注水やド

ライウェルスプレイを実施することで，損傷炉心の冷却や格納

容器の冷却及び除熱を実施することとする。 

3. 各事象の対応の流れについて 

  炉心損傷に至る事象としては，格納容器への原子炉冷却材流出の

有無によりＬＯＣＡ又は過渡事象が考えられ，その後の進展として

は初期に原子炉注水に成功する場合と成功しない場合が考えられる。

これらの事象進展の対応の流れを第 1 図に示す。 
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添付 3.1.2.2-1 

原子炉水位不明時の対応について 

1. 概 要 

  重大事故等対処設備とする原子炉水位計は，原子炉水位（ＳＡ広帯域）及

び原子炉水位（ＳＡ燃料域）があり，それぞれの計測範囲で原子炉圧力容器

内の水位を確認する。 

2. 水位不明判断条件 

  以下の場合，原子炉水位不明と判断する。 

  ａ．原子炉水位指示計の電源が喪失した場合 

  ｂ．原子炉水位計の指示に「バラツキ」があり，原子炉水位が燃料有効長

頂部以上であることが判定できない場合 

  ｃ．ドライウェル空間部温度が，原子炉圧力容器飽和温度に達した場合（不

測事態「水位不明（Ｃ３）」の中で定める水位不明判断曲線で水位不

明領域に入った場合） 

第１図 水位不明判断曲線 
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3. 有効性評価「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

における水位不明時の対応について 

  有効性評価の格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスでは，原子炉冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）により，第１図に示す水位不明領域となるため，運転員は水

位不明を判断する。 

  この場合，炉心損傷判断後の対応手順に従い，原子炉停止後の経過時間に

応じた必要注水時間の継続注水を実施しシュラウド内水位回復に必要な注水

量（原子炉水位Ｌ０まで回復させるため必要な注水量）を注水することで，

原子炉水位Ｌ０以上の水位回復を判断する。 

4. 炉心損傷後における水位不明判断時の対応手順について 

  上記のとおり，炉心損傷後の対応手順として，ＬＯＣＡ時に水位不明を判

断し外部水源に期待した原子炉注水を実施する場合には，手順に従い，第１

表に示す原子炉水位Ｌ０まで水位回復させるために必要な注水時間を230ｍ

３／h以上で継続して注水する。原子炉水位Ｌ０到達後に崩壊熱相当以上の注

水を実施する場合には，原子炉に持ち込んだ水がＬＯＣＡ破断口から格納容

器へ流出しサプレッション・プール水位の上昇につながるため，格納容器冷

却停止及び格納容器ベントの時間が早まる。そのため，原子炉水位Ｌ０到達

までに必要な注水時間の注水を実施後は，格納容器ベントを可能な限り遅延

させ環境への影響を低減させるため，崩壊熱相当の注水とする。 

  なお，サプレッション・プールを水源とした原子炉注水に切り替える場合

には，崩壊熱相当の注水流量には変更せず，所定の流量での注水を継続する。 

第１表に示す必要注水時間は，原子炉底部から原子炉水位Ｌ０までに冠水

させるために必要な注水量に加え，注水開始時点での崩壊熱除去に必要な注
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水量を考慮し設定した。 

第１表 水位不明時に必要注水時間（ＬＯＣＡ） 

原子炉水位Ｌ０到達までに必要な注水時間 

（注水流量230m３／h以上） 

原子炉注水開始時間 

（原子炉停止後の経過時間） 
注水時間 

5分～ 55分 

10分～ 50分 

15分～ 45分 

25分～ 40分 

1時間～ 35分 

12時間～ 30分 

61



添付資料 3.1.2.3 

添付 3.1.2.3-1 

常設低圧代替注水系ポンプの機能確保の妥当性について 

1. 常設低圧代替注水系ポンプの機能 

  常設低圧代替注水系ポンプは以下の 5 つの機能に期待している。 

   ・原子炉水位を維持し炉心損傷の防止及び炉心損傷の進展を防止するた

めの低圧代替注水機能 

   ・格納容器の過圧・過温破損防止のための代替格納容器スプレイ機能 

・格納容器内での損傷炉心の冷却のためのペデスタル（ドライウェル部）

注水機能 

   ・格納容器のトップヘッドフランジ部からの漏えいを防止するための格

納容器頂部注水機能 

   ・使用済燃料プール水位を維持し燃料損傷を防止するための注水機能 

2. 常設低圧代替注水系ポンプの機能確保について

 (1) 単一の機能に期待する場合 

   常設低圧代替注水系ポンプは，各注水先の最大流量を包絡する注水量を

確保できる設計としている。 

   常設低圧代替注水系ポンプにより注水する際の系統構成は，中央制御室

からの遠隔操作により行い，現場操作は不要である。また，各注水先へ注

水する際の操作の相違点は，開操作する弁の違いのみであり，各弁の操作

も中央制御室からの遠隔操作が可能であることから，困難な操作はない。 

   このように，常設低圧代替注水系ポンプの単一の機能の確保については

問題ないと考えられる。 
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 (2) 複数の機能に期待する場合 

   常設低圧代替注水系ポンプは，複数個所への同時注水を想定したものと

なっており，想定する同時注水の組み合わせで必要流量が確保できる設計

としている。また，想定する同時注水の組み合わせで，重大事故等による

影響の緩和が可能であることを有効性評価にて示している。 

  ① 原子炉注水と格納容器スプレイ 

    大破断ＬＯＣＡが発生し，非常用炉心冷却設備からの注水に失敗した

場合，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水と代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）による格納容器スプレイを同時に実施する。この場合

の最大流量の組み合わせは，原子炉注水 230m３／h，格納容器スプレイ

130m３／h であるが，この条件で炉心の冷却及び格納容器圧力及び雰囲気

温度の上昇を抑制できることを有効性評価で確認するとともに，この流

量を設計にて考慮している。なお，上記以外の同時注水については，原

子炉へは崩壊熱相当での注水となるため，上記注水流量を超えることは

ない。 

  ② 原子炉注水とペデスタル（ドライウェル部）注水 

    大破断ＬＯＣＡが発生し非常用炉心冷却設備からの注水に失敗し，低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器スプレイに成功した場合，格納容器スプレイ

を停止し，原子炉注水とペデスタル（ドライウェル部）の水張りを実施

する。この場合の最大流量の組み合わせは，原子炉注水として崩壊熱相

当の流量，ペデスタル（ドライウェル部）の水張りとして 80m３／h であ

るが，この条件で炉心の冷却及びペデスタル（ドライウェル部）の必要

水位を確保できることを有効性評価にて確認するとともに，この流量を

設計にて考慮している。 

63



添付 3.1.2.3-3 

  ③ 格納容器スプレイとペデスタル（ドライウェル部）注水 

   原子炉注水に失敗し，原子炉圧力容器が破損する場合，格納容器スプレ

イとペデスタル（ドライウェル部）への注水を同時に実施する。この場合

の最大流量の組み合わせは，格納容器スプレイ 300m３／h，ペデスタル（ド

ライウェル部）注水 80m３／h であるが，この条件で格納容器圧力及び雰囲

気温度の上昇の抑制並びにペデスタル（ドライウェル部床面）に落下した

溶融炉心の冷却等ができることを有効性評価で確認するとともに，この流

量を設計にて考慮している。なお，溶融炉心の冷却が進んだ後は，代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を停止するため，上記

注水流量を超えることはない。 

  ④その他注水先の組み合わせ 

   その他の組み合わせとして，格納容器頂部又は使用済燃料プールへの注

水が重畳することも考えられる。これら注水先へは，間欠的に注水を行い

一定量の水位を維持するため，①，②及び③の最大流量の注水等と異なる

タイミング又は系統の余力で注水等を行うため，対応が可能である。 

   また，複数の注水先に注水するための操作については，各注水先へ注水

するための操作に必要な時間を考慮した有効性評価により，炉心冷却や溶

融炉心の冷却等ができることを確認している。 

   以上より，常設低圧代替注水系ポンプの複数の機能の確保についても問

題ないと考えられる。 

3. 常設低圧代替注水系ポンプの機能の冗長性について 

  常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水については，原子炉隔離時冷却系，高圧代替注水系及び代替循環冷却系

64



添付 3.1.2.3-4 

を用いた手段に加え，アクセスルートの確保を確認した後であれば低圧代替

注水系（可搬型）によって機能を補うことも可能である。また，格納容器冷

却については，代替循環冷却系及び代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型），

ペデスタル（ドライウェル部）注水については格納容器下部注水系（可搬型），

格納容器頂部注水については格納容器頂部注水系（可搬型），使用済燃料プー

ル注水については可搬型代替注水大型ポンプによる代替燃料プール注水系

（注水ライン）によって機能を補うことも可能である。このように，常設低

圧代替注水系ポンプの各機能については冗長性を持たせることで機能強化を

図っている。機能強化のイメージを第 1 図に示す。 
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※1：可搬型設備でありアクセスルート復旧までは期待できないが，信頼性を向上させている。 

※2：ＴＱＵＶ，ＴＷ（ＬＵＨＳ，ＲＨＲ機能喪失），ＳＢＯ等の一次圧力バウンダリの喪失（ＬＯＣＡ等）を除く事故に対して初期炉心冠水維持が可能 

第 1 図 第３層及び第４層にて期待する注水設備 

［第３層］ 

ＤＢＡ 

（設計基準事故 

対処設備） 

［第４層］ 

ＤＥＣ 

（重大事故等 

対処設備） 

原子炉注水 

常設高圧代替注水系ポンプ 

残留熱除去系ポンプ（Ａ），（Ｂ） 

常設低圧代替注水系ポンプ 

可搬型代替注水大型ポンプ※１

代替循環冷却系ポンプ 

（格納容器スプレイ）

高圧炉心スプレイ系ポンプ 

低圧炉心スプレイ系ポンプ 

残留熱除去系ポンプ（Ｃ） 

格納容器注水 

（ペデスタル注水） 

高圧代替注水系を加えることで，

原子炉注水の信頼性が向上※２

格納容器頂部及び使用済み燃料

貯蔵プールにも注水可能 
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添付資料 3.1.2.4 

添付 3.1.2.4-1

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

 格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・加

温破損）」における有効性評価において，厳しい事象を想定した場合でも，格納

容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られている。この評価結果に

照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量を考える。 

 原子炉建屋ガス処理系（非常用ガス処理系及び非常用ガス再循環系で構成）

が起動している場合は，原子炉建屋内は負圧となるため，原子炉建屋から大気

への漏えいは無く，原子炉建屋内の放射性物質は原子炉建屋ガス処理系を経由

して排気筒から大気中に放出される。一方，原子炉建屋ガス処理系が停止して

いる場合は，放射性物質は原子炉建屋から大気へ漏えいする。本有効性評価で

は，排気筒からの放出による放射性物質の大気拡散効果に期待するため，電源

確保等を実施した後に，原子炉建屋ガス処理系を起動することを想定している。 

 本有効性評価では格納容器は健全であると評価していることから，格納容器

内の放射性物質は，格納容器圧力に応じて原子炉建屋へ漏えいする。漏えいし

た放射性物質の一部は，原子炉建屋内での重力沈降等に伴い，原子炉建屋内に

沈着すると考えられる。また，原子炉建屋内の換気空調系が停止している場合

は，原子炉建屋内外における圧力差が生じにくく，原子炉建屋内外での空気の

やりとりは多くないと考えられるため，漏えいした放射性物質の一部は原子炉

建屋内に滞留し，時間減衰すると考えられる。

 これらのことから，格納容器の健全性が維持されており，原子炉建屋の換気

空調系が停止している場合は，格納容器から原子炉建屋に漏えいした放射性物

質の一部は，原子炉建屋内で沈着又は時間減衰するため，大気中への放出量は

格納容器からの漏えい量より少なくなると考えられる。 
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 しかし，本評価では，上述の状況によらず，原子炉建屋ガス処理系が起動す

るまでの間，格納容器から原子炉建屋に漏えいした放射性物質は，即座に原子

炉建屋から大気中へ漏えいするものとして，放出量を保守的に評価する。

1. 評価条件

 (1) 格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「大破断ＬＯＣＡ＋高

圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」において，

代替循環冷却系により格納容器除熱を実施する場合について評価する。

 (2) 格納容器からの漏えい率は，ＭＡＡＰ解析上で格納容器圧力に応じて漏

えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。

      ・  1Pd 以下 ： 0.9Pd で 0.5％／日相当※１

      ・  1～2Pd ： 2Pd で 1.3％／日相当※２

     ※1 設計漏えい率

     ※2 ＡＥＣの式等に基づく 

 (3) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，

原子炉建屋ガス処理系の起動前は，格納容器から原子炉建屋へ漏えいし

た放射性物質は，即座に大気へ漏えいするものとし（漏えい率無限大），

原子炉建屋ガス処理系の起動後は漏えい率を 1 回／日（設計値）とする。

また，原子炉建屋ガス処理系の起動時間は，事象発生 2 時間後（起動操

作時間（115 分）＋負圧達成時間（5 分）※３）とする。 

※3 原子炉建屋ガス処理系の起動に伴い原子炉建屋内は負圧になるが，

保守的に負圧達成時間として 5 分を想定 

 (4) 非常用ガス処理系は，フィルタを通して原子炉建屋内の放射性物質を大

気へ放出するため，フィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，

本評価では保守的に期待しないこととする（DF=1)。 
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 (5) 原子炉建屋から大気への漏えい量を保守的に見積もる観点から，原子炉

建屋内での放射性物質の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での

沈着による除去効果も考慮しない。

2. 評価結果 

  原子炉建屋から大気中への放射性物質（Ｃｓ－137）の漏えい量は 7 日間で

約 7.4TBq であり，評価項目の 100TBq を下回っている。 

  なお，事象発生 7 日間以降の影響を確認するため，事象発生 30 日間，100

日間における大気中へのＣｓ－１３７の漏えい量を評価しており，第 1 表の

とおり，いずれの場合においても 100TBq を下回っている。 

第 1 表 原子炉建屋から大気中への放射性物質（Ｃｓ－１３７）の漏えい量

事象発生 7 日間 事象発生 30 日間 事象発生 100 日間 

約 7.4TBq 約●TBq 約●TBq 
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添付 3.1.2.5-1

格納容器漏えい率の設定について

格納容器から原子炉建屋への漏えい率は，ＭＡＡＰ内で模擬した漏えい孔の

等価漏えい面積及び原子炉格納容器の圧力に応じて設定している。 

 模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は，以下に示す格納容器圧力が最高使用

圧力（310kPa[gage]（1Pd））以下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の

２種類を設定する。 

ただし，ＭＡＡＰ解析においては，よう素の化学組成について考慮されてお

らず，全て粒子状よう素として扱われることから，無機よう素及び有機よう素

の格納容器漏えい率は別途設定する。 

1．格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.5％／

day）を基に算出した等価漏えい面積（約 3×10－６m２）を設定し，ＭＡＡＰ内

で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

2．格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合，2Pd で漏えい率 1.3％／day

となる等価漏えい面積（約７×10－６m２）を設定し，1.と同様にＭＡＡＰ内で

圧力に応じた漏えい量を評価している。 

2Pd における漏えい率 1.3％／day は，以下のＡＥＣの評価式，ＧＥの評価

式及び定常流の式によって評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定

した。これらの式は，設計基準事故の原子炉冷却材喪失事象において格納容

器漏えい率の評価に用いている理論式※１である。格納容器内圧力（2Pd）及び

温度（200℃）までは，事故後７日間に渡り，格納容器本体並びに開口部及び
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貫通部の健全性が確保されていることを確認していることから，これらの理

論式を用いて格納容器内圧力（2Pd）及び温度（200℃）における漏えい率を

設定することは可能と判断した。 

◯ＡＥＣの評価式   

L � L0 � � � 	 � 	
�	 � � 	 � 	

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【1.28％／day】

L0 ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／day】

Pt ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721kPa[abs]】

Pd ： 設計圧力（0.9Pd） 【380kPa[abs]】

Pa ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa[abs]】

Rt ： 事故時の気体定数※2 【523.7J／Kg･K】

Rd ： 空気の気体定数 【287J／Kg･K】

Tt ： 事故時の格納容器内温度（200℃） 【473.15K】

Td ： 設計格納容器内温度(20℃) 【293.15K】
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◯ＧＥの評価式（General Electric 社の漏えいモデル式） 

L � L0
1 	
1 	

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【0.51％／day】

L0 ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／day】

Pt ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721kPa[abs]】

Pd ： 設計圧力（0.9Pd） 【380kPa[abs]】

Pa ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa[abs]】

◯定常流の式 

L � L0 � �
� �

L ： 事故時の格納容器漏えい率（2Pd） 【0.93％／day】

L０ ： 設計漏えい率（0.9Pd） 【0.5％／day】

ρｔ： 事故時の格納容器内気体の平均密度※３ 【2.9kg／m３】

ρｄ： 
設計温度・圧力における格納容器内気体の平

均密度※４
【4.5kg／m３】

Pｔ ： 事故時の格納容器内圧力（2Pd） 【721kPa[abs]】

Pｄ ： 設計圧力（0.9Pd） 【380kPa[abs]】

Pａ ： 格納容器外の圧力（大気圧） 【101.325kPa[abs]】

※1 「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について（平成 16 年

1 月）」（株式会社 日立製作所） 
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※2 事故時の気体定数 Rｔは，以下の式により算出した。 

Rｔ[J／kg･K]＝モル気体定数 8.314[J／K・mol]／平均分子量Ｍ[kg／mol] 

ＡＥＣの評価式より，事故時の気体定数が大きくなるほど漏えい率は高

くなる。また，上記計算式より，事故時の気体定数は，平均分子量が小さ

くなるほど大きくなる。事故時の格納容器内は水素，窒素及び水蒸気で構

成されるため，分子量の小さい水素の割合が増加するほど平均分子量は小

さくなり，結果として事故時の気体定数は大きくなる。平均分子量の設定

に当たり，水素，窒素及び水蒸気のガス組成を 34％：33％：33％とし，水

素の割合（34％）は，有効性評価（「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」）における水素発生量（約 700kg（内訳：ジルコニ

ウム－水反応 約 324kg，アルミニウム／亜鉛の反応 約 246kg，水の放射線

分解 約 115kg））を包含した値であることから，保守的な設定であると考え

る。 

※3 事故時の格納容器内気体の平均密度ρｔは，以下の式により算出した。 

ρｔ[kg／m３]＝平均分子量Ｍ[kg／mol]×物質量ｎ[mol]／格納容器体積

Ｖ[m３] 

定常流の式より，事故時の格納容器内気体の平均密度が小さくなるほど

漏えい率は大きくなる。また，上記計算式より，事故時の格納容器内気体

の平均密度は，平均分子量が小さくなるほど小さくなる。平均分子量は※

２と同じであり，保守的な設定であると考える。 

※4 設計温度・圧力における格納容器内気体の平均密度ρｄは，以下の式によ

り算出した。 

ρｄ[kg／m３]＝乾燥空気密度（20℃）1.205[kg／m３]×(Pｄ[Pa]／Pａ[Pa]) 

73



添付 3.1.2.5-5 

3．無機よう素及び有機よう素の格納容器漏えい率 

(1) 無機よう素 

他の核種と同様に格納容器圧力に応じて漏えい率が変動すると考えるが，

ＭＡＡＰ解析において無機よう素を模擬していないため，ＭＡＡＰ解析結

果による格納容器圧力を基に漏えい率を設定する。 

漏えい率の設定に当たっては，第 1 図のとおりＭＡＡＰ解析結果による

格納容器圧力を包絡した格納容器圧力を設定し，その格納容器圧力に対す

る漏えい率を設定している。 

このように設定した漏えい率は，0.9Pd 以下で 0.5％／day，0.9Pd 超過で

1.3％／day を一律に与えるものであり，ＭＡＡＰ解析における漏えい率を

包絡した保守的な設定であると考える。 

第 1 図 格納容器圧力と漏えい率の時間変化 

（無機よう素の格納容器漏えい率の設定） 

2Pd（1.3％／day）

0.9Pd 

（0.5％/day） 
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(2) 有機よう素 

有機よう素についても，無機よう素と同様の漏えい率の設定が可能であ

るが，有機よう素がガス状として振る舞うこと及び格納容器内での除去効

果を受けない点で希ガスに類似していることから，ＭＡＡＰ解析における

希ガスと同じ挙動を示すものとし，1.及び 2.に基づき漏えい率を設定する。 
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添付 3.1.2.6-1

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

における炉心の損傷状態及び損傷炉心の位置について

1. はじめに 

有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」の評価事故シーケンスでは，事象発生約 4 分後に燃料被覆管の最高温

度は 1,000 （約 727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高

温度は事象発生約 9 分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生約 27 分後に燃

料温度は 2500 （約 2,227℃）に到達する。事象発生約 25 分後からの常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水によ

り，原子炉水位は上昇し，原子炉水位Ｌ０相当に維持される。上記により，

炉心は下部プレナム部に移行することなく，原子炉圧力容器内に保持される。

ここでは，本事象における炉心の損傷状態，損傷炉心の位置及びシュラウド

への熱影響について評価結果を示す。

2. 評価結果

 (1) 炉心の損傷状態

第 1 図に事象発生 25 分後，事象発生約 3.5 時間後（最大状態）及び事象

発生 7 日後（終状態）の炉心損傷状態を示す。終状態以降には炉心損傷は

拡大しない。

 (2) 損傷炉心の位置

第 2図に炉心位置及び下部プレナムにおける炉心重量の時間変化の推移

を示す。第 2 図に示すとおり，炉心は炉心位置に保持される。

 (3) シュラウドへの熱影響

終状態においても，溶融プールは炉心の外周部に至っておらず，シュラ

ウドへの熱影響はない。  
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第 1 図 炉心の損傷状態

第 2 図 炉心位置及び下部プレナムにおける炉心重量の時間変化 
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(t)

損傷状態のモデル
０：空洞
１：燃料が自立した状態
２：燃料が崩壊した状態
３：流路が減少した状態
４：流路が閉塞した状態
５：溶融プール状態

 事象発生 25 分後  事象発生 3.5 時間後   終状態 

           （最大状態）
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添付 3.1.2.7-1

格納容器雰囲気温度が格納容器の健全性に与える影響について

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））

1. はじめに

  有効性評価の「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」において，格納容器雰囲気温度は，一時的に 200℃を超える評価となっ

ている。ここでは，これが格納容器の健全性に与える影響について考察する。

2. 格納容器の健全性に与える影響について

  「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」における

格納容器の雰囲気と壁面温度の推移を第 1 図に示す。

  事象発生後，破断口から流出する蒸気により，格納容器雰囲気温度が上昇

し，格納容器スプレイの実施により，温度上昇は抑制されるものの，一時的

に評価項目である 200℃以上に到達する評価となる。

  格納容器温度によって健全性への影響を受ける部位としては，フランジ部

等に用いられているシール材であると考えられる。シール材は格納容器壁面

温度に近い雰囲気に曝されるため，第 1 図に示す通り，雰囲気温度が一時的

に 200℃を超えたとしてもシール材温度が 200℃に到達することはない。シー

ル材については，「東海第二発電所 格納容器限界温度・圧力に関する評価結

果」において，格納容器内を 200℃，2Pd に模擬したシール材性能試験にて 7

日間の格納容器の閉じ込め機能を評価しているため問題ない。
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3. まとめ

  格納容器雰囲気温度は 200℃を若干超えるものの，壁面温度は 200℃以上に

は到達しない。このため，格納容器の健全性に問題はない。 

第 1 図 格納容器雰囲気温度と壁面温度の推移
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気相部最高温度 約 202℃（約 0.7 時間）

気相部最高温度時における壁面温度 約 137℃

壁面最高温度 約 139℃（約 0.9 時間）
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添付 3.1.2.8-1

安定状態について（代替循環冷却系を使用する場合）

 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷

却系を使用する場合）」時の安定状態については以下のとおり。
原子炉安定停止状態： 
 事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却により，損傷炉心の

冠水が維持でき，また，冷却のための設備がその後も機能維持できると判断
され，かつ必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象悪
化のおそれがない場合，安定停止状態が確立されたものとする。

格納容器安定状態：
 損傷炉心を冠水させた後に，重大事故等対処設備を用いた原子炉格納容器除

熱機能（代替循環冷却系又は格納容器圧力逃がし装置）により，格納容器圧
力及び雰囲気温度が安定又は低下傾向に転じ，また，除熱のための設備がそ
の後の機能維持できると判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等
のあらかじめ想定される事象悪化のおそれがない場合，安定状態が確立され
たものとする。 

【安定状態の確立について】 
原子炉安定状態の確立について
低圧代替注水系（常設）における注水継続により損傷炉心が冠水し，損傷炉心
の冷却が維持され，原子炉安定停止状態が確立される。

格納容器安定停止状態の確立について
炉心冷却を継続し，事象発生から 90 分後に代替循環冷却系による格納容器除
熱を開始することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は安定又は低下傾向にな
り，格納容器温度は 150℃を下回り，格納容器安定状態が確立される。
 また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，また，必要な水源，
燃料及び電源を供給可能である。

【安定状態の維持について】
上記の格納破損防止対策により安定状態を維持できる。
代替循環冷却系を用いて又は残留熱除去系を復旧させ，除熱を行うことによ
り，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。安定状態の維持
に関する具体的な要件は以下のとおり。
① 格納容器除熱機能として代替循環冷却系の使用又は残留熱除去系復旧によ

る冷却へ移行 
② 格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御系の

復旧及び格納容器内への窒素封入（パージ） 
③ 上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水等の確保 
④ 長期的に維持される格納容器の状態（温度・圧力）に対し，適切な地震力

に対する格納容器の頑健性の確保 
（添付資料 2.1.1 別紙 1 参照）
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添付資料 3.1.2.9 

添付 3.1.2.9-1

格納容器内に存在するアルミニウム／亜鉛の反応により 

発生する水素の影響について

1. はじめに

  格納容器内では配管の保温材等にアルミニウムを使用しており，サプレッ

ション・プールｐＨ制御装置により注入される水酸化ナトリウムが格納容器

内に存在するアルミニウムに被水すると化学反応により水素が発生する。

また，格納容器内のグレーチングには亜鉛メッキが施されており，亜鉛も

同様に水酸化ナトリウムと反応して水素が発生する。

以上の化学反応が，格納容器内の水素発生量及び格納容器圧力上昇に与え

る影響を評価する。なお，実際に水酸化ナトリウムと反応する金属は，格納

容器スプレイの飛散範囲と考えられるが，保守的に格納容器内全ての亜鉛と

アルミニウムが反応し，水素が発生するとして評価を行う。

  Al ＋ NaOH ＋ H2O → NaAlO2 ＋ 3／2H2    式(a)

  Zn ＋ NaOH ＋ H2O → NaHZnO2 ＋ H2      式(b)

2. 影響評価

 (1) 格納容器内アルミニウム量及び亜鉛量

   格納容器内でアルミニウムを使用している構造物は配管保温材等であり，

重量は約 1027kg である。

   一方，格納容器内で亜鉛を使用している構造物はグレーチングの亜鉛メ

ッキ等であり，重量は約 4244kg である。

 (2) アルミニウム及び亜鉛と水酸化ナトリウムの化学反応による水素発生量

  ａ．アルミニウムと水酸化ナトリウムの化学反応によって発生する水素量
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式(a)より，アルミニウム1molに対して水素発生量は1.5molであり，

アルミニウムの原子量が 27，水素の原子量が 2 であるため，アルミニ

ウム 9kg に対して水素 1kg 発生する。

ｂ．亜鉛と水酸化ナトリウムの化学反応によって発生する水素量

式(b)より，亜鉛 1mol に対して水素発生量は 1mol であり，亜鉛の原

子量が 65.4，水素の原子量が 2 であるため，亜鉛 32.7kg に対して水素

1kg 発生する。

以上より，格納容器内全てのアルミニウム及び亜鉛が水酸化ナトリウム

と反応した場合，アルミニウムとの反応により約 115kg，亜鉛との反応に

より約 131kg の合計約 246kg の水素が発生する。

3. 発生する水素の圧力上昇による影響

発生する水素による格納容器圧力上昇の影響を確認するため，「雰囲気圧

力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温）（代替循環冷却系を使用す

る場合）」シーケンスにおいて，事象初期から 246kg の水素が格納容器内に

存在するものと保守的に仮定し，格納容器圧力を評価した。 

第 1 図に示すとおり，格納容器スプレイによって圧力抑制することが可能

である。また，90 分後に代替循環冷却系の起動によって，格納容器圧力は降

下し，評価項目である最高使用圧力の 2 倍（0.62MPa[gage]）に到達するこ

とはない。このように，事象初期における格納容器圧力の挙動はアルミニウ

ム及び亜鉛の化学反応により発生する水素を考慮しない場合と大きな違い

はない。これは，格納容器圧力が水蒸気の影響を大きく受けているためであ

ると考えられる。このことから，アルミニウム及び亜鉛が水酸化ナトリウム

と反応し発生する水素による格納容器圧力への有意な影響はない。
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第 1 図 格納容器圧力の推移

4. 水素燃焼への影響について

水素及び酸素の可燃限界は，水素濃度 4vol％以上かつ酸素濃度 5vol％以

上である。ＢＷＲの格納容器内は窒素により不活性化されており，本反応で

は酸素の発生はないことから，本反応単独での水素の燃焼は発生しないもの

と考える。 

5. まとめ

  格納容器内に存在するアルミニウム及び亜鉛が全て反応することを想定す

ると，約 246kg の水素が発生する可能性がある。しかし，ＢＷＲの事故時に

おける格納容器圧力は，崩壊熱により発生する蒸気の影響が大きいため，ア

ルミニウム及び亜鉛の反応により発生する水素は，格納容器圧力に対して有

意な影響はないと考えられる。

また，水素燃焼の観点においても，ＢＷＲのドライウェル内は窒素により
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原子炉再循環系配管破断による蒸気流出，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水に伴う

原子炉圧力器内での蒸気発生により，格納

容器圧力上昇

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器（サ

プレッション・チェンバ）内への窒素供給

開始により格納容器圧力上昇
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不活性化されており，本反応では酸素の発生はないことから有意な影響はな

いと考えられる。 

  なお，文献[1]においても，金属腐食反応による水素発生はジルコニウム－

水反応等による水素ガス発生に比べ反応速度が遅く，水素発生量も小さいこ

とが述べられており，本反応による水素発生量が有意な影響を与えることは

ないと考えられる。 

[1] 日本原子力研究所「炉心損傷に関する研究の現状と課題」JAERI-M82-039，

1982 年 5 月 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）） 

第 1表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出

力及び崩壊熱） 
入力値に含まれる。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃料棒内温度変

化 

炉心モデル（炉心熱水

力モデル） 

溶融炉心の挙動モデル

（炉心ヒートアップ）

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素ガス発

生，炉心領域での溶融進展状態について，TMI 事故分析

結果と良く一致することを確認した。 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャン

ネルボックスの温度変化について，測定データと良く一

致することを確認した。 

炉心ヒートアップ速度の増加（被覆管酸化の促進）を想

定し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム-

水反応速度の係数を 2 倍とした感度解析により影響を確

認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに炉心溶融の開始時

刻への影響は小さい。 

・下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時刻は，ほぼ変

化しない。 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性

及び CORA 実験についての再現性を確認している。炉心ヒートア

ップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数についての感

度解析）では，炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認し

ている。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能が喪失したと

判断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う

手順となっており，燃料被覆管温度等を操作開始の起点としてい

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

また，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系による格納容器冷却操作については，炉心ヒートアップの

感度解析では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを確

認しており，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている

運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性

及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒート

アップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数についての

感度解析）では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを

確認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

燃料棒表面熱伝

達 

燃料被覆管酸化

燃料被覆管変形

沸騰・ボイド率

変化 

炉心モデル（炉心水位

計算モデル） 

TQUXシーケンス及び中小破断LOCAシーケンスに対して，

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を

確認した。 

・MAAP コードでは SAFER コードで考慮している CCFL を

取り扱っていないこと等から，水位変化に差異が生じ

たものの水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であ

り，その後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水

位回復時刻は両コードで同等である。 

原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

る解析コードSAFERの評価結果との比較により水位低下幅は解析

コード MAAP の評価結果の方が保守的であり，注水操作による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は解析コードSAFERの評価結果

との差異は小さいことを確認している。 

原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能が喪失したと判

断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う手

順となっており，原子炉水位を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。

原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

る解析コードSAFERの評価結果との比較により水位低下幅は解析

コード MAAP の評価結果の方が保守的であり，注水操作による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は解析コードSAFERの評価結果

との差異は小さいことを確認していることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 
気液分離（水位

変化）・対向流 

原子炉 

圧力容器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設

備含む） 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

入力値に含まれる。
「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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第 1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

格納容器

格納容器各領域

間の流動 

格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル）

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び温度について，温

度成層化を含めて傾向を良く再現できることを確認し

た。格納容器雰囲気温度を十数℃程度高めに，格納容器

圧力を１割程度高めに評価する傾向が確認されたが，実

験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては

この種の不確かさは小さくなるものと考えられる。また，

非凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が測定デー

タと良く一致することを確認した。 

格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱

伝導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析では，格納容

器温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果

が測定データと良く一致することを確認した。 

HDR 実験解析では区画によって格納容器温度を十数℃程度，格納

容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，BWR

の格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考

えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小

さくなるものと推定される。本評価事故シーケンスでは，格納容

器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器温度及び

非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認し

ており，その差異は小さい。本評価事故シーケンスでは，格納容

器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はな

いことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

HDR 実験解析では区画によって格納容器温度を十数℃程度，格納

容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，BWR

の格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考

えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確かさは小

さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力

及び温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝

導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器温度及び

非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認し

ており，その差異は小さいことから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

構造材との熱伝

達及び内部熱伝

導 

気液界面の熱伝

達 

スプレイ冷却 

安全系モデル（格納容

器スプレイ） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至る

ことから伝熱モデルの不確かさはない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

サプレッショ

ン・プール冷却

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 
入力値に含まれる。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

原子炉 

圧力容器

（炉心損傷

後） 

リロケーション

溶融炉心の挙動モデル

(リロケーション) 

・TMI 事故解析における炉心領域での溶融進展状態につ

いて，TMI 事故分析結果と一致することを確認した。

・リロケーションの進展が早まることを想定し，炉心ノ

ード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により影

響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融時刻，

原子炉圧力容器破損時刻への影響が小さいことを確認

した。 

溶融炉心の挙動モデルはTMI事故についての再現性を確認してい

る。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析に

より原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいことを確認

している。 

本評価事故シーケンスでは，リロケーションを起点に操作開始す

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

溶融炉心の挙動モデルはTMI事故についての再現性を確認してい

る。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析に

より炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認しており，事

象進展はほぼ変わらないことから，評価項目となるパラメータに

与える影響はない。 
構造材との熱伝

達 

原子炉圧力容器

内 FP 挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル 

PHEBUS-FP 実験解析により，FP 放出の開始時間をよく再

現できているものの，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことにより，急激な FP 放出を示す結果となった。ただし，

この原因は実験における小規模な炉心体系の模擬による

ものであり，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると考えられる。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは PHEBUS-FP 実験解析により原子

炉圧力容器内への FP 放出の開始時間を適切に再現できることを

確認している。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP

放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認された

が，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系

においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。 

本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力容器内 FP

放出を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは PHEBUS-FP 実験解析により原子

炉圧力容器内への FP 放出の開始時間を適切に再現できることを

確認している。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP

放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認された

が，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系

においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。 

本評価事故シーケンスでは，代替循環冷却系の運転により格納容

器ベントを回避できることから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 

格納容器

（炉心損傷

後） 

格納容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル 

ABCOVE 実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙

動を適正に評価できることを確認した。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析により格納容

器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認して

いる。 

本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉格納容器内 FP

挙動を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析により格納容

器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認して

いる。 

本評価事故シーケンスでは，代替循環冷却系の運転により格納容

器ベントを回避できることから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格原子炉熱出力として設定 

原子炉熱出力のゆらぎを考慮し

た最確条件を包絡できる条件 

最確条件とした場合には，原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最

確条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，原子炉停止後の

崩壊熱にて説明する。 

最確条件とした場合には，原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最

確条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原

子炉停止後の崩壊熱にて説明する。 

原子炉圧力 

(圧力容器ドーム

部) 

6.93MPa[gage] 

約 6.91～約

6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

え得るが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事象

進展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

最確条件とした場合には，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

え得るが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事象

進展に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータに与

える影響はない。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から＋126cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から約＋122cm～

約＋132cm） 

（実績値） 

通常運転時の原子炉水位として

設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，原子炉スクラム 10 分後までの崩壊熱による原子炉水

位の低下量は，高圧が維持された状態でも通常運転水位から約 3m

であるのに対してゆらぎによる水位低下量は約 40mm であり非常に

小さい。したがって，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運

転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，原子炉スクラム 10 分後までの崩壊熱による原子炉水

位の低下量は，高圧が維持された状態でも通常運転水位から約 3m

であるのに対してゆらぎによる水位低下量は約 40mm であり非常に

小さい。したがって，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心流量 
48,300t／h 

（定格流量（100％））

定格流量の 

約86％～約104％ 

（実績値） 

定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃料

(Ｂ型)は，熱水力的な特性はほぼ

同等であり，燃料棒最大線出力密

度の保守性に包絡されることか

ら，代表的に９×９燃料(Ａ型)

を設定 

最確条件とした場合には，９×９燃料のＡ型又はＢ型の炉心となる

か，それらの混在炉心となるが，いずれの型式も燃料の熱水力特性

はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，９×９燃料のＡ型又は Ｂ型の炉心とな

るか，それらの混在炉心となるが，いずれの型式も燃料の熱水力特

性はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉停止後の崩

壊熱 

ANSI/ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位

低下及び格納容器圧力上昇の観

点で厳しい設定となるため，1 サ

イクルの運転期間(13 ヶ月)に調

整運転期間(約 1 ヶ月)を考慮し

た運転期間に対応する燃焼度を

設定 

最確条件は解析条件で設定している崩壊熱よりもおおむね小さく

なるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴う原子炉冷却材

の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度上昇が遅くな

る。本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を操作開始

の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりもおお

むね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴う原

子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度上

昇が遅くなるが，格納容器圧力及び温度の上昇は代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）及び代替循環冷却系により抑制されることから，

評価項目となるパラメータの判断基準に対する余裕は大きくなる。

格納容器体積 

（ドライウェル）
5,700m３

5,700m３

（設計値） 
設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

格納容器体積 

（サプレッショ

ン・チェンバ） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力

抑制効果が厳しくなる低めの水

位として，保安規定の運転上の制

限における下限値を設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎによる格納容器体積（サプレッション・チェンバ）

の液相部の変化分は通常時に対して非常に小さい。例えば，サプレ

ッション・プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに

対し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の約 1.3％と非常に小さい。したがって，事象進

展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響

は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（サプレッション・チェン

バ）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位となる

が，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎによる

水量変化（0.087m）は約 42m３であり，その割合は初期保有水量の約

1.3％と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さ

いことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

サプレッション・

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位－

4.7cm） 

約 7.000m～ 

約 7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力

抑制効果が厳しくなる低めの水

位として，保安規定の運転上の制

限における下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の運転範囲

において解析条件より高めの水位となるが，ゆらぎの幅は非常に小

さい。例えば，サプレッション・プール水位が 6.983m の時の水量は

3,300m３であるのに対し，ゆらぎによる水量変化（0.087m）は約 42m
３であり，その割合は初期保有水量の約 1.3％と非常に小さい。した

がって，事象進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎによる格納容器体積（サプレッション・チェンバ）

の液相部の変化分は通常時に対して非常に小さい。例えば，サプレ

ッション・プール水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに

対し，ゆらぎ（0.087m）による水量変化は約 42m３であり，その割

合は初期保有水量の約 1.3％と非常に小さい。したがって，事象進

展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに与

える影響は小さい。 

サプレッション・

プール水温 
32℃ 

約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力

抑制効果が厳しくなる高めの水

温として，保安規定の運転上の制

限における上限値を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりも低くな

るため，格納容器圧力の上昇が遅くなる。本評価事故シーケンスで

は，格納容器圧力及び温度を起点としている運転員等操作はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりも低くな

るため，格納容器の熱容量は大きくなり，格納容器内温度の上昇は

遅くなるが，その影響は小さいことから，評価項目となるパラメー

タのパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器圧力 5kPa[gage] 

約 2.2～約 4.7 

kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高

めの設定として，通常運転時の圧

力を包含する値を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している圧力よりも小さく

なるため，格納容器圧力が低めに推移する。本評価事故シーケンス

では，格納容器圧力及び温度を起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している圧力よりも小さく

なるため，格納容器圧力が低めに推移することから，格納容器ベン

トに至るまでの時間は長くなるが，その影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

ドライウェル雰囲

気温度 
57℃ 

約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の

設計温度を設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となり，

初期温度が事象進展に与える影響は小さい。本評価事故シーケンス

では，格納容器圧力及び温度を起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度となり，

初期温度が事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

真空破壊装置 

3.45kPa 

（ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ

間差圧） 

3.45kPa 

（ドライウェル－サプ

レッション・チェンバ

間差圧） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑

制効果の観点で厳しい高めの水

温として，代替淡水貯槽及び水源

補給に用いる淡水貯水池の年間

の気象条件変化を包含する高め

の水温を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりもおおむ

ね低くなるが，格納容器圧力及び温度上昇に対する格納容器スプレ

イによる圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなる。本評価事故シ

ーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点としている運転員等操

作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりもおお，

むね低くなるが，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はある

が，この顕熱分の影響は小さく，燃料被覆管温度の上昇に与える影

響は小さい。また，格納容器圧力及び温度上昇に対する格納容器ス

プレイによる圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなり，格納容器

の圧力及び温度の上昇は遅くなるが，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

外部水源の容量 約 9,300m３
9,300m３以上 

（淡水貯水池＋代替淡

水貯槽） 

淡水貯水池及び代替淡水貯槽の

管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日後までに必要な容量を備

えており，水源は枯渇しないことから運転員等操作時間に与える影

響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋可

搬型設備用軽油タン

ク） 

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備

用軽油タンクの管理下限値を設

定 

管理値下限の容量として事象発生から 7 日後までに必要な容量を備

えており，燃料は枯渇しないことから運転員等操作時間に与える影

響はない。 

－ 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(3／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

事
故
条
件

起因事象 

大破断 LOCA 

原子炉再循環系の吸込

配管の破断 

－ 

原子炉圧力容器から格納容器へ

の冷却材流出を大きく見積もる

厳しい設定として，原子炉圧力容

器バウンダリに接続する配管の

うち，口径が最大である原子炉再

循環系の吸込配管における両端

破断を設定 

Excessive LOCA を考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加する

ことにより炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに注水

手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.2.11）

Excessive LOCA を考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加する

ことにより炉心損傷開始等が早くなるが，原子炉格納容器へ放出さ

れるエネルギは大破断 LOCA の場合と同程度であり，格納容器圧力は

0.62MPa[gage]を下回っていることから，評価項目となるパラメータ

に与える影響は小さい。 

（添付資料 3.1.2.11）

安全機能の喪失に

対する仮定 

全交流動力電源喪失 

高圧・低圧注水機能喪

失 

－ 

全ての非常用ディーゼル発電機

等の機能喪失を想定し設定 

高圧注水機能として高圧炉心ス

プレイ系及び原子炉隔離時冷却

系，低圧注水機能として低圧炉心

スプレイ系及び残留熱除去系（低

圧注水系）の機能喪失を設定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

運転員の対応を厳しく見積もる

観点から外部電源なしを設定 

ただし，原子炉スクラムについて

は，外部電源ありの場合を包括す

る条件として，機器条件に示すと

おり設定している 

仮に，外部電源がある場合でも，常設低圧代替注水系ポンプの起動

のために緊急用母線を受電する必要があるため，注水開始時間は外

部電源がない場合と同等となる。本評価事故シーケンスでは，格納

容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

仮に，外部電源がある場合でも，常設低圧代替注水系ポンプの起動

のために緊急用母線を受電する必要があるため，注水開始時間は外

部電源がない場合と同等となることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

水素ガスの発生 
ジルコニウム－水反応

を考慮 

ジルコニウム－水反応

を考慮 

水の放射線分解等による水素ガ

ス発生については，格納容器圧力

及び温度に対する影響が軽微で

あることから，考慮していない 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(4／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低 

(レベル３)信号 

タービン蒸気加減弁急

速閉信号又は原子炉保

護系電源喪失 

短時間であるが原子炉熱出力が

維持される厳しい設定として，外

部電源喪失時のタービン蒸気加

減弁急閉及び原子炉保護系電源

喪失による原子炉スクラムにつ

いては保守的に考慮せず，原子炉

水位低（レベル３）にてスクラム

するものとして設定 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなるため，原

子炉冷却材の放出が少なくなることから，格納容器圧力及び温度上

昇が遅くなる。本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度

を起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作時間

に与える影響はない。 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなるため，原

子炉冷却材の放出が少なくなることから，格納容器圧力及び温度上

昇が遅くなるが．その影響は小さいことから，評価項目となるパラ

メータに与える影響は小さい。 

低圧代替注水系

（常設） 
230m３／h で注水 230m３／h 以上で注水 

炉心冷却の維持に必要な流量と

して設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復が早くなる可能性があるが，原子炉水位を起点と

している運転員等操作はないことから,運転員等操作時間に与える

影響は小さい。 

実際の注水流量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなる可能性があるが，格納容器圧力及び温

度上昇に有意な影響を与えないことから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。 

代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）
130m３／h でスプレイ 130m３／h でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力抑

制に必要なスプレイ流量を考慮

し，設定 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

格納容器下部注水

系（常設） 
解析上考慮しない 100m３／h で注水 

ペデスタル（ドライウェル部）へ

の水張り水は，格納容器の熱容量

を確保するため，格納容器圧力及

び温度上昇を保守的に評価する

観点から，解析上はペデスタル

（ドライウェル部）注水を考慮し

ていない 

ペデスタル（ドライウェル部）への水張りを実施した場合，水張り

水の熱容量により格納容器圧力及びの上昇は緩和される。本評価事

故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

ペデスタル（ドライウェル部）への水張りを実施した場合，水張り

水の熱容量により格納容器圧力及び温度の上昇は遅くなることか

ら，評価項目となるパラメータの判断基準に対する余裕は大きくな

る。 

代替循環冷却系 

循 環 流 量 は 全 体 で

250m３／h とし，原子炉

へ 100m３／h，格納容器

スプレイへ 150m３／h

にて流量分配 

循環流量は全体で約

250m３／h とし，原子炉

へ約 100m３／h，格納容

器スプレイへ約 150m３

／h にて流量分配 

炉心冷却の維持に必要な流量，格

納容器圧力及び温度抑制に必要

なスプレイ流量を考慮して設定 

実際の注水量は解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復は早くなり，格納容器の圧力及び温度上昇の抑制

効果は大きくなる。本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び

温度を起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

実際の注水量は解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

格納容器の圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなることから，評

価項目となるパラメータに対する余裕は大きくなる。 

緊急用海水系 

約 14MW 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃において）

約 14MW 以上 

（サプレッション・プ

ール水温度 100℃，海

水温度 32℃以下にお

いて） 

代替循環冷却系の除熱性能を厳

しくする観点で，過去の実績を包

含する高めの海水温度を設定 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり除熱性能

が向上するため，格納容器圧力及び温度の上昇の抑制効果は大きく

なる。本評価事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点と

している運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える

影響はない。 

最確条件とした場合には，海水温度がおおむね低めとなり除熱性能

が向上するため，格納容器圧力及び温度の上昇の抑制効果は大きく

なることから，評価項目となるパラメータに対する余裕が大きくな

る。 
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第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (1／2) 

項目 

解析条件（操作条件） 

の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目とな

るパラメータ

に与える影響

操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件
条件設定の

考え方 

操
作
条
件

常設代替高圧電

源装置による緊

急用母線の受電

操作並びに常設

低圧代替注水系

ポンプを用いた

代替格納容器ス

プレイ冷却系（常

設）による格納容

器冷却及び低圧

代替注水系（常

設）による原子炉

注水操作 

（以下「低圧代替

注水系（常設）等

起動操作」とい

う。） 

事象発生 25

分後 

操作所要時

間を踏まえ

て設定 

【認知】 

中央制御室にて，外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機等の電源回復ができない場合，早期

の電源回復不能と判断し，これにより，常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作及び

低圧代替注水系（常設）等の起動操作を開始する手順としている。この認知に係る時間として

10 分間を想定しているため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に

与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間に

与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

非常用ディーゼル発電機等の手動復旧操作（失敗），常設代替交高圧電源装置の起動操作，緊急

用母線の受電操作，低圧代替注水系（常設）等起動操作を行う運転員の操作内容及び操作所要時

間は以下のとおり。これらの作業は一連の操作として行うため，操作所要時間は最長で 15 分間

となる 

●非常用ディーゼル発電機等の手動起動操作（失敗）に係る時間として 2 分を想定 

●常設代替高圧電源装置の起動操作及び緊急用母線の受電操作として 4 分を想定 

●低圧代替注水系（常設）等起動操作として 9 分を想定 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

低圧代替注水系（常設）等起

動操作は，操作所要時間を踏

まえて解析上の想定時間を

設定していることから，運転

員等操作時間に与える影響

はない。 

代替循環冷却系起動後，納容

器圧力が 400kPa[gage]まで

低下した場合，代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却を停止する。

当該操作開始時間は，解析上

の設定とほぼ同等であり，操

作開始時間に与える影響は

小さいことから，運転員等操

作時間に与える影響も小さ

い。また，中央制御室で行う

操作であり，他の操作との重

複もないことから，他の操作

に与える影響はない。 

低圧代替注水

系（常設）等起

動操作は，操作

所要時間を踏

まえて解析上

の想定時間を

設定している

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに与

える影響はな

い。 

事象発生から 50 分後

（操作開始時間の 25

分程度の遅れ）までに

常設代替高圧電源装

置からの受電操作を

行い常設低圧代替注

水系ポンプを用いた

低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水

及び代替格納容器ス

プレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却

操作が開始できれば，

評価項目を満足する

結果となり，時間余裕

がある。 

中央制御室にお

ける操作のため，

シミュレータ（模

擬操作含む。）に

て訓練実績を取

得。 

解析上において

は，低圧代替注水

系（常設）等起動

操作まで 25 分と

しているところ，

訓練実績では約

25 分。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 

緊急用海水系に

よる海水通水操

作及び代替循環

冷却系による原

子炉注水操作及

び格納容器除熱

操作 

事象発生 90

分後 

操作所要時

間を踏まえ

て設定 

【認知】 

中央制御室にて外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機の非常用高圧系統の電源回復ができ

ない場合，早期の電源回復不可と判断し，これにより緊急用海水系の起動準備を開始する手順と

している。そのため，認知遅れにより操作開始時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室内での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始時間

に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室内での操作のみであり，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

中央制御室における操作は，ポンプ起動，系統構成にかかる時間として緊急用海水系の起動に

20 分，代替循環冷却系の起動に 35 分を想定しており，操作時間に余裕を確保している。 

 【他の並列操作有無】 

並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そのため

誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

代替循環冷却系運転は事象

発生 90 分後に開始すること

としているが，余裕時間を含

めて設定されているため操

作の不確かさが操作開始時

間に与える影響は小さい。ま

た，本操作の操作開始時間

は，緊急用海水系の準備期間

を考慮して設定したもので

あり，緊急用海水系の操作開

始時間が早まれば，本操作の

操作時間も早まる可能性が

あり，代替循環冷却系の運転

開始時間も早まることから，

運転員等操作時間に対する

余裕は大きくなる。 

緊急用海水系

の操作開始時

間が早まった

場合には，本操

作も早まる可

能性があり，格

納容器圧力及

び温度を早期

に低下させる

可能性がある

ことから，評価

項目となるパ

ラメータに対

する余裕は大

きくなる。 

緊急用海水系による

海水通水操作及び代

代替循環冷却系によ

る格納容器除熱操作

開始までの時間は事

象発生から90分あり，

準備時間が確保でき

るため，時間余裕があ

る。 

なお，本操作が大幅に

遅れるような場合で

も，格納容器圧力が

0.62MPa[gage]に到達

するまでの時間は事

象発生から約 14 時間

であり，12 時間以上の

余裕があることから，

時間余裕がある。 

中央制御室にお

ける操作のため，

シミュレータ（模

擬操作含む。）に

て訓練実績を取

得。訓練では緊急

用海水系起動に

約 16 分。代替循

環冷却系起動に

約 27 分。想定し

ている範囲内で

意図している運

転操作が実施可

能であることを

確認した。 

9
1



添
付
資
料

3
.
1
.
2
.
1
0
-
8
 

第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (2／2) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時

間に与える影響

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

可搬型窒素供給

装置を用いた格

納容器内窒素供

給操作 

格納容器内酸素

濃度が 4.0％（ド

ライ条件）到達時

格納容器内酸素濃度が

ベ ン ト 基 準 で あ る

4.3％（ドライ条件）到

達を防止する観点で設

定 

格納容器内への窒素供給までの時間は，事象発生から約 84 時間あり十分な時間余裕

がある。 
－ － －

格納容器内への窒素供給

は，所要時間 115 分のとこ

ろ，訓練実績等により約 111

分に実施可能なことを確認

した。 

タンクローリに

よる燃料補給操

作 

事象発生から 84

時間以降，適宜

可搬型窒素供給装置へ

の給油は，解析条件で

はないが，解析で想定

している操作の成立や

継続に必要な操作・作

業。 

各機器の使用開始時間

を踏まえて設定。 

可搬型窒素供給装置への給油開始までの時間は，事象発生から約 84 時間あり十分な

時間余裕がある。 
－ － －

可搬型窒素供給装置への燃

料補給は，所要時間 90 分の

ところ，訓練実績等により

約82分に実施可能なことを

確認した 

9
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添付資料 3.1.2.12

添付 3.1.2.12-1

7 日間における水源の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

事象発生 25 分後，定格流量で代替淡水貯槽を水源とした常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水を実施する。 

炉心水位回復後は，崩壊熱除去に相当する流量で注水する。 

代替循環冷却系による原子炉注水が開始される事象発生約 90 分

後，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水を停止する。 

② 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器スプレイ 

事象発生 25 分後から炉心水位回復まで，代替淡水貯槽を水源と

した常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器スプレイを実施する。 

代替循環冷却系による格納容器スプレイが開始される事象発生

約 90 分後に，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器ス
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添付 3.1.2.12-2

プレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

3. 時間評価 

原子炉注水等によって，代替淡水貯槽の水量は減少する。 

事象発生 90 分後までに代替循環冷却系による原子炉注水等を実施

し，その後，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水等を停止す

るため，代替淡水貯槽の水量の減少は停止する。 

この間の代替淡水貯槽の使用水量は合計約 400m３である。 

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合））

4. 水源評価結果 

時間評価の結果から，7 日間の対応において合計約 400m３必要とな

0
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常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 低 圧 代 替 注 水 系 （ 常 設 ）  

に よ る 原 子 炉 注 水 停 止

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ  

冷 却 系 （ 常 設 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 停 止

4,300m３

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 低 圧 代 替 注 水 系 （ 常 設 ）  

に よ る 原 子 炉 注 水 開 始  

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器 ス プ レ イ  

冷 却 系 （ 常 設 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 開 始  
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添付 3.1.2.12-3

るが，代替淡水貯槽に合計約 4,300m３の水を保有することから必要

水量を確保している。このため，安定して冷却を継続することが可

能である。 
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添付資料 3.1.2.13

添付 3.1.2.13-1 

7 日間における燃料の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却を使用する場合）） 

事象:保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとし

て評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数）

＝約 352.8kL 

7 日間の軽

油消費量 

約 352.8kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は約 800kL

であり，7

日間対応可

能 

可搬型窒素供給装置 1 台起動 

（格納容器への窒素供給） 

110.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×1 台（運転台数）

＝約 18.5kL 

7 日間の 

軽油消費量 

約 18.5kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，7 日

間対応可能 
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添付資料 3.1.2.14

添付 3.1.2.14-1 

常設代替交流電源設備の負荷 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用する場合）） 

主要負荷リスト        【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 運

転 負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器 盤  

・ そ の 他 負 荷  

24 . 0  

3 5 . 6  

1 2 4 . 3  5 9 . 6  

②  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  5 4 4 . 0  2 4 9 . 6  

③  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  7 3 4 . 0  4 3 9 . 6  

④  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

51 0 . 0  

1 0 . 0  
1 , 7 7 5 . 8  9 5 9 . 6  

⑤  代 替 循 環 冷 却 系 ポ ン プ  19 0 . 0  1 , 4 4 4 . 0  1 , 1 4 9 . 6  

⑥  
停 止 負 荷  

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ 2台  
－ 38 0  ―  7 6 9 . 6  

⑦  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

47 . 1  

8 9 . 0  

2 8 . 6  

2 2 4 . 5  

1 , 2 0 5 . 9  1 , 1 5 8 . 8  

⑧  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

35 . 9  

7 1 . 2  

1 0 2 . 1  

1 0 3 . 9  

1 , 4 9 5 . 8  1 , 4 7 1 . 9  

⑨  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 フ ァ ン  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

55 . 0  

7 . 5  

7 8 . 7  

－ 54 . 3  

1 , 7 7 6 . 4  1 , 5 5 8 . 8  

⑩  

中 央 制 御 室 空 調 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 非 常 用 循 環 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷

45 . 1  

7 . 5  

1 6 5 . 1  

2 , 1 3 8 . 7  1 , 7 7 6 . 5  

⑪  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

7. 5  

1 5 3 . 0  
2 , 3 5 6 . 5  1 , 9 3 7 . 0  

⑫  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  22 . 0  2 , 0 1 6 . 5  1 , 9 5 9 . 0  

負 荷 容 量 (kW )

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

0  
経 過 時 間 (ｈ )

4, 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

2 5

⑥  
⑤  

④  

③  
②  

①  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２

最 大 負 荷 容 量  
2, 3 5 6 . 5 k W  

⑧  

⑦  

⑨  

⑩  

1  2  

⑪  

▲ ▲

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

※ １ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）

※ ２ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 8 0 % の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W× 0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）

※ ３ ： 非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る

⑫  
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3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合 

3.1.3.1 格納容器破損防止対策 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」で想定される事故シーケンスに対して，代替循環冷却系

を使用しない場合を想定し，代替循環冷却系以外の設備による格納容器破

損防止対策の有効性を評価する。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」で想定される事故シーケンスに対して，格納容器の破損

を防止し，かつ，放射性物質が異常な水準で敷地外へ放出されることを防

止するため，初期の対策として常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及び常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段を整

備する。 

また，安定状態に向けた対策として格納容器圧力逃がし装置による格納

容器除熱手段を整備する。 

本格納容器破損モードの重大事故等対策の概略系統図を第 3.1.3-1 図に，

対応手順の概要を第 3.1.3-2 図に，対策の概要を以下に示す。また，重大

事故等対策の手順と設備との関係を第 3.1.3-1 表に示す。 

（添付 3.1.2.1） 

本格納容器破損モードにおける評価事故シーケンスにおいて，必要な要

員は初動対応要員 21 名及び事象発生から 2 時間以降に期待する招集要員 5

名である。初動対応要員の内訳は，発電長 1 名，副発電長 1 名，運転操作

対応を行う運転員 5 名，通報連絡等を行う災害対策要員 2 名，現場操作を

行う重大事故等対応要員 12 名である。招集要員の内訳は，燃料補給作業

を行う重大事故等対応要員 2 名，現場手動による格納容器ベント操作を行
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う重大事故等対応要員 3 名である。必要な要員と作業項目について第

3.1.3-3 図に示す。 

なお，評価事故シーケンス以外の事故シーケンスについては，作業項目

を評価事故シーケンスと比較し必要な要員数を確認した結果，初動対応要

員 21 名及び招集要員 5 名で対処可能である。 

ａ．原子炉スクラム，ＬＯＣＡ発生及び全交流動力電源喪失の確認 

原子炉スクラム，ＬＯＣＡ発生及び全交流動力電源喪失の確認につ

いては，「3.1.2.1 ａ．原子炉スクラム，ＬＯＣＡ発生及び全交流動力

電源喪失の確認」と同じ。 

ｂ．炉心損傷確認 

炉心損傷確認については，「3.1.2.1 ｂ．炉心損傷確認」と同じ。 

（添付 3.1.3.1） 

ｃ．早期の電源回復不能の確認 

早期の電源回復不能の確認については，「3.1.2.1 ｃ．早期の電源回

復不能の確認」と同じ。 

ｄ．電源確保操作対応 

電源確保操作対応については，「3.1.2.1 ｄ．電源確保操作対応」と

同じ。 

ｅ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水操作 

常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操
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作については，「3.1.2.1 ｅ．常設代替高圧電源装置による緊急用母線

の受電操作並びに常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器ス

プレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水操作」と同じ。 

ｆ．水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作 

水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作については，「3.1.2.1 

ｆ．水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作」と同じ。 

ｇ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作 

原常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作については，

「3.1.2.1 ｇ．常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電操作」

と同じ。 

ｈ．原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 

原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作については，

「3.1.2.1 ｈ．原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操

作」と同じ。 

ｉ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よる格納容器下部水位確保操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）に

よる格納容器下部水位確保操作については，「3.1.2.1 ｋ．常設低圧代

替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）による格納容器

下部水位確保操作」と同じ。 

ｊ．サプレッション・プールｐＨ制御装置による薬液注入操作 

サプレッション・プールｐＨ制御装置による薬液注入操作について

は，「3.1.2.1 ｌ．サプレッション・プールｐＨ制御装置による薬液注

入操作」と同じ。 
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ｋ．常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作 

格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出される

ため，格納容器圧力及び温度が徐々に上昇する。格納容器の雰囲気を

冷却するため，格納容器圧力が 0.465MPa[gage]到達を確認した場合は，

中央制御室からの遠隔操作により常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）により格納容器冷却を実施し，

格納容器圧力が 0.400MPa[gage]到達により格納容器冷却を停止する。

以降，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）の運転により，格納容器圧力を 0.400MPa[gage] から

0.465MPa[gage]の範囲で制御する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却に必要な計装設備は，低圧代替注水系格

納容器スプレイ流量等である。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を継続することにより，サプレッショ

ン・プール水位が上昇するため，格納容器ベントに伴うサプレッショ

ン・プール水位の上昇を考慮（約 2m）しても，サプレッション・プー

ル水位がベントライン下端位置を超えないようにサプレッション・プ

ール水位が通常水位＋6.5m で格納容器冷却を停止する。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却の停止を確認するため必要な計装設備は

サプレッション・プール水位である。 

ｌ．格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作（サプレッショ

ン・チェンバ側） 
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サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到達した時点で，

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の準備として，中央制御

室からの遠隔操作により格納容器圧力逃がし装置一次隔離弁の開操作

を実施する。 

さらに，サプレッション・プール水位が通常水位+6.5m に到達した

場合，中央制御室からの遠隔操作により，常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を

停止し，格納容器逃がし装置二次隔離弁を全開とすることで，サプレ

ッション・チェンバ側から格納容器圧力逃がし装置による格納容器除

熱を実施する。 

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱を確認するために必要

な計装設備は，サプレッション・チェンバ圧力等である。 

サプレッション・チェンバ側からの格納容器圧力逃がし装置のベン

トラインが水没しないことを確認するために必要な計装設備は，サプ

レッション・プール水位等である。 

以降，損傷炉心の冷却は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）による注水により継続的に行い，また，格納容器

除熱は，格納容器圧力逃がし装置により継続的に行う。 

ｍ．使用済燃料プールの冷却操作 

使用済燃料プールの冷却操作については，「3.1.2.1 ｍ．使用済燃料

プールの冷却操作」と同じ。 

ｎ．可搬型代替注水大型ポンプによる水源補給操作 

可搬型代替注水大型ポンプにより北側淡水池又は高所淡水池から代

替淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。 

可搬型代替注水大型ポンプによる水源補給操作に必要な計装設備は，
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代替淡水貯槽水位である。 

ｏ．タンクローリによる燃料補給操作 

タンクローリによる燃料補給操作については「3.1.2.1 ｏ．タンク

ローリによる燃料補給操作」と同じ。 

3.1.3.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

(1) 有効性評価の方法 

本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，過圧及び過

温への対策の有効性を総合的に評価する観点から，プラント損傷状態を

ＬＯＣＡに全交流動力電源喪失を加えた状態とし，中小破断ＬＯＣＡに

比べて破断口径が大きいことから事象進展が早く，格納容器圧力及び温

度上昇の観点で厳しい大破断ＬＯＣＡを起因とする，「大破断ＬＯＣＡ＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」である。 

本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率

変化，気液分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ

注水（給水系・代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器におけ

るリロケーション，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動並び

に原子炉格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達

及び内部熱伝導，気液界面の熱伝達，スプレイ冷却，格納容器ベント並

びに炉心損傷後の原子炉格納容器における格納容器内ＦＰ挙動が重要現

象となる。 

よって，これらの現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧

力容器内及び格納容器内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシ
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ビアアクシデント特有の溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアア

クシデント総合解析コードＭＡＡＰにより原子炉水位，燃料最高温度，

格納容器圧力，格納容器温度等の過渡応答を求める。 

また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，

本評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項

目となるパラメータに与える影響及び操作の時間余裕を評価する。 

(2) 有効性評価の条件 

本評価事故シーケンスに対する初期条件も含めた主要な解析条件を第

3.1.3-2 表に示す。また，主要な解析条件について，本評価事故シーケ

ンス特有の解析条件を以下に示す。 

ａ．事故条件 

(a) 起因事象 

起因事象として，大破断ＬＯＣＡが発生するものとする。破断箇

所は，原子炉圧力容器内の保有水量を厳しく評価するため，原子炉

再循環系の吸込配管とする。 

（添付資料 1.5.2） 

(b) 安全機能の喪失に対する仮定 

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し，全交流動

力電源が喪失するものとする。さらに高圧・低圧注水機能が喪失す

るものとする。なお，代替循環冷却系は使用しないものとする。 

(c) 外部電源 

外部電源は使用できないものと仮定する。 

送電系統又は所内主発電設備の故障等によって，外部電源が喪失

するとともに，全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定
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する。 

(d) 水素の発生 

水素の発生については，ジルコニウム－水反応を考慮するものと

する。なお，解析コードＭＡＡＰの評価結果では水の放射線分解に

よる水素及び酸素の発生は考慮していないため，「(4) 有効性評価の

結果」にてその影響を評価する。 

ｂ．重大事故等対策に関連する機器条件 

(a) 原子炉スクラム 

原子炉スクラムは，原子炉水位低（レベル 3）信号によるものとす

る。 

(b) 低圧代替注水系（常設） 

230m３／h（一定）にて原子炉注水し，原子炉水位Ｌ０以上まで回

復後は，崩壊熱による蒸発量相当の注水流量で注水する。なお，低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水は，格納容器スプレイと同

じ常設低圧代替注水系ポンプを用いて流量配分することで実施する。 

  （添付 3.1.2.3） 

(c) 代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 

大破断ＬＯＣＡ発生後に，格納容器圧力及び雰囲気温度上昇の抑

制に必要なスプレイ流量を考慮し，130m３/h にて格納容器内にスプ

レイする。なお，格納容器スプレイは，原子炉注水と同じ常設低圧

代替注水系ポンプを用いて流量配分することで実施する。 

原子炉水位Ｌ０以上に回復後，一旦格納容器スプレイを停止する

が，格納容器圧力が上昇し，格納容器圧力 465kPa[gage]に到達した

場合は，再度 130m３/h にて格納容器内にスプレイする。 
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（添付 3.1.2.3） 

(d) 格納容器下部注水系（常設） 

格納容器の温度挙動を厳しく評価するため，格納容器下部注水系

（常設）による格納容器下部水位確保操作については考慮しない。 

(e) 格納容器圧力逃がし装置 

サプレッション・チェンバ圧力が 0.31MPa[gage]における排出流量

13.4kg／s に対して，中央制御室からの遠隔操作により格納容器逃が

し装置二次隔離弁を全開することにより格納容器除熱を実施する。 

ｃ．重大事故等対策に関連する操作条件 

運転員等操作に関する条件として，「1.3.5 運転員等の操作時間に対

する仮定」に示す分類に従って以下のとおり設定する。 

(a) 交流電源は，常設代替高圧電源装置によって供給を開始し，常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水操作は，事象発生 25 分後から開始する。なお，代替循

環冷却系による格納容器除熱ができないこと及び原子炉水位Ｌ０

以上まで回復したことを確認し，原子炉注水流量を崩壊熱相当に

調整するとともに，格納容器スプレイを停止する。 

(b) 常設低圧代替注水系ポンプ用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（ 常 設 ） に よ る 格 納 容 器 冷 却 操 作 は ， 格 納 容 器 圧 力 が

465kPa[gage]に到達した場合に開始し，400kPa[gage]に到達した

場合は停止する。以降，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）の運転により，格納容器圧力を

0.400MPa[gage] から 0.465MPa[gage]の範囲で制御する。なお，
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格納容器圧力逃がし装置を用いた格納容器ベントに伴うサプレッ

ション・プール水位上昇を考慮しても，サプレッション・プール

水位がベントライン下端を超えないようにサプレッション・プー

ル水位が通常水位+6.5m 到達により格納容器冷却を停止する。 

(c)  格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱は，サプレッショ

ン・プール水位が通常水位+6.5m 到達から 5 分後に実施する。 

(3) 有効性評価（Ｃｓ－137 放出量評価）の条件 

(a) 事象発生直前まで，定格出力 100％で長期間にわたって運転され

ていたものとする。その運転時間は，燃料を約 1／4 ずつ取り替え

ていく場合の平衡炉心を考え，最高 50,000 時間とする。 

(b) 環境中への総放出量の評価においては，原子炉内に内蔵されてい

る核分裂生成物が事象進展に応じた割合で，格納容器内に放出※１

され，サプレッション・チェンバ又はドライウェルのベントライ

ンを通じて格納容器圧力逃がし装置に至るものとする。 

格納容器圧力逃がし装置に到達した核分裂生成物は，格納容器圧

力逃がし装置のフィルタによって除去された後，格納容器圧力逃

がし装置排気管から放出される。 

※１ セシウムの格納容器内への放出割合については，本評価事

故シーケンスにおいては解析コードＭＡＡＰの評価結果の方

がＮＵＲＥＧ－1465 より大きく算出する。

(c) 格納容器圧力逃がし装置を用いた場合のＣｓ－137 放出量は，以

下の式で計算される。 

Ｃｓ－137 放出量(Bq)=fCs×BqCs137×（1／DF） 

fCs=fCsOH＋（MI／MCs）×（WCs／WI）×(fCsI－fCsOH) 
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fCs ：格納容器から放出されるセシウムの放出割合 

fCsI ：格納容器から放出されるＣｓＩの放出割合 

（ＭＡＡＰコードでの評価値） 

fCsOH ：格納容器から放出されるＣｓＯＨの放出割合 

（ＭＡＡＰコードでの評価値） 

MI ：よう素の初期重量（kg） 

MCs ：セシウムの初期重量（kg） 

WI ：よう素の分子量（kg／mol） 

WCs ：セシウムの分子量（kg／mol） 

BqCs137 ：Ｃｓ－137 の炉内内蔵量（Bq） 

DF ：格納容器圧力逃がし装置の除染係数

(d) 格納容器内に放出されたＣｓ－137 については，格納容器スプレ

イやサプレッション・プールでのスクラビング による除去効果を

考慮する。 

(e) 格納容器圧力逃がし装置による粒子状放射性物質に対する除染係

数は 1,000 とする。 

(f) 原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えいについても考慮す

る。漏えい量の評価条件は以下のとおりとする。 

ⅰ) 格納容器からの漏えい量は，格納容器圧力に応じた設計漏えい

率をもとに評価する。 

ⅱ) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積

もるため，原子炉建屋の換気回数を，原子炉建屋ガス処理系

（非常用ガス処理系及び非常用ガス再循環系で構成）により原

子炉建屋の設計負圧が達成されるまでの期間は，原子炉建屋内
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の放射性物質の保持機能に期待しないものとする。原子炉建屋

ガス処理系により設計負圧を達成した後は設計換気率である 1

回／日相当を考慮する。 

 原子炉建屋ガス処理系は，事象発生 115 分後から，常設代替

高圧電源装置からの交流電源の供給を受けて中央制御室からの

遠隔操作により起動し，起動後 5 分間で設計負圧が達成される

ことを想定する。

ⅲ)  原子炉建屋内での放射能の時間減衰は考慮せず，また，原子炉

建屋内での粒子状物質の除去効果は保守的に考慮しない。 

（添付資料 3.1.3.2，3.1.3.3，3.1.3.4） 

(4) 有効性評価の結果 

本評価事故シーケンスにおける原子炉水位（シュラウド内外），注水流

量，原子炉圧力容器内の保有水量の推移を第 3.1.3-4 図から第 3.1.3-6

図に，燃料最高温度の推移を第 3.1.3-7 図に，格納容器圧力，格納容器

雰囲気温度，サプレッション・プール水位及び水温度の推移を第 3.1.3-

8 図から第 3.1.3-11 図に示す。 

ａ．事象進展 

大破断ＬＯＣＡ時に高圧・低圧注水機能及び全交流動力電源が喪失

するため，原子炉水位は急速に低下する。水位低下により炉心は露出

し，事象発生から約 4 分後に燃料被覆管の最高温度は 1,000K（約

727℃）に到達し，炉心損傷が開始する。燃料被覆管の最高温度は事象

発生から約 9 分後に 1,200℃に到達し，また，事象発生から約 27 分後

に燃料温度は約 2,500K（約 2,227℃）に到達する。事象発生から 25 分

後，常設代替交流電源装置による交流電源の供給を開始し，常設低圧
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代替注水系ポンプ 2 台を用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水を開始することによって，原子炉圧力容器破損に至ることなく，

原子炉水位は回復し，炉心は冠水する。 

（添付資料 3.1.2.6） 

格納容器内に崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等が放出される

ため，格納容器圧力及び雰囲気温度が徐々に上昇する。そのため，原

子炉注水と同時に常設低圧代替注水系ポンプ 2 台を用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレイを実施することに

よって，格納容器の圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制する。 

原子炉水位が原子炉水位Ｌ０以上に回復後，サプレッション・プー

ル水位の上昇を抑制するため，崩壊熱による蒸発量相当の原子炉注水

流量とすることで原子炉水位Ｌ０以上を維持するとともに，常設低圧

代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却を一時停止する。 

その後，崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気等の格納容器内への

放出により，格納容器圧力及び雰囲気温度は徐々に上昇する。そのた

め，再度，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を実施することによって，格納容

器圧力及び雰囲気温度の上昇を抑制する。 

ベントラインの水没防止のために，格納容器圧力逃がし装置による

格納容器ベントに伴うサプレッション・プール水位の上昇（約 2m）を

考慮し，サプレッション・プール水位がベントライン下端を超えない

ように，サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達した時

点で常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を停止する。事象発生から約 19 時間経過
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した時点でサプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達にす

るため，常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器冷却を停止後，

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱を実施し，格納容器の圧

力及び温度を低下させる。格納容器雰囲気温度は，格納容器ベントに

よる格納容器雰囲気温度低下後，溶融炉心からの放熱によって数時間

は上昇傾向となるが，崩壊熱の減少に伴い，崩壊熱の減少に伴い低下

傾向に転じて，その後は徐々に低下する。格納容器圧力については格

納容器ベントの実施により低下する。なお，格納容器除熱実施時のサ

プレッション・チェンバ水位は，ベント管真空破壊装置及びサプレッ

ション・チェンバ側のベントライン設置高さと比較して十分に低く推

移するため，これらの設備の機能は維持される。 

ｂ．評価項目等 

格納容器圧力は，第 3.1.3-8 図に示すとおり，格納容器内に崩壊熱

等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇するが，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器

除熱を行うことによって，格納容器バウンダリにかかる圧力の最大値

は約 0.47MPa[gage]となり，評価項目である限界圧力 0.62MPa[gage]を

超えない。なお，格納容器バウンダリにかかる圧力が最大となる事象

発生約 18 時間後（最も遅く最大値に到達する時間）において，水の放

射線分解によって発生する水素及び酸素は，格納容器内の非凝縮性ガ

スに占める割合の約 2％であるため，その影響は無視し得る程度であ

る。 

格納容器温度は，第 3.1.3-9 図に示すとおり，格納容器内に崩壊熱
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等の熱によって発生した水蒸気等が放出されるため徐々に上昇するが，

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却及び格納容器圧力逃がし装置による格納容器

除熱を行うことによって，格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温

度）の最高値は約 157℃となり，格納容器の限界温度 200℃を超えない。

なお，事象開始直後，破断口から流出する過熱蒸気により一時的に格

納容器雰囲気温度は約 202℃となるが，この時の格納容器バウンダリ

にかかる温度（壁面温度）は約 137℃であり，評価項目である格納容

器の限界温度 200℃を超えない。 

（添付 3.1.2.7） 

サプレッション・チェンバのベントラインを経由した場合の格納容

器圧力逃がし装置による大気中へのＣｓ－137 の総放出量は約 1.1×10

－４TBq（7 日間）であり，評価項目である 100TBq を下回る。 

ドライウェルのベントラインを経由した場合の格納容器圧力逃がし

装置による大気中へのＣｓ－137 の総放出量は約 3.6TBq（7 日間）で

あり，評価項目である 100TBq を下回る。 

なお，格納容器が健全であるため，格納容器から原子炉建屋への放

射性物質の漏えい量は制限され，また，大気中へはほとんど放出され

ないものと考えられる。これは，原子炉建屋内に漏えいした放射性物

質は，原子炉建屋内で時間減衰し，また，粒子状放射性物質は原子炉

建屋内での重力沈降や水蒸気の凝縮に伴い，原子炉建屋内に沈着する

と考えられるためである。原子炉建屋内での放射性物質の時間減衰及

び粒状放射性物質の除去効果等を保守的に考慮せず，原子炉建屋内か

ら大気中への放射性物質の漏えいを想定した場合，漏えい量は約

14.3TBq （7 日間）となる。原子炉建屋からの大気への Cs-137 の漏え
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い量に，ドライウェルのベントラインを経由した格納容器圧力逃がし

装置による大気への Cs-137 の放出量（約 3.6TBq）を加えた場合でも，

約 18TBq（7 日間）であり，評価項目である 100TBq を下回る。 

事象発生からの 7 日間以降，Ｃｓ－137 の放出が継続した場合の影

響評価を行ったところ，サプレッション・チェンバのベントラインを

経由した格納容器逃がし装置による総放出量は，約●TBq（30 日間）

及び約●TBq（100 日間）である。ドライウェルのベントラインを経由

した場合には，約●TBq（30 日間）及び約●TBq（100 日間）である。

原子炉建屋からの大気への Cs-137 の漏えい量に，ドライウェルのベン

トラインを経由した格納容器圧力逃がし装置による大気への Cs-137 の

放出量を加えた場合でも，約●TBq（30 日間）及び約●TBq（100 日間）

であり，評価項目である 100TBq を下回る。 

（添付資料 3.1.3.2，3.1.3.3，3.1.3.4） 

第 3.1.3-4 図に示すとおり，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低

圧代替注水系（常設）による原子炉注水の継続により炉心が冠水し，

炉心の冷却が維持される。その後は，第 3.1.3-10 図に示すとおり，約

19 時間後にサプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達した

時点で，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却を停止し，格納容器圧力逃がし装置

による格納容器除熱を開始することで安定状態が確立し，また，安定

状態を維持できる。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」の

うち，(1)，(2)及び(3)の評価項目について対策の有効性を確認した。 

（添付資料 3.1.3.5）
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3.1.3.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲としては，運転員

等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操

作時間余裕を評価するものとする。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」（代替循環冷却系を使用しない場合）では，格納容器内へ

流出した高温の原子炉冷却材や溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生した

水蒸気，ジルコニウム－水反応等によって発生した非凝縮性ガス等が蓄積

することが特徴である。 

また，不確かさの影響を確認する運転員等操作は，事象発生から 12 時間

程度までの短時間に期待する操作及び事象進展に有意な影響を与えると考

えられる操作として，常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作

並びに常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水操作，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作とする。 

(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

本評価事故シーケンスにおいて不確かさの影響評価を行う重要現象と

は，「1.7 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価方針」に示すと

おりであり，それらの不確かさの影響評価は以下のとおりである。 

ａ．運転員等操作時間に与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸

化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関する

モデルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての

再現性を確認している。炉心ヒートアップの感度解析（ジルコニウム
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－水反応速度の係数についての感度解析）では，炉心溶融時間に与え

る影響は小さいことを確認している。常設低圧代替注水系ポンプを用

いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水操作については，高

圧・低圧注水機能が喪失したと判断した場合，速やかに常設低圧代替

注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（電

源の確保含む）を行う手順となっており，燃料被覆管温度等のパラメ

ータを操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。また，常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた代替格納容器スプレイ冷却系による格納容器冷却操作につい

ては，炉心ヒートアップの感度解析では，格納容器圧力及び温度への

影響は小さいことを確認していることから，運転員等操作時間に与え

る影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）は，原子炉水

位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コードＳ

ＡＦＥＲの評価結果との比較により水位低下幅は解析コードＭＡＡＰ

の評価結果の方が保守的であり，注水操作による燃料有効長頂部まで

の水位回復時刻は解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小さい

ことを確認している。原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機

能が喪失したと判断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）

を行う手順となっており，原子炉水位を操作開始の起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，気液界面の熱伝達並び

に構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさとして，格納容器モデ
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ル（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析において区画によっ

て格納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに

評価する傾向を確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異な

る等，実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確

かさが小さくなるものと推定さる。しかし，全体としては格納容器圧

力及び雰囲気温度の傾向を適切に再現できていことから，格納容器圧

力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷

却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。また，格納容器各

領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいて

は，ＣＳＴＦ実験解析により格納容器温度及び非凝縮性ガスの挙動は

測定データとよく一致することを確認しており，その差異は小さいこ

とから，格納容器圧力及び雰囲気温度を操作開始の起点としている常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却に係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材と

の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故につ

いての再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを

低下させた感度解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小

さいことを確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーショ

ンを起点に操作開始する運転員等操作はないことから，運転員等操作

時間に与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動の

不確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルはＰＨＥＢＵＳ－

ＦＰ実験解析により原子炉圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切
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に再現できることを確認している。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では

燃料被覆管破裂後のＦＰ放出について実験結果より急激な放出を示す

結果が確認されたが，小規模体系の模擬性が原因を推測され，実機の

大規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると推定される。

本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力容器内ＦＰ放出

を操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等

操作時間に与える影響はない。炉心損傷後の格納容器における格納容

器内ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）挙動モデルは

ＡＢＣＯＶＥ実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙動を適

正に評価できることを確認している。本評価事故シーケンスでは，炉

心損傷後の格納容器内ＦＰ挙動を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.3.6） 

ｂ．評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心における燃料棒内温度変化，燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸

化及び燃料被覆管変形の不確かさとして，炉心ヒートアップに関する

モデルは，ＴＭＩ事故についての再現性及びＣＯＲＡ実験についての

再現性が確認されている。また，炉心ヒートアップの感度解析（ジル

コニウム－水反応速度の係数についての感度解析）では，格納容器圧

力及び温度への影響は小さいことを確認していることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心における沸騰・ボイド率変化及び気液分離（水位変化）・対向流

の不確かさとして，炉心モデル（炉心水位計算モデル）では，原子炉

水位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻である解析コード

ＳＡＦＥＲの評価結果との比較により，水位低下幅は解析コードＭＡ
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ＡＰの評価結果の方が保守的であり，注水操作による有効燃料棒頂部

までの水位回復時刻は解析コードＳＡＦＥＲの評価結果との差異は小

さいことを確認していることから，評価項目となるパラメータに与え

る影響は小さい。 

格納容器における格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び

内部熱伝導並びに気液界面の熱伝達の不確かさとして，格納容器モデ

ル（格納容器の熱水力モデル）はＨＤＲ実験解析では区画によって格

納容器雰囲気温度を十数℃程度，格納容器圧力を 1 割程度高めに評価

する傾向を確認しているが，ＢＷＲの格納容器内の区画とは異なる等，

実験体系に起因するものと考えられ，実機体系においては不確かさが

小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格納容器圧力及

び雰囲気温度の傾向を適切に再現できていることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。また，格納容器各領域間の流動，

構造材との熱伝達及び内部熱伝導の不確かさにおいては，ＣＳＴＦ実

験解析により格納容器雰囲気温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動は測定

データとよく一致することを確認しており，その差異は小さいことか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器におけるリロケーション及び構造材と

の熱伝達の不確かさとして，溶融炉心の挙動モデルはＴＭＩ事故につ

いての再現性を確認している。また，炉心ノード崩壊のパラメータを

低下させた感度解析により炉心溶融時間に与える影響は小さいことを

確認しており，事象進展はほぼ変わらないことから，評価項目となる

パラメータに与える影響はない。 

炉心損傷後の原子炉圧力容器における原子炉圧力容器内ＦＰ挙動及

び炉心損傷後の格納容器内 FP 挙動の不確かさとして，核分裂生成物
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（ＦＰ）挙動モデルは，ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析により，原子炉

圧力容器内へのＦＰ放出の開始時間を適切に再現できることを確認し

ている。ＰＨＥＢＵＳ－ＦＰ実験解析では，燃料被覆管破裂後のＦＰ

放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小

規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこ

の種の不確かさは小さくなると推定される。炉心損傷後の格納容器に

おける格納容器内ＦＰ挙動の不確かさとして，核分裂生成物（ＦＰ）

挙動モデルは，ＡＢＣＯＶＥ実験解析により格納容器内のエアロゾル

沈着挙動を適正に評価できることが確認されている。したがって，大

気中へのＣｓ－137 の総放出量の観点で評価項目となるパラメータに

与える影響はない。なお，本評価事故シーケンスにおける格納容器圧

力逃がし装置によるＣｓ－137 の総放出量は，評価項目（100TBq を下

回っていること）に対して，サプレッション・チェンバのベントライ

ンを経由した場合は約 0.11×10－３TBq（7 日間），ドライウェルのベン

トラインを経由した場合は約 0.35TBq（7 日間）であり，評価項目であ

る 100TBq に対して余裕がある。 

（添付資料 3.1.3.6） 

(2) 解析条件の不確かさの影響評価 

ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，第

3.1.3-2 表に示すとおりであり，それらの条件設定を設計値等の最確

条件とした場合の影響を評価する。また，解析条件の設定に当たって

は，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対する余裕が

小さくなるような設定があることから，その中で事象進展に有意な影
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響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を以下に示す。 

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりも

おおむね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴

う原子炉冷却材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温

度の上昇が遅くなるが，操作手順（常設低圧代替注水ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及

び格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント操作を実施するこ

と）に変わりはないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積

（サプレッション・チェンバ）の気相部及び液相部，サプレッショ

ン・プール水位及びドライウェル雰囲気温度は，解析条件の不確か

さとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影

響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓ

ｓｉｖｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加す

ることにより炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに注

水手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし
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て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守

性），原子炉水位の回復が早くなる可能性がある。溶融炉心の冠水後

の操作として崩壊熱による蒸発を補う注水量に制御するが，注水後

の流量調整操作であることから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

機器条件の格納容器圧力逃がし装置は，解析条件の不確かさとし

て，実際の流量が解析より多い場合，格納容器圧力及び温度上昇の

抑制効果は大きくなるが，操作手順に変わりはないことから，運転

員等操作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.3.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

初期条件の原子炉停止後の崩壊熱は，解析条件の燃焼度 33GWd／t

に対して最確条件は 33GWd／t 以下であり，解析条件の不確かさとし

て，最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱がおお

むね小さくなるため，発生する蒸気量は少なくなり，原子炉水位の

低下は緩和され，それに伴う原子炉冷却材の放出も少なくなること

から，格納容器圧力及び雰囲気温度上昇が遅くなるが，格納容器圧

力及び雰囲気温度の上昇は格納容器スプレイ及び格納容器ベントに

より抑制されることから，評価項目となるパラメータに対する余裕

は大きくなる。 

初期条件の原子炉圧力，原子炉水位，炉心流量，格納容器体積

（サプレッション・チェンバ）の気相部及び液相部，サプレッショ

ン・プール水位及びドライウェル雰囲気温度は，解析条件の不確か

さとして，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え得るが，事象

進展に与える影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに
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与える影響は小さい。 

事故条件の起因事象は，解析条件の不確かさとして，Ｅｘｃｅｓ

ｓｉｖｅ ＬＯＣＡを考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加す

ることにより炉心損傷開始等が早くなるが，格納容器へ放出される

エネルギは大破断 LOCA の場合と同程度であり，第●図及び第●図 

に示すとおり，格納容器圧力は 0.62MPa[gage]を下回っていることか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

機器条件の低圧代替注水系（常設）は，解析条件の不確かさとし

て，実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守

性）は原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及び雰囲気温度

上昇の抑制効果は大きくなるが，格納容器圧力及び雰囲気温度の上

昇に有意な影響を与えないことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

機器条件の格納容器圧力逃がし装置は，解析条件の不確かさとし

て，実際の流量が解析より多い場合，格納容器圧力及び雰囲気温度

上昇の抑制効果は大きくなるが，格納容器圧力の最大値は格納容器

ベント時のピーク圧力であり，ベント後の格納容器圧力挙動への影

響はほとんどないことから，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

（添付資料 3.1.3.6） 

ｂ．操作条件 

操作条件の不確かさとして，操作に係る不確かさを「認知」，「要員

配置」，「移動」，「操作所要時間」，「他の並列操作有無」及び「操作の

確実さ」の 6 要因に分類し，これらの要因が，運転員等操作時間に与

える影響を評価する。また，運転員等操作時間に与える影響が評価項
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目となるパラメータに与える影響を評価し，評価結果を以下に示す。

(a) 運転員等操作時間に与える影響 

操作条件の代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，解析上の操作開始時間として事象発生から 25 分後

を設定している。運転員等操作時間に与える影響として，操作所要

時間を踏まえて解析上の想定時間を設定していることから，運転員

等操作時間に与える影響はない。また，原子炉注水によって原子炉

水位が原子炉水位Ｌ０まで回復した場合，常設低圧代替注水系ポン

プを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水流量を崩壊熱

による蒸発を補う流量に変更するとともに，常設低圧代替注水系ポ

ンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却を停止する。当該操作開始時間は，解析上の想定とほぼ同等で

あり，操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作

時間に与える影響も小さい。また，中央制御室で行う操作であり，

他の操作との重複もないことから，他の操作に与える影響はない。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，格納容器圧力

465kPa[gage]到達時を設定している。運転員等操作時間に与える影

響として，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であり，

操作開始時間に与える影響は小さいことから，運転員等操作時間に

与える影響も小さい。当該操作は，解析コード及び解析条件（操作

条件を除く）の不確かさにより操作開始時間は遅れる可能性がある
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が，中央制御室で行う操作であり，他の操作と重複もないことから，

他の操作に与える影響はない。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作は，

解析上の操作開始時間として，サプレッション・プール水位が通常

水位+6.5m 到達から 5 分後を設定している。運転員等操作時間に与え

る影響として，炉心損傷後の格納容器ベントの実施基準（サプレッ

ション・プール水位通常水位+6.5m）に到達するのは，事象発生の約

19 時間後である。また，格納容器ベントの準備操作はサプレッショ

ン・プール水位の上昇傾向を監視しながらあらかじめ操作が可能で

あり，格納容器ベント操作の操作所要時間は時間余裕を含めて設定

されていることから，実態の操作開始時間は解析上の設定とほぼ同

等であり，サプレッション・プール水位通常水位+6.5m 到達時に速や

かに格納容器除熱をすることが可能であるため，操作開始時間に与

える影響は小さいことから，運転員等操作時間に与える影響も小さ

い。 

当該操作は，解析コード及び解析条件（操作条件を除く）の不確

かさにより操作開始時間は遅れる可能性があるが，中央制御室で行

う操作であり，他の操作との重複もないことから，他の操作に与え

る影響はない。 

（添付資料 3.1.3.6） 

(b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

操作条件の代替高圧電源装置による緊急用母線の受電操作並びに

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原

子炉注水操作は，運転員等操作時間に与える影響として，実態の操
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作開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目と

なるパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作は，運転員等操作時間

に与える影響として，原子炉注水の状況により格納容器冷却操作の

開始は原子炉水位Ｌ０以上まで水位回復し格納容器冷却を一時停止

させた後，格納容器圧力 465kPa[gage]到達時点となり，実態の操作

開始時間は解析上の設定とほぼ同等であることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作は，

運転員等操作時間に与える影響として，実態の操作開始時間は解析

上の設定とほぼ同等であることから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

（添付資料 3.1.3.6） 

(3) 操作時間余裕の把握 

操作開始時間の遅れによる影響度合いを把握する観点から，評価項目

となるパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内での操作

時間余裕を確認し，その結果を以下に示す。 

操作条件の常設代替交流電源設備からの受電操作並びに常設低圧代替

注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納

容器冷却及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作については，第 3.1.3-12 図から第 3.1.3-14 図に

示すとおり，事象発生から 50 分後（操作開始時間の 25 分程度の遅れ）

までに常設代替高圧電源装置からの受電操作を行い，常設低圧代替注水
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系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却及び常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水が開始できれば，損傷炉心は炉心位置に保持され，評価

項目を満足する結果となることから，時間余裕がある。 

なお，格納容器ベント時における Cs 放出量は炉心損傷の程度の影響を

受けるが，格納容器ベント開始時間はほぼ同等であることから，放出量

に与える影響は小さい。 

操作条件の常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却操作については，代替格納容器スプ

レイ冷却系による格納容器冷却操作開始までの時間は，事象発生から約

3.9 時間 あり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。 

なお，操作が大幅に遅れるような場合でも，格納容器限界圧力に至る

までの時間は事象発生後約 14 時間後であり，時間余裕がある。 

操作条件の格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱操作について

は，格納容器ベント開始までの時間は事象発生から約 19 時間後 の操作

であり，準備時間が確保できるため，時間余裕がある。 

（添付資料 3.1.3.6，3.1.2.7） 

(4) まとめ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員

等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び

操作時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確か

さが運転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価

項目となるパラメータに与える影響は小さい。このほか，評価項目とな

るパラメータに対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操
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作時間には時間余裕がある。 

3.1.3.4 必要な要員及び資源の評価 

(1) 必要な要員の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」において，重大事故等対策に初動対応要員は，「3.1.3.1 

格納容器破損防止対策」に示すとおり 21 名である。このため，「6.2 重

大事故等対策時に必要な要員の評価結果」で示す運転員及び災害対策要

員の 39 名で対処可能である。 

また，必要な招集要員は 5 名であり，発電所構外から 2 時間以内に招

集可能な要員の 71 名で対処可能である。

(2) 必要な資源の評価 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」において，必要な水源，燃料及び電源は，「6.1(2) 資源

の評価条件」の条件にて評価している。その結果を以下に示す。 

ａ．水源 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器

冷却については，7 日間の対応を考慮すると，合計約 5,490m３の水が必

要となる。水源として，代替淡水貯槽に約 4,300m３，北側淡水池に約

2,500m３及び高所淡水池に約 2,500m３の水を保有しており，可搬型代替

注水大型ポンプを用いて，北側淡水池又は高所淡水池から代替淡水貯

槽への補給を行うことで，代替淡水貯槽を枯渇させることなく，7 日間

の注水継続が可能である。 
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（添付資料 3.1.3.8） 

ｂ．燃料 

常設代替交流電源装置による電源供給については，事象発生直後か

らの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 352.8kL の軽油が必要

となる。軽油貯蔵タンクに約 800kL の軽油を保有していることから，

常設代替交流電源設備による電源供給について，7 日間の継続が可能

である。 

可搬型代替注水大型ポンプによる代替淡水貯槽への給水については，

事象発生からの運転を想定すると，7 日間の運転継続に約 36.6kL の軽

油が必要となる。可搬型設備用軽油タンクに約 210kL の軽油を保有し

ていることから，可搬型代替注水大型ポンプによる給水について，7

日間の継続が可能である。 

（添付資料 3.1.3.9） 

ｃ．電源 

常設代替交流電源装置の電源負荷については，重大事故等対策時に

必要な負荷として約 2,149kW 必要となるが，常設代替交流電源設備の

連続運転許容負荷容量は 5,520kW であり，必要負荷に対しての電源供

給が可能である。 

（添付資料 3.1.3.10） 

3.1.3.5 結論 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」では，格納容器内へ流出した高温の原子炉冷却材や溶融

炉心の崩壊熱等の熱によって発生した水蒸気，ジルコニウム－水反応等に

よって発生した非凝縮性ガス等が蓄積することによって，格納容器内雰囲
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気圧力・温度が徐々に上昇し，格納容器の過圧・過温により格納容器の破

損に至ることが特徴である。格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度によ

る静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対する格納容器破損防止対策

としては，初期の対策として常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及び常設低圧代替注

水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水手段，安定

状態に向けた対策として常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却手段及び格納容器圧力逃がし

装置による格納容器除熱手段を整備している。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過

圧・過温破損）」の評価事故シーケンス「大ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗

＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」について，代替循環冷却系を

使用しない場合を想定し，格納容器圧力逃がし装置を使用する場合の有効

性評価を行った。 

上記の場合においても，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却，格納容器圧力逃が

し装置による格納容器除熱を実施することにより，格納容器冷却及び除熱

が可能である。 

その結果，ジルコニウム－水反応等により可燃性ガスの蓄積が生じた場

合においても格納容器バウンダリにかかる圧力及び温度，放射性物質の総

放出量は，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操

作時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

また，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について
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確認した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可

能である。また，必要な水源，燃料及び電源については，外部支援を考慮

しないとしても，7 日間以上の供給が 可能である。 

以上のことから，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却，格納容器圧力逃がし装

置による格納容器除熱等の格納容器破損防止対策は，選定した評価事故シ

ーケンスに対して有効であることが確認でき，格納容器破損モード「雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」に対して有効

である。
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第 3.1.3-1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策について 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（1／4） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

原子炉スクラム，Ｌ

ＯＣＡ発生及び全交

流動力電源喪失の確

認 

・運転時の異常な過渡変化，原子炉冷却材喪失又は全

交流動力電源喪失が発生して原子炉がスクラムした

ことを確認する。 

・主蒸気隔離弁が閉止するとともに，再循環ポンプが

トリップしたことを確認する。 

・格納容器圧力が 13.7kPa[gage]に到達したことによ

りＬＯＣＡが発生したことを確認する。 

逃がし安全弁（安

全弁機能） 

所内常設直流電源

設備 

【主蒸気隔離弁】

ＡＴＷＳ緩和設備

（代替原子炉再循

環ポンプトリップ

機能） 

－ 平均出力領域計装 

起動領域計装 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

ドライウェル圧力

サプレッション・チェンバ圧力 

炉心損傷確認 ・原子炉水位の低下による炉心の露出に伴い，炉心損

傷したことを確認する。炉心損傷の判断は，格納容

器雰囲気放射線モニタ（Ｄ／Ｗ）及び格納容器雰囲

気放射線モニタ（Ｓ／Ｃ）の指示値が設計基準事故

相当のガンマ線線量率の 10 倍以上の場合とする。 

・炉心損傷が発生すれば，ジルコニウム－水反応及び

水の放射線分解により水素及び酸素が発生すること

から，常設代替高圧電源装置による緊急用母線受電

操作後は，格納容器内の水素及び酸素濃度を確認す

る。 

所内常設直流電源

設備 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｄ／Ｗ） 

格納容器雰囲気放射線モニタ

（Ｓ／Ｃ） 

格納容器内水素濃度（ＳＡ） 

格納容器内酸素濃度（ＳＡ） 

早期の電源回復不能

の確認 

・全交流動力電源喪失の確認後，中央制御室からの遠

隔操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発

電機の起動ができず，非常用母線の電源回復ができ

ない場合，早期の電源回復不能と判断する。 

－ － － 

電源確保操作対応 ・早期の電源回復不能の確認後，対応可能な要員によ

り非常用ディーゼル発電機等の機能回復操作及び外

部電源の機能回復操作を実施する。 

－ － － 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

  有効性評価上考慮しない操作

1
3
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第 3.1.3-1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策について 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（2／4） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

常設代替高圧電源装

置による緊急用母線

の受電操作及び常設

低圧代替注水ポンプ

を用いた代替格納容

器スプレイ冷却系

（常設）による格納

容器冷却操作及び低

圧代替注水系（常

設）による原子炉注

水操作 

・早期の電源回復不能の確認後，中央制御室からの遠

隔操作により常設代替高圧電源装置から緊急用母線

を受電する。 

・緊急用母線の受電を確認後，中央制御室からの遠隔

操作により常設低圧代替注水ポンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却

及び低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開

始する。 

・原子炉冷却材喪失により，ドライウェル雰囲気温度

の指示が原子炉圧力の飽和温度を超える場合は水位

不明と判断し，原子炉底部から原子炉水位レベル０

以上まで冠水させるために必要な注水量及び崩壊熱

分の注水量を考慮し，原子炉注水流量に応じた必要

注水時間の原子炉注水を実施する。 

・原子炉水位低（レベル０）以上まで冠水した後は，

代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系によ

る格納容器除熱操作実施後に，サプレッション・プ

ール水位の上昇を抑制する観点から，常設低圧代替

注水ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水を停止する。 

・代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系によ

る格納容器除熱ができない場合は，原子炉水位低

（レベル０）以上まで冠水したことを判断し，原子

炉注水量を崩壊熱相当に調整するとともに，常設低

圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を停止する。 

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

低圧代替注水系格納容器スプレイ

流量 

低圧代替注水系原子炉注水流量 

原子炉水位（広帯域，燃料域） 

原子炉水位（ＳＡ広帯域，ＳＡ燃

料域） 

原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

ドライウェル雰囲気温度 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力 

代替淡水貯槽水位 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

  有効性評価上考慮しない操作

1
3
2



3
.
1
.
3
-
3
6

第 3.1.3-1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策について 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（3／4） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

常設代替高圧電源装

置による非常用母線

の受電操作 

・常設代替高圧電源装置による緊急用母線の受電後，

中央制御室及び現場にて常設代替高圧電源装置によ

る非常用母線の受電準備操作を実施し，中央制御室

からの遠隔操作により常設代替高圧電源装置から緊

急用母線を介して非常用母線を受電する。 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ Ｍ／Ｃ ２Ｃ電圧 

Ｍ／Ｃ ２Ｄ電圧 

原子炉建屋ガス処理

系及び中央制御室換

気系の起動操作 

・常設代替高圧電源装置による非常用母線の受電後，

中央制御室からの遠隔操作により原子炉建屋ガス処

理系及び中央制御室換気系を起動する。 

中央制御室換気系

（空気調和機ファ

ン，フィルタ系フ

ァン，高性能粒子

フィルタ，チャコ

ールフィルタ） 

非常用ガス処理系

（排風機，フィル

タトレイン） 

非常用ガス再循環

系（排風機，フィ

ルタトレイン） 

－ － 

常設低圧代替注水ポ

ンプを用いた格納容

器下部注水系（常

設）による格納容器

下部水位確保操作 

・原子炉圧力容器破損に備えて，中央制御室からの遠

隔操作によって常設低圧代替注水ポンプを用いた格

納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドラ

イウェル部）注水を実施する。この場合の注水は，

ペデスタル（ドライウェル部）水位を約 1.0m に調

整することが目的であるため，ペデスタル（ドライ

ウェル部）水位が 1m を超えて上昇したことを確認

後，ペデスタル（ドライウェル部）注水を停止す

る。 

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ 低圧代替注水系格納容器下部注水

流量 

格納容器下部水位 

代替淡水貯槽水位 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.1.3-1 表 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の重大事故等対策について 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（4／4） 

操作及び確認 手順 
重大事故等対処設備 

常設設備 可搬設備 計装設備 

サプレッション・プ

ールｐＨ制御装置に

よる薬液注入操作 

・常設低圧代替注水ポンプを用いた格納容器下部注水

系（常設）による格納容器下部水位確保操作を実施

後，中央制御室からの遠隔操作によって格納容器内

のｐＨ制御のための薬液注入を行う。 

－ － － 

常設低圧代替注水ポ

ンプを用いた代替格

納容器スプレイ冷却

系（常設）による格

納容器冷却操作 

・格納容器圧力が 465kPa[gage]に到達したことを確認

した場合，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却を実施する。 

・格納容器圧力を 465kPa[gage]と 400kPa[gage]の間

で制御する。 

・格納容器ベントに伴うサプレッション・プール水位

上昇を考慮しても，サプレッション・プール水位が

ベントライン下端を超えないように格納容器スプレ

イを停止する。 

常設低圧代替注水

系ポンプ 

代替淡水貯槽 

常設代替高圧電源

装置 

軽油貯蔵タンク 

－ サプレッション・プール水位 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力 

低圧代替注水系格納容器スプレイ

流量 

代替淡水貯槽水位 

格納容器圧力逃がし

装置による格納容器

除熱操作 

・サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到

達後，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱

の準備を開始する。 

・サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到

達後，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱

を開始する。 

格納容器圧力逃が

し装置 

－ サプレッション・プール水位 

ドライウェル圧力 

サプレッション・チェンバ圧力 

フィルタ装置出口放射線モニタ

（高レンジ・低レンジ） 

使用済燃料プールの

冷却操作 

・対応可能な要員にて，使用済燃料プールの冷却操作

を実施する。 

－ － － 

可搬型代替注水大型

ポンプを用いた水源

補給操作 

・可搬型代替注水大型ポンプにより淡水貯水池から代

替淡水貯槽へ水源補給操作を実施する。 

代替淡水貯槽 可搬型代替

注水大型ポ

ンプ 

代替淡水貯槽水位 

タンクローリによる

燃料補給操作 

・タンクローリにより可搬型設備用軽油タンクから可

搬型代替注水大型ポンプに燃料補給を実施する。 

可搬型設備用軽油

タンク 

タンクロー

リ 

－ 

【 】：重大事故等対処設備（設計基準拡張）

  有効性評価上考慮しない操作
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第 3.1.3-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損））

（代替循環冷却系を使用しない場合）（1／5）

項目 主要解析条件 条件設定の考え方

解析コード ＭＡＡＰ －

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 定格熱出力を設定

原子炉圧力

（圧力容器ドーム部）
6.93MPa[gage] 定格圧力を設定

原子炉水位
通常運転水位（セパレータスカー

ト下端から+126cm） 
通常運転水位を設定

炉心流量 48,300t／h 定格流量を設定

燃料 ９×９燃料（Ａ型） 
９×９燃料（Ａ型）と９×９燃料（Ｂ型）は，熱水力的な特性はほぼ同等で

あることから，代表的に９×９燃料（Ａ型）を設定

原子炉停止後の崩壊熱
ANSI／ANS-5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

崩壊熱が大きい方が原子炉水位低下及び格納容器圧力上昇の観点で厳しい設

定となるため，崩壊熱が大きくなる燃焼度の高い条件として，1サイクルの

運転期間（13ヶ月）に調整運転期間（約 1ヶ月）を考慮した運転期間に対応

する燃焼度を設定

格納容器体積（ドライウェル） 5,700m３ 設計値を設定 

格納容器体積（ウェットウェル）
空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる少なめの水量とし

て，保安規定の運転上の制限における下限値を設定 

サプレッション・プール水位
6.983m 

（通常水位-4.7cm） 

サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる低めの水位として，

保安規定の運転上の制限における下限値を設定

サプレッション・プール水温度 32℃ 
サプレッション・プールでの圧力抑制効果が厳しくなる高めの水温として，

保安規定の運転上の制限における上限値を設定 
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第 3.1.3-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（2／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

格納容器圧力 5kPa[gage] 
格納容器圧力の観点で厳しい高めの設定として，通常運転時の圧力を包含

する値を設定 

格納容器雰囲気温度 57℃ ドライウェル内ガス冷却装置の設計温度を設定 

外部水源の温度 35℃ 

格納容器スプレイによる圧力抑制効果の観点で厳しい高めの水温として，

代替淡水貯槽及び水源補給に用いる淡水貯水池の年間の気象条件変化を包

含する高めの水温を設定 

真空破壊装置 

3.45kPa 

（ドライウェル－サプレッション・

チェンバ間差圧） 

設計値を設定 

ペデスタル（ドライウェル部）

のプール水 
考慮しない 

ペデスタル（ドライウェル部）には通常運転時からプール水が存在する

が，格納容器の熱容量に寄与することから，格納容器の温度挙動を厳しく

評価する設定として，ペデスタル（ドライウェル部）のプール水を考慮し

ない 

1
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第 3.1.3-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（3／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方

事
故
条
件

起因事象
大破断ＬＯＣＡ

原子炉再循環系の吸込配管の破断

原子炉圧力容器から格納容器への冷却材流出を大きく見積もる厳しい設

定として，原子炉圧力容器バウンダリに接続する配管のうち，口径が最

大である原子炉再循環系の吸込配管における両端破断を設定

安全機能の喪失に対する仮定
全交流動力電源喪失

高圧注水機能及び低圧注水機能喪失

全ての非常用ディーゼル発電機等の機能喪失を想定し設定

高圧注水機能として高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系，低圧

注水機能として低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系（低圧注水系）の

機能喪失を設定

外部電源 外部電源なし

運転員の対応を厳しく見積もる観点から外部電源なしを設定

ただし，原子炉スクラムについては，外部電源ありの場合を包括する条

件として，機器条件に示すとおり設定している

水素の発生 ジルコニウム－水反応を考慮
水の放射線分解等による水素発生については，格納容器圧力及び温度に

対する影響が軽微であることから考慮していない

1
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第 3.1.3-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（4／5）

項目 主要解析条件 条件設定の考え方

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
機
器
条
件

原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３）信号 

原子炉水位低下を厳しくする観点で，外部電源喪失に伴う

タービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護系電源喪失による

原子炉スクラムについては保守的に考慮せず，原子炉水位

低（レベル３）による原子炉スクラムを設定 

低圧代替注水系（常設） 
230m３／hで注水，その後は崩壊熱による蒸

発を補う注水量に制御 
炉心冷却の維持に必要な流量として設定 

代替格納容器スプレイ冷却系（常設） 130m３／hにて格納容器へスプレイ 
格納容器圧力及び温度抑制に必要なスプレイ流量として，

運転手順に基づき設定 

格納容器下部注水系（常設） 解析上考慮しない 

ペデスタル（ドライウェル部）の水プールを考慮しないた

め，格納容器下部注水系（常設）による格納容器下部水位

確保操作についても考慮しない。 

格納容器圧力逃がし装置 

格納容器圧力 0.31MPa[gage] において

13.4kg／s の流量に対し，格納容器フィル

タベント系第二弁を全開操作にて格納容器

除熱 

格納容器圧力及び温度を低下させる排出流量を確保可能で

きる格納容器圧力逃がし装置の設定値を考慮して設定 

1
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第 3.1.3-2 表 主要解析条件（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）（5／5） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

重
大
事
故
等
対
策
に
関
連
す
る
操
作
条
件

常設代替高圧電源装置による

交流電源供給及び常設低圧代

替注水系ポンプを用いた代替

格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却並び

に常設低圧代替注水系ポンプ

を用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水操作 

事故発生から 25分後 
常設代替高圧電源装置，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及

び低圧代替注水系（常設）の準備に要する時間を考慮して設定 

代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却

操作 

格納容器圧力 465kPa[gage]到達時 格納容器限界圧力到達防止を踏まえて設定 

格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器除熱操作 

サプレッション・プール水位が通常水位+6.5m

到達から 5分後 
格納容器限界圧力到達防止を踏まえて設定 
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←

緊急用海水系

ポンプ

タービンへ

逃がし安全弁

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプＡ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系

ポンプＡ及びＢ

※3

←

←

→

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽

サプレッション・

プール

サプレッション・

チェンバ

※3

耐圧強化

ベント系

格納容器

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1

※2 

残留熱除去系

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海

残留熱除去系

海水系ポンプ

Ｂ，Ｄ

※1

※2
→

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない）

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置

ぺデ

スタル

外部電源

原子炉ウェル

↑ ↑

可搬型代替注水大型ポンプ

凡 例

：機能喪失箇所

：全交流動力電源喪失等により従属的に

使用不可となる箇所

第 3.1.3-1 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」 
重大事故等対策の概略系統図（代替循環冷却系を使用しない場合）（1／2） 

（低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却段階） 

1
4
0



3
.
1
.
3
-
4
4

←

緊急用海水系

ポンプ

タービンへ

逃がし安全弁

（自動減圧機能）

原
子
炉
圧
力
容
器

低圧炉心スプレイ系ポンプ 残留熱除去系ポンプＣ

残留熱除去系

ポンプＢ

高圧炉心

スプレイ系ポンプ

残留熱除去系

ポンプＡ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

常設低圧代替注水系

ポンプＡ及びＢ

※3

←

←

→

→

→

ドライウェル

復水貯蔵タンク
代替淡水貯槽

サプレッション・

プール

サプレッション・

チェンバ

※3

耐圧強化

ベント系

格納容器

圧力逃がし装置

軽油貯蔵タンク

タンクローリ

可搬型設備用軽油タンク

※1 

※2 

残留熱除去系

海水系ポンプＡ，Ｃ

→

→

→

→

海

残留熱除去系

海水系ポンプ

Ｂ，Ｄ

※1 

※2 
→

※1 海へ ※2海へ

↑

常設代替高圧電源装置

Ｇ

Ｇ

非常用ディーゼル発電機等

常設高圧代替注水系ポンプ

（評価上考慮しない）

←

北側淡水池又は

高所淡水池

代替

循環

冷却系

ポンプ

可搬型窒素供給装置

ぺデ

スタル

外部電源

原子炉ウェル

↑ ↑

可搬型代替注水大型ポンプ

凡 例

：機能喪失箇所

：全交流動力電源喪失等により従属的に

使用不可となる箇所

第 3.1.3-1 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」 
重大事故等対策の概略系統図（代替循環冷却系を使用しない場合）（2／2） 

（低圧代替注水系（常設）による原子炉注水，格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱段階） 1
4
1
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第 3.1.3-2 図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

の対応手順の概要（代替循環冷却系を使用しない場合）

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）以外による格納

容器冷却 

・消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）による格納用容器冷却

・復水補給水系による格納容器冷却

原子炉建屋ガス処理系及び中央

制御室換気系の起動操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作※１３
サプレッション・プール pH 制御

装置による薬液注入操作※１２

炉心損傷開始 

常設代替高圧電源装置による 

非常用母線の受電操作 

常設代替高圧電源装置による

緊急用母線の受電操作

炉心損傷確認※５

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却操作

及び低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水操作※8

Ⅲ
Ⅱ

格納容器圧力 465kPa[gage]到達 

燃料被覆管温度 1200℃到達 

燃料温度 

約 2500K（約 2227℃）到達 

原子炉圧力－ドライウェル温度による

「水位不明判断曲線」で水位不明を

判断する

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

及び低圧代替注水系（常設）の 

準備操作

早期の電源回復不能の確認※６

低圧代替注水系（常設）以外による原子炉注水

・消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替

注水系（可搬型）による原子炉注水

・ほう酸水注入系による原子炉注水

・復水補給水系による原子炉注水

・制御棒駆動水圧系による原子炉注水

サプレッション・プール 

通常水位+6.5m 到達

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を継続し，格納容器ベントによる格納容器圧

力の低下傾向等を確認するとともに，機能喪失している設備の復旧に努める。

残留熱除去系又は代替循環冷却系及び可燃性ガス濃度制御系の復旧後は，可搬型窒素供給装置による格納容器内窒素供給，

残留熱除去系又は代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱並びに可燃性ガス濃度制御系による水素濃度制御を実

施するとともに，格納容器ベントを停止する。

サプレッション・プール 

通常水位+5.5m 到達

格納容器圧力逃がし装置による

格納容器除熱準備※１４

中央制御室待避室の準備※１５

中央制御室待避室への退避※１８

格納容器フィルタベント系第二弁の

現場操作場所の正圧化※１６

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱

（ドライウェル側）

（約 9分）

（0秒） 
原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

全交流動力電源喪失 

（解析上の時刻）

原子炉水位低（レベル３） 

設定点到達※１

対応操作は原子炉水位・格納容器圧力等の徴候に応じて対応を行うため，

今回想定している破断規模・破断位置が異なる場合及び破断位置が特定で

きない場合においても，対応する操作手順に変更はない

ドライウェル内ガス冷却装置 

による格納容器除熱操作 

可搬型代替交流電源設備 

による受電操作 

Ⅰ

電源確保操作対応 

緊急用海水系及び

代替循環冷却系の準備操作

（電源切替え操作）

Ⅳ

代替残留熱除去系海水系による

海水通水操作

（約 4分）

（約 25分）

（約 27分）

※１：外部電源喪失に伴い，原子炉スクラム，主蒸気隔離弁閉止及び再

循環ポンプトリップとなるが，解析上は原子炉水位低（レベル

３）設定点到達にて原子炉スクラム信号が発信するものとする。

主蒸気隔離弁閉止及び再循環ポンプトリップについては，外部電

源喪失時とする。 

※２：原子炉スクラムは，中央制御室にて平均出力領域計装等により確

認する。 

※３：ＬＯＣＡ発生は，以下により判断する。 

   ・格納容器圧力が 13.7kPa[gage]に到達 

なお，早期に原子炉水位がレベル１以下に至ることで，格納容器

スプレイを実施する手順に移行する。 

※４：非常用炉心冷却系の機能喪失及び全交流電源喪失により原子炉へ

の注水機能が喪失する。 

※５：格納容器雰囲気放射線モニタ(D/W)及び(S/C)の指示値と非常時運

転手順書Ⅲ導入領域判定図により炉心損傷を確認する。格納容器

雰囲気放射線モニタ(D/W)及び(S/C)による炉心損傷発生の判断が

できない場合は，原子炉圧力容器表面温度により判断する。 

   緊急用母線の受電後は，炉心損傷による格納容器内水素濃度の上

昇を確認する。 

※６：外部電源の受電及び非常用ディーゼル発電機等の起動不可により

早期の電源回復不能と判断する。 

※７：炉心損傷を確認した場合,水素濃度及び酸素濃度監視設備を起動

し,ほかのパラメータ同様,格納容器内水素濃度及び酸素濃度を継

続して監視する。 

※８：原子炉冷却材喪失していること及び炉心損傷していることにより

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却操作及び低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水操作を実施する。格納容器スプレイ流量は 130m３

／h とし，原子炉注水流量は 230m３／h とする。なお，原子炉注

水に伴い炉心部における蒸気発生により格納容器温度が上昇する

ことを考慮し，格納容器冷却を優先する。 

原子炉水位Ｌ０以上まで冠水後，代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱開始により，

常設低圧代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水及び代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納

容器冷却の停止操作を実施する。代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による原子炉注水及び格納容器除熱ができない場

合は，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水流量を崩壊熱相当に調整するとともに，常

設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系

（常設）による格納容器冷却を停止する。

※９：原子炉水位Ｌ０以上（水位不明判断時は崩壊熱冷却に必要な注水

量以上）により，損傷炉心冷却成功を判断する。 

※10：残留熱除去系熱交換器への海水通水並びに代替循環冷却系の系統

構成及び起動が問題なく行われたことをもって，代替循環冷却系

の運転可能を判断する。 

※11：ペデスタル（ドライウェル部）内床ドレンサンプの 1m 水位維持

機能を使用した追加注水により水位を確保する。 

水位確保操作は，注水開始操作，水位上昇及び注水停止操作を考

慮した時間（約 15分）で実施する。 

※12：サプレッション・プール pH 制御装置（自主対策設備）による薬

液注入操作は格納容器下部水位確保後から実施する。

※13：以下の判断基準で常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容

器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作を実施する。

なお，格納容器スプレイ流量は 130m３／hとする。 

・（開始条件）格納容器圧力が 465kPa[gage]到達 

・（停止条件）格納容器圧力が 400kPa[gage]到達 

なお，実手順としては，多数回の格納容器スプレイ弁の開閉によ

る当該弁の故障のリスク回避等の観点から，格納容器圧力が

465kPa[gage]から 435kPa[gage]の範囲内で格納容器圧力が一定

近くとなるよう格納容器スプレイ流量を調整する運用とする。こ

れにより，解析条件よりもスプレイ効率を高くする運用としてい

る。 

※14：サプレッション・プール水位が通常水位＋5.5m に到達した場合

は，格納容器ベント準備のため，中央制御室にて機器ランプ表示

により系統構成を確認するとともに，格納容器圧力逃がし装置一

次隔離弁を全開とする。

格納容器圧力逃がし装置一次隔離弁の開操作は，「サプレッショ

ン・チェンバ側」を優先して実施し，中央制御室からの遠隔操作

及び現場での手動操作に失敗した場合は，「ドライウェル側」の

開操作を実施する。

※15：中央制御室待避室の準備操作は，以下を実施する。 

・中央制御室待避室内の正圧化準備操作

・可搬照明の設置

・データ表示装置（退避室）の起動操作

・衛星電話の設置

※16：格納容器フィルタベント系第二弁の現場操作場所への移動完了

後，正圧化を実施する。 

※17：サプレッション・プール水位通常水位＋6.5m 到達により，常設

低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常

設）による格納容器冷却の停止操作及び格納容器圧力逃がし装置

による格納容器除熱操作を実施する。 

なお，格納容器ベント配管の水没を防止する観点から，格納容器

内への水の持ち込みを制限するため，格納容器冷却の停止操作を

優先する。 

※18：格納容器ベント操作実施後，発電長，運転員 A 及び運転員 B は，

中央制御室待避室へ退避する。

（約 3.6 時間）

代替循環冷却系

運転可能※１０

No

Yes

凡 例

：解析上考慮しない操作

：重大事故等対応要員（現場）の作業

：運転員と重大事故等対応要員（現場）

の共同作業

：操作・確認（運転員）

：プラント状態（解析）

：判断

：操作及び判断

（約 16時間）

（約 19時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた

格納容器下部注水系（常設）による

格納容器下部水位確保操作※１１

Ⅶ

格納容器圧力逃がし装置による

格納容器除熱操作

（サプレッション・チェンバ側）※１７

緊急用海水ポンプを用いた緊急用

海水系による海水通水操作

代替循環冷却系の準備操作

代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による原子炉注水

操作及び格納容器除熱操作

Ⅴ

常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）以外によ

るペデスタル（ドライウェル部）注水 

・消火系（ディーゼル駆動）によるペデスタル（ドライウェル部）注水

・可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬型）によ

るペデスタル（ドライウェル部）注水

Ⅵ

使用済燃料プール

の冷却操作
原子炉への注水機能喪失の確認※４

原子炉スクラム※２，ＬＯＣＡ発生※３及び

全交流動力電源喪失の確認

タンクローリによる

燃料補給操作

原子炉水位異常低下 

（レベル１）設定点到達 

可搬型代替注水大型ポンプによる

水源補給操作

（65分）

原子炉水位Ｌ０到達 

原子炉水位Ｌ０以上判断※9

（約 43分）

水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動※７

【有効性評価の対象としていないが他に取り得る手段】

Ⅰ

電源容量により使用できる設備が限られるが，常設代替交流電源装置が使用できない場合は可搬型代替交流電源設備により P/C を受電する。

Ⅱ

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼル駆動）による格納容器冷却も実施

可能である。

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器冷却も実施可能である。

また，非常用母線の受電後は，復水補給水系による格納容器冷却も実施可能である。

Ⅲ

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）と同等の流量は確保できないが，消火系（ディーゼル駆動）による原子炉注水も実施可

能である。

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）による原子炉注水も実施可能である。

また，非常用母線の受電後は，ほう酸水注入系，復水補給水系及び制御棒駆動水圧系による原子炉注水も実施可能である。

Ⅳ

代替残留熱除去系海水系による海水通水も可能である。

Ⅴ

非常用母線の受電後，原子炉補器冷却系が起動可能な場合には，ドライウェル内ガス冷却装置を起動する。

Ⅵ

常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によるペデスタル（ドライウェル部）注水と同等の流量は確保できないが，消火系

（ディーゼル駆動）による格納容器スプレイも実施可能である。 

注水開始時間は遅くなるが，可搬型代替注水大型ポンプを用いた格納容器下部注水系（可搬型）によるペデスタル（ドライウェル部）注水も実施可

能である。

Ⅶ

サプレッション・チェンバ側からの格納容器ベントを優先するが，ドライウェル側からの格納容器ベントによる格納容器除熱も実施可能である。

1
4
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第 3.1.3-3 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合）の作業と所要時間（1／2）

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合） 

経過時間（分） 

備考 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

に移動してきた要員 

操作の内容 
責任者 発電長 1人 中央監視

運転操作指揮

補佐 副発電長 1人 運転操作指揮補佐

通報連絡者 災害対策要員 2人 災害対策本部連絡
発電所外部連絡

運転員

(中央制御室) 
運転員
（現場）

重大事故等対応要員
（現場）

状況判断
2人 
A,B 

－ － 

●原子炉スクラム確認 

●タービン停止の確認 

●外部電源喪失の確認 

●非常用ディーゼル発電機等の自動起動失敗の確認 

●原子炉への注水機能喪失の確認 

●ＬＯＣＡ発生の確認 

●原子炉水位異常低下（レベル１）設定点到達の確認 

●炉心損傷確認 

早期の電源回復不能の確認 

【1人】 
A 

－ － ●高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

【1人】 
B 

－ － ●非常用ディーゼル発電機の手動起動操作（失敗） 

電源確保操作対応 － － 
2 人 
a,b 

●電源回復操作 解析上考慮しない

常設代替高圧電源装置による緊

急用母線の受電操作 
【1人】 

B 
－ － ●常設代替高圧電源装置 2台起動及び緊急用母線の受電操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）及び低圧代替注水系

（常設）の準備操作 

【1人】 
B 

－ － 

●原子炉注水及び格納容器スプレイに必要な負荷の電源切替操作 

●原子炉冷却材浄化系吸込弁の閉操作 

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原
子炉注水 系統構成 

水素濃度及び酸素濃度監視設備

の起動操作 
【1人】 

B 
－ － ●水素濃度及び酸素濃度監視設備の起動操作 

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却

操作及び低圧代替注水系（常

設）による原子炉注水操作 

【1人】 
A 

－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系
（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注水系（常設）による原子
炉注水操作 

●常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による
原子炉注水流量調整操作 

緊急用海水ポンプを用いた緊急

用海水系による海水通水操作 

【1人】 
A 

－ － ●緊急用海水系に必要な負荷の電源切替操作 

【1人】 
A 

－ － ●緊急緊急用海水系による海水通水 系統構成及び起動 解析上考慮しない 

代替循環冷却系ポンプを用いた

代替循環冷却系による原子炉注

水操作及び格納容器除熱操作 

【1人】 
A 

－ － ●代替循環冷却系起動に必要な負荷の電源切替操作 

【1人】 
A 

－ － 
●代替循環冷却系ポンプを用いた代替循環冷却系による原子炉注水及
び格納容器除熱 系統構成及び起動 

解析上考慮しない 

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた格納容器下部注水系（常

設）による格納容器下部水位確

保操作 

【1人】 
A 

－ － ●非常用母線からの負荷切替操作

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた格納容器下部注水系（常設）によ
る格納容器下部水位の調整操作 

解析上考慮しない 

サプレッション・プールpH制御

装置による薬液注入操作 
－ － － ●サプレッション・プール pH 制御装置による薬液注入操作 解析上考慮しない 

常設代替高圧電源装置による非

常用母線の受電準備操作 

【1人】 
B 

－ － ●非常用母線の受電準備 

－ 
2人 
C,D 

－ ●非常用母線の受電準備 

常設代替高圧電源装置による非

常用母線の受電操作 
【1人】 

B 
－ － 

●常設代替高圧電源装置 3台追加起動 

●非常用母線の受電 

原子炉建屋ガス処理系及び中央

制御室換気系の起動操作 
【1人】 

B 
－ － ●原子炉建屋ガス処理系及び中央制御室換気系の起動操作 解析上考慮しない 

原子炉注水及び格納容器除熱開始後，適宜状態監視

原子炉注水及び格納容器冷却開始後，適宜状態監視

系統暖気時間（30 分） 3 分 

10 分 

1 分 

2 分 

4 分 

4 分 

3 分 

6 分 

5 分

65 分 原子炉水位レベル 0 以上判断 

6 分 

2 時間 

原子炉建屋ガス処理系及び 

中央制御室換気系の起動 

2 分 

20 分 海水通水開始後，適宜状態監視

適宜実施

事象発生

原子炉スクラム

約 9 分 燃料被覆管温度 1200℃到達 

約 4 分 炉心損傷開始 

プラント状況判断

25 分 格納容器冷却及び原子炉注水開始 

約 27 分 燃料温度 2500K 到達

適宜,格納容器内酸素及水素濃度の監視

流量調整（崩壊熱相当）後，適宜状態監視

35 分 

35 分 

70 分 

8 分 

15 分 起動操作実施後，適宜状態監視

15 分 水位調整後，適宜状態監視 

4 分 

6 分 

4 分 
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3.1.3-47

第 3.1.3-3 図 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合）の作業と所要時間（2／2）

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合） 

経過時間（分） 

備考 
4 8 12 16 20 24 28 44 48 52 56 

操作項目 

実施箇所・必要要員数 

【 】は他作業後 

に移動してきた要員 

操作の内容 

責任者 発電長 1人 中央監視
運転操作指揮

補佐 副発電長 1人 運転操作指揮補佐

通報連絡者 災害対策要員 2人 災害対策本部連絡
発電所外部連絡

運転員

(中央制御室) 
運転員
（現場）

重大事故等対応要員
（現場）

常設低圧代替注水系ポンプを用

いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却

操作 

【1人】 
A 

－ － 
●常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷
却系（常設）による格納容器冷却操作 

格納容器圧力逃がし装置による

格納容器除熱準備 

【1人】 
A 

－ － ●格納容器ベント準備（系統構成） 

－ 
【2人】+1人 

C,D,E 
－ 

●現場移動（第一弁） 
●格納容器ベント準備（系統構成） 

－ － 
3 人 

（招集） 
●現場移動 

中央制御室退避室の準備 
【1人】 

B 
－ － 

●中央制御室退避室内の正圧化準備操作 

●可搬照明の設置 

●データ表示装置（退避室）の起動操作 

●衛星電話の設置 

格納容器フィルタベント系第二

弁現場操作場所の正圧化 
－ － 

【3人】 
（招集） 

●格納容器フィルタベント系第二弁の現場操作場所の正圧化 

格納容器圧力逃がし装置による

格納容器除熱操作（サプレッシ

ョン・チェンバ側） 

【1人】 
B 

－ － 

●代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器スプレ
イ停止操作 

●格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント操作 

●ベント状態監視 

－ － 
【3人】 
（招集） 

●現場手動による格納容器ベント操作 

－ － 
【3人】 
（招集） 

●格納容器フィルタベント系第二弁の現場操作場所への待避 

【1人】 
B 

－ － ●中央制御室待避室内の正圧化操作 

【2人】 
A,B 

－ － ●中央制御室待避室内への待避 

使用済燃料プールの冷却操作 
【1人】 

B 
－ － 

●常設低圧代替注水系ポンプによる代替燃料プール注水系（注
水ライン）を使用した使用済燃料プールへの注水操作 

解析上考慮しない 

スロッシングによる水位低

下がある場合は代替燃料プ

ール冷却系の起動までに実

施する

●代替燃料プール冷却系起動操作 
解析上考慮しない 

25時間までに実施する 

可搬型代替注水大型ポンプによ

る水源補給操作 

－ － 
10 人 
c～l 

●アクセスルート復旧，可搬型代替注水大型ポンプの移動，ホ
ース敷設等 水源枯渇までは十

分余裕がある。 
－ － 

【2人】 
c,d 

●ポンプ起動及び水源補給操作 

タンクローリによる燃料補給操

作 
－ － 

2 人 
（招集） 

●可搬型設備用軽油タンクからタンクローリーへの補給 タンクローリ残量

に応じて適宜軽油

タンクから補給 ●可搬型代替注水大型ポンプへの給油 

2人 
A,B 

3 人 
C,D,E 

12 人 a～l 
及び招集 5人 

300 分 

間欠スプレイにより格納容器圧力を 400kPa から 465kPa の間に維持 

約 3.9 時間 格納容器圧力 465kPa[gage]到達 

約 16 時間 サプレッション・プール水位 

通常水位+5.5m 到達 

約 19 時間 サプレッション・プール水位 

通常水位+6.5m 到達 

5 分 

125 分 

45 分 

20 分 

15 分 

15 分 

10 分 

3 分 

2 分 

格納容器ベント実施後，適宜状態監視

30 分 

5 分 

180 分 

適宜実施

15 分 

90 分 

220 分 

適宜実施

適宜実施

5 分 
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3.1.3-48

第 3.1.3-4 図 原子炉水位（シュラウド内外水位）の推移 

第 3.1.3-5 図 注水流量の推移 
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シュラウド内（二相水位）

レベル 0 
燃料有効長頂部

燃料有効長底部
シュラウド外（コラプスト水位）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水（230m３/h）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却（130m３/h）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却（130m３/h）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水（崩壊熱相当で流量調整）

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施に伴い，

原子炉圧力が低下しシュラウド内水位が上昇

ＬＯＣＡにより低下したシュラウド内水位が常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により回復
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3.1.3-49

第 3.1.3-6 図 原子炉圧力容器内の保有水量の推移 

第 3.1.3-7 図 燃料最高温度の推移 
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炉心の露出により燃料温度が上昇

溶融燃料プールが形成・維持されるため，

燃料の溶融温度（約 2,800℃）にて推移

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水（崩壊熱相で流量調整）を実施し，原子炉水位

Ｌ０相当の保有水量で推移

ＬＯＣＡにより低下した保有水量が常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により回復

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施に伴う

原子炉圧力の変動による保有水量の変動
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3.1.3-50

第 3.1.3-8 図 格納容器圧力の推移 

第 3.1.3-9 図 格納容器雰囲気温度の推移 
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0.62MPa[gage] 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却に伴う圧力変化

最大圧力 約 0.47MPa[gage]（約 3.9 時間）

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器圧力が上昇する

ため常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を実施し格納容器圧力の上

昇を抑制する。その後，格納容器冷却を一旦停止するため再び

格納容器圧力が上昇する。

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施

に伴う格納容器圧力の低下（約 19 時間）

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器雰囲気温度が上昇するため常設低圧代替注水系

ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施し格納容器雰

囲気温度の上昇を抑制する。その後，格納容器冷却を一旦停止するため再び格納容器雰囲気温

度が上昇する。

200℃

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施（約 19 時間）

その後、崩壊熱の低下とともに徐々に格納容器雰囲気温度低下

最高温度 約 202℃（壁面温度 約 137℃）（約 0.7 時間）

壁面最高温度 約 157℃（約 3.9 時間）

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却に伴う温度低下

格
納
容
器
雰
囲
気
温
度
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3.1.3-51

第 3.1.3-10 図 サプレッション・チェンバプール水位の推移 

第 3.1.3-11 図 サプレッション・チェンバプール水温の推移 
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格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の

実施に伴い格納容器圧力が低下することにより

サプレッション・プール水位が上昇する

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却を開始するため，水位上昇率が増加する

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出，常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）および代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格

納容器冷却により水位が上昇する

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉

注水流量を崩壊熱相当に変更し，代替格納容器スプレイ冷却系（常設）に

よる格納容器冷却を一旦停止するため，水位上昇率が減少する

ＬＯＣＡ破断口から流出した蒸気がサプレッション・チェンバへ

流入し，水温が徐々に上昇する

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱に伴うサプ

レッション・プール水温上昇の抑制

ベントライン(約 15m)

通常水位+5.5m(約 12.5m)

通常水位+6.5m(約 13.5m)
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3.1.3-52

第 3.1.3-12 図 操作開始時間 25 分遅れのケースにおける原子炉水位 

（シュラウド内外水位）の推移 

第 3.1.3-13 図 操作開始時間 25 分遅れのケースにおける格納容器圧力の推移 
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(MPa[gage])

レベル 0 
燃料有効長頂部

燃料有効長底部シュラウド外（コラプスト水位）

シュラウド内（二相水位）

0.62MPa[gage] 

ＬＯＣＡにより低下したシュラウド内水位が常設低圧代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により回復

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施に伴い，

原子炉圧力が低下しシュラウド内水位が上昇

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器圧力が上昇する

ため常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却を実施し格納容器圧力の上

昇を抑制する。その後，格納容器冷却を一旦停止するため再び

格納容器圧力が上昇する。

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による格納容器冷却に伴う圧力変化

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施

に伴う格納容器圧力の低下（約 20 時間）
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3.1.3-53

第 3.1.3-14 図 操作開始時間 25 分遅れのケースにおける格納容器雰囲気温度の推移 
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最高温度 約 228℃（壁面温度 約 138℃）（約 0.78 時間）

壁面最高温度 約 173℃（約 59 時間）
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200℃
常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

による格納容器冷却に伴う温度低下

ＬＯＣＡ破断口からの蒸気流出に伴い格納容器雰囲気温度が上昇するため常設低圧代替注水系

ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施し格納容器雰

囲気温度の上昇を抑制する。その後，格納容器冷却を一旦停止するため再び格納容器雰囲気温

度が上昇する。

格納容器圧力逃がし装置による格納容器除熱の実施（約 20 時間）

その後、崩壊熱の低下とともに徐々に格納容器雰囲気温度低下
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3.1.3.1-1 

炉心損傷の判断基準及び炉心損傷判断前後の運転操作の差異について

1. 炉心損傷の判断基準

1.1 炉心損傷の判断基準について

  炉心損傷に至るケースとしては，注水機能喪失により原子炉水位が燃料有

効長頂部（以下「ＴＡＦ」という。）以上に維持できない場合において，原子

炉水位が低下し，炉心が露出し冷却不全となる場合が考えられる。 

 炉心損傷の判断基準は非常時運転手順書Ⅱ（徴候ベース）において，原子

炉への注水系統を十分に確保できず原子炉水位がＴＡＦ未満となった場合，

格納容器雰囲気放射線モニタを用いてドライウェル又はサプレッション・チ

ェンバ内のγ線線量率の状況を確認し，第 1 図に示す設計基準事故における

原子炉冷却材喪失※１時の追加放出量（以下「追加放出量」という。）に相当

する指示値の 10 倍以上となった場合を，炉心損傷の判断としている。炉心損

傷により燃料被覆管から原子炉内に放出される希ガス等の核分裂生成物（Ｆ

Ｐ）が，逃がし安全弁等を介して格納容器内に流入する事象進展をふまえて，

格納容器内のγ線線量率の値の上昇を，運転操作における炉心損傷の判断及

び炉心損傷の進展割合の推定に用いる。 

  ※１ 設計基準事故の中で格納容器内の核分裂生成物の存在量が最大とな

る事象

  また，格納容器内雰囲気放射線モニタが使用不能の場合は，原子炉圧力容

器表面温度 300℃以上を炉心損傷判断基準として手順に追加する方針である。

  原子炉圧力容器内表面温度は，炉心が冠水している場合には，逃がし安全

弁動作圧力（安全弁機能の最大 8.31MPa[gage]）における飽和温度約 298℃を

超えることなく，300℃以上にはならない。一方，炉心が冠水していない場合

には過熱蒸気雰囲気となり，温度は飽和温度を超えて上昇するため，300℃以 
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上になると考えられる。上記より，炉心損傷の判断基準を 300℃以上として

いる。

  なお，炉心損傷判断は格納容器内雰囲気放射線モニタが使用可能な場合に

は，当該計装設備にて判断を行う。

1.2 炉心損傷の判断基準の根拠について

  追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが燃料から放出される状態は，多くの燃

料が損傷していることを示唆していると考えられ，炉心損傷と判断すること

は，以下の理由から妥当と考えている。

  ① 東海第二発電所では，設計基準事故における原子炉冷却材喪失時の評

価では，燃料棒の破裂は発生していない。そのため，多くの燃料に破損

が生じている状態は，設計基準事故を大きく超える状態と判断されるこ

と。

  ② 炉心冷却が不十分な事象において，格納容器雰囲気モニタのγ線線量

率が追加放出量の 10 倍に相当する値に至る場合には，その後，ごく短時

間で 10 倍に相当する値を大きく上回る線量率に至っていること。また，

これは，大量のＦＰが格納容器内に放出されたことを意味しており，こ

れ以降，格納容器の健全性を確保することが極めて重要となること（第

1 図）。

  ③ 追加放出量の 10 倍のＦＰが放出された時点では，有効性評価における

判断基準（燃料被覆管最高温度 1,200℃以下，酸化量 15％以下）に至っ

ていない可能性もあるが，上記②のとおり，炉心冷却が不十分な事象に

おいて，追加放出量の 10 倍に相当するＦＰが放出された以降の事象進展

は非常に早く，有効性評価において炉心損傷と判断する時間との差異が

小さいと考えられること。
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第 1 図 炉心損傷判定図及びＴＱＵＶにおける格納容器雰囲気のγ線線量率
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1.3 格納容器雰囲気放射線モニタについて

  格納容器雰囲気放射線モニタのγ線線量率の測定レンジは，10－２～10５Sv

／h であり，この測定レンジにおいて「設計基準事故における燃料からの追

加放出による放射線量率」，「炉心損傷の判断目安（追加放出量相当の 10 倍）」

並びに「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動

力電源喪失」の評価事故シーケンスにおける最大放射線量率を測定可能であ

る（第 1 表参照）。 

  格納容器雰囲気放射線モニタは連続計測しており，計器の指示値は換算不

要で第 1 図の炉心損傷の判断目安と対比可能であるため，指示値が上昇すれ

ばすぐに炉心損傷を判断可能と考える。格納容器雰囲気放射線モニタの検出

器は，ドライウェル内の対角位置に 2 カ所，サプレッション・チェンバ内の

雰囲気の対角位置に 2 カ所の合計 4 カ所に設置している。炉心損傷後のＦＰ

の原子炉圧力容器内から格納容器への移行は，大破断ＬＯＣＡ等の直接ドラ

イウェル側に放出される場合と，原子炉圧力容器が健全で逃がし安全弁を介

してサプレッション・チェンバ側に放出される場合があるが，いずれの場合

においても，格納容器雰囲気放射線モニタにて炉心損傷に伴うγ線線量率の

上昇を測定可能である。 

  また，炉心の損傷割合と燃料被覆管から放出される希ガス等の放出割合は

比例すると仮定し，手順では原子炉停止後の経過時間とγ線線量率により炉

心損傷の進展割合を推定することとしている。 
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第 1 表 格納容器雰囲気放射線モニタによる炉心損傷の判断

項 目 判断基準 計器
炉心損傷
の判断

格納容器 
ベント

設計基準事故の追加放出 
10－１～10１Sv／h 未満
（原子炉停止後の経過時間が，
0.1 時間後から 100 時間後の値）

格納容器雰囲気
放射線モニタ※

無 1Pd 到達

炉心損傷の判断目安 
（設計基準事故の追加放出量相当 10
倍）

10１～10２Sv／h 程度
（原子炉停止後の経過時間が，
0.1 時間後から 100 時間後の値）

格納容器雰囲気
放射線モニタ※

有 2Pd 到達前

審査ガイドによる制限 

敷地境界での実効線量を評価し，周辺の
公衆に対して著しい放射線被ばくのリス
クを与えないこと
（発生事故当たり概ね 5mSv 以下）

－ － － 

格納容器雰囲気放射線モニタ使用不
可時の炉心損傷判断の基準 

300℃以上
原子炉圧力容器
表面温度

有 2Pd 到達前

「大ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋
低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源
喪失」シーケンスにおける最大放射線
量率 
（早期に炉心損傷した方が核分裂生
成物の減衰が少なく放射線量率は高
くなる傾向にあり，重大事故の中でも
早期に炉心損傷する例）

●Sv／h 程度 
（事故時の最大値）

格納容器雰囲気
放射線モニタ※

有 2Pd 到達前

※格納容器雰囲気放射線モニタ計測レンジ（計器の仕様）：10－２～10５Sv／h 

1
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2. 炉心損傷判断前後における運転操作の差異

2.1 原子炉圧力容器への注水について

  ＢＷＲの場合，炉心損傷判断後においても，炉心損傷前と同様に原子炉注

水を実施するマネジメントを実施する。原子炉注水により，炉心損傷前であ

れば，冷却による炉心損傷の発生防止が図られ，また，炉心損傷後であれば，

冷却による炉心損傷の進展の抑制及び原子炉圧力容器の破損防止が図られる。 

2.2 格納容器ベント及び格納容器スプレイについて

  格納容器ベント及び格納容器スプレイについては，炉心損傷を判断基準に

運転操作を変更する（第 2 表）。 

  格納容器ベントについて，炉心損傷前の実施判断基準である 1Pd（格納容

器最高使用圧力 0.31MPa[gage]）到達に対し，炉心損傷後は 2Pd（格納容器限

界圧力 0.62MPa[gage]）到達前に変更になる。炉心損傷前は環境へ放出され

る核分裂生成物の放出量が低く，格納容器の健全性を確保することを目的に

設計上の最高使用圧力（1Pd）を実施基準としているが，炉心損傷後は，燃料

に何らかの破損が生じ，設計基準事故の追加放出量相当を超えるＦＰが格納

容器内に移行している可能性が高く，より長く格納容器内でＦＰを保持した

方が減衰により環境へ放出する放射能量を低減できることから，格納容器限

界圧力 2Pd 到達前を実施基準としている。

  また，格納容器ベントの判断基準が変わることで，格納容器スプレイの判

断基準も変更となる。原子炉スクラム後における，炉心損傷の前後の格納容

器ベント及び格納容器スプレイの実施基準の差異を第 2 表に示す。 
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第 2 表 炉心損傷判断前後における格納容器スプレイ及び格納容器ベントの実施基準の差異

 炉心損傷前 炉心損傷後

格

納

容

器

ス

プ

レ

イ

（圧力基準）

格格納容器の健全性を維持し，格納容器からの放射性物質の

漏えいを可能な限り抑えるために格納容器の最高使用圧力

（0.31MPa[gage]）以下で制御することを目的に，格納容器圧

力が設計圧力（0.279MPa[gage]）に到達した時点で開始する。

（圧力基準）

炉心損傷後の格納容器スプレイは，格納容器限界圧力（2Pd）

の 0.62MPa[gage]未満に制御することを目的に，格納容器圧

力が 0.465MPa[gage]（1.5Pd）に到達した時点で開始する。

（温度基準）

格納容器最高使用温度は，ドライウェル 171℃，サプレッショ

ン・チェンバ 104℃であり，雰囲気温度がこれらの温度に到達

する前に，格納容器スプレイを行う。

（温度基準）

格納容器限界温度の 200℃に至らないように，ドライウェル

又はサプレッション・チェンバの雰囲気温度が 171℃以上に

なった場合に，格納容器スプレイを行う。

格

納

容

器

ベ

ン

ト

格納容器の圧力が上昇し，格納容器最高使用圧力の

0.31MPa[gage]に到達する場合には，格納容器の健全性を維持

するために，サプレッション・チェンバからのベントを優先

として格納容器圧力逃がし装置等により格納容器ベントを行

う。

サプレッション・プール水位の基準水位到達により格納容器

スプレイを停止した時点で，格納容器の過圧による破損を防

止することを目的に，サプレッション・チェンバからのベン

トを優先として格納容器圧力逃がし装置により格納容器ベン

トを行う。

1
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3. ＭＡＡＰ解析における炉心損傷判定値と運転操作における炉心損傷判定基

準について

有効性評価のＭＡＡＰ解析においては，炉心損傷の解析上の判定基準を，

有効性評価の評価項目（「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納

容器破損防止対策の有効性評価に関する審査ガイド」を踏まえた要件）の燃

料被覆管最高温度 1,200℃（約 1,473K）よりも低い，1,000K（約 727℃）と

設定している。 

この 1,000K は，PHEBUS-FPT0 実験で，燃料被覆管温度が約 1,000K に達し

たときにＦＰの放出が開始されたことを踏まえて設定されたものであり，Ｍ

ＡＡＰ解析上の判定基準である。

一方，実際の運転操作においては，炉心損傷の状況を直接的に監視可能な

計装設備は原子炉内に設置されておらず，このため，燃料の損傷により放出

される希ガス等のγ線線量率の上昇を格納容器雰囲気放射線モニタによっ

て監視し，運転操作における炉心損傷の判断に用いている。上記より，ＭＡ

ＡＰ解析上の炉心損傷の判定基準である 1,000K(約 727℃)は，その後の運転

操作に影響を与えるものではない。 
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3.1.3.2-1 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系

を使用しない場合）におけるＣｓ-137 放出量評価について 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷

却系を使用しない場合）におけるＣｓ-137 放出量は，以下のとおり評価して

いる。なお，Ｃｓ-137 の炉内内蔵量は，「単位熱出力当たりの炉心内蔵量（Bq

／MW）」に「3293MW（定格熱出力）」を乗じて評価しており，「単位熱出力当た

りの炉心内蔵量（Bq／MW）」は，ＢＷＲ共通条件として，東海第二と同じ装荷

燃料（９×９燃料（Ａ型）），運転時間（10,000 時間）で算出したＡＢＷＲの

サイクル末期の値を使用している。 

1. Ｃｓ－137 の放出量（TBq）の算出 

  大気中へのＣｓ-137 の放出量は，以下の式により算出される。 

  [Ｃｓ－137 の放出量]=FCs・BqCs137・（1／DF）・・・(1) 

一方，格納容器からのセシウム放出割合 FCsは，ＣｓＩ及びＣｓＯＨの放

出割合より，以下の式により算出される。 

なお，Ｃｓ-137 の炉内内蔵量はＯＲＩＧＥＮコード，格納容器からのＣｓ

Ｉ及びＣｓＯＨの放出割合はＭＡＡＰコードにて算出している。 

 FCs=(MCsI＋MCsOH)／MCs・・・・・・・・(2) 

 MCsI=WCs・MI／WI・FCsI・・・・・・・・(3) 

 MCsOH=(MCs－WCs・MI／WI)・FCsOH ・・・・(4) 

 (2)，(3)及び(4)式により， 
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 FCs=FCsOH＋MI／MCs・WCs／WI・(FCsI－FCsOH)・・・・(5) 

 FCs：格納容器から放出されるセシウムの放出割合 

  FCsI：格納容器から放出されるＣｓＩの放出割合※

[S／C ベント：4.33×10－７，D／W ベント：1.13×10－４]

  FCsOH：格納容器から放出されるＣｓＯＨの放出割合※

[S／C ベント：2.42×10－７，D／W ベント：9.05×10－３]  

  MCsI：格納容器から放出されるＣｓＩに含まれるＣｓ量[kg] 

  MCsOH：格納容器から放出されるＣｓＯＨに含まれるＣｓ量[kg] 

  MCs：Ｃｓの初期重量[321.2kg] 

  MI：Ｉの初期重量[24.4kg] 

  WI：Ｉの分子量[131g/mol] 

  WCs：Ｃｓの分子量[133g/mol] 

  DF：格納容器圧力逃がし装置の除染係数[1000] 

  BqCs137：Ｃｓ-137 の炉内内蔵量[4.35×10１７Bq] 

※格納容器内における粒子状の放射性物質の低減効果（サプレッション・

プールの除染係数等）を考慮したＭＡＡＰコードでの評価値 

2. 評価結果 

  サプレッション・チェンバから格納容器圧力逃がし装置を介して放出され

る大気中へのＣｓ-137 の放出量は(1)式及び(5)式により，以下のとおりとな

る。 

 FCs=FCsOH＋MI／MCs・WCs／WI・(FCsI－FCsOH) 

=2.42×10－７＋(24.4／321.2)・(133／131)・(4.33×10－７－2.42×10－７) 

=2.6×10－７
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 [Ｃｓ-137 の放出量]=FCs・BqCs137・（1／DF） 

=2.6×10－７・4.35×10１７・(1／1000) 

=1.1×10８[Bq] 

=1.1×10－４[TBq] 

  ドライウェルから格納容器圧力逃がし装置を介して放出される大気中への

Ｃｓ-137 の放出量は(1)式及び(5)式により，以下のとおりとなる。 

  FCs=FCsOH＋MI／MCs・WCs／WI・(FCsI－FCsOH) 

=9.05×10－３＋(24.4／321.2)・(133／131)・(1.13×10－４－9.05×10－３) 

=8.4×10－３

  [Ｃｓ-137 の放出量]=FCs・BqCs137・（1／DF） 

=8.4×10－３・4.35×10１７・(1／1000) 

=3.6×10１２[Bq] 

=3.6[TBq] 

同様に，事象発生 30 日間及び 100 日間におけるＣｓ－１３７の放出量の評

価結果は以下のとおりである。 

  [Ｃｓ－１３７の放出量（サプレッション・チェンバ）] 

   約●TBq（事象発生 30 日間），約●TBq（事象発生 100 日間） 

  [Ｃｓ－１３７の放出量（ドライウェル）] 

   約●TBq（事象発生 30 日間），約●TBq（事象発生 100 日間） 
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3.1.3.2-4 

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷

却系を使用しない場合）における放射性物質の格納容器内への放出割合に

ついて 

大気へのセシウムの放出量の評価において，格納容器内へのセシウムの放

出割合としてＭＡＡＰ解析結果を用いている。 

ここで，放射性物質の格納容器内への放出割合について，米国の代表的な

ソースタームであるＮＵＲＥＧ-1465※１で示された値（ＢＷＲプラント，「Gap 

Release」及び「Early In-Vessel」の値の和）と，想定事故シナリオ「大破

断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」

におけるＭＡＡＰ解析結果を第 1 図に示す。第 1 図のとおり，よう素及びセ

シウムについては，ＭＡＡＰ解析の方が大きい。また，希ガスについては，

ＮＵＲＥＧ-1464 の方が大きいが，これは東海第二の想定シナリオでは原子

炉注水により炉心を再冠水させることで，炉心の終状態においても炉心内に

自立した状態の燃料が一部存在するためである（添付資料 3.1.2.7）。 

※1 ＴＭＩ事故を契機として行われたシビアアクシデントに係るソースタ

ーム研究を踏まえ，被覆管材であるジルコニウムの酸化量の違い等に

より核分裂生成物の放出量や放出タイミングに相違が生じることを考

慮し，ＢＷＲ及びＰＷＲそれぞれに対して放出割合を設定する等，よ

り現実的なソースタームの設定を目的としている 
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3.1.3.2-5 

第 1 図 格納容器内への放出割合の比較 
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添付資料 3.1.3.3 

添付 3.1.3.3-1

原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量について 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・加

温破損）」における有効性評価において，厳しい事象を想定した場合でも，格納

容器が破損することなく安定状態に至る結果が得られている。この評価結果に

照らして原子炉建屋から大気中への放射性物質の漏えい量を考える。 

原子炉建屋ガス処理系（非常用ガス処理系及び非常用ガス再循環系で構成）

が起動している場合は，原子炉建屋内は負圧となるため，原子炉建屋から大気

への漏えいは無く，原子炉建屋内の放射性物質は原子炉建屋ガス処理系を経由

して排気筒から大気中に放出される。一方，原子炉建屋ガス処理系が停止して

いる場合は，放射性物質は原子炉建屋から大気へ漏えいする。本有効性評価で

は，排気筒からの放出による放射性物質の大気拡散効果に期待するため，電源

確保等を実施した後に，原子炉建屋ガス処理系を起動することを想定している。 

 本有効性評価では格納容器は健全であると評価していることから，格納容器

内の放射性物質は，格納容器圧力に応じて原子炉建屋へ漏えいする。漏えいし

た放射性物質の一部は，原子炉建屋内での重力沈降等に伴い，原子炉建屋内に

沈着すると考えられる。また，原子炉建屋内の換気空調系が停止している場合

は，原子炉建屋内外における圧力差が生じにくく，原子炉建屋内外での空気の

やりとりは多くないと考えられるため，漏えいした放射性物質の一部は原子炉

建屋内に滞留し，時間減衰すると考えられる。

 これらのことから，格納容器の健全性が維持されており，原子炉建屋の換気

空調系が停止している場合は，格納容器から原子炉建屋に漏えいした放射性物

質の一部は，原子炉建屋内で沈着又は時間減衰するため，大気中への放出量は

格納容器からの漏えい量より少なくなると考えられる。 
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添付 3.1.3.3-2 

しかし，本評価では，上述の状況に係らず，原子炉建屋ガス処理系が起動す

るまでの間，格納容器から原子炉建屋に漏えいした放射性物質は，即座に原子

炉建屋から大気中へ漏えいするものとして，放出量を保守的に評価する。 

1. 評価条件 

 (1) 本格納容器破損モードの評価事故シーケンスである「大破断ＬＯＣＡ＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」において，

格納容器ベントにより格納容器除熱を実施する場合について評価する。 

 (2) 格納容器からの漏えい率は，ＭＡＡＰ解析上で格納容器圧力に応じて漏

えい率が変化するものとし，開口面積は以下のように設定する。 

      ・  1Pd 以下 ： 0.9Pd で 0.5％／day 相当※１

      ・  1～2Pd ： 2.0Pd で 1.3％／day 相当※２

     ※1 設計漏えい率 

     ※2 ＡＥＣの式等に基づく 

 (3) 原子炉建屋から大気中に漏えいする放射性物質を保守的に見積もるため，

原子炉建屋ガス処理系の起動前は，格納容器から原子炉建屋へ漏えいし

た放射性物質は，即座に大気へ漏えいするものとし（漏えい率無限大），

原子炉建屋ガス処理系の起動後は漏えい率を 1 回／日（設計値）とする。

また，原子炉建屋ガス処理系の起動時間は，事象発生 2 時間後（起動操

作時間（115 分）＋負圧達成時間（5 分）※３）とする。 

※3 原子炉建屋ガス処理系の起動に伴い原子炉建屋内は負圧になるが，

保守的に負圧達成時間として 5 分を想定 

(4) 非常用ガス処理系は，フィルタを通して原子炉建屋内の放射性物質を大

気へ放出するため，フィルタの放射性物質の除去性能に期待できるが，

本評価では保守的に期待しないこととする（DF=1)。 

165



添付 3.1.3.3-3 

(5) 原子炉建屋から大気への漏えい量を保守的に見積もる観点から，原子炉

建屋内での放射性物質の時間減衰は考慮せず，また，原子炉建屋内での

沈着による除去効果も考慮しない。 

2. 評価結果 

  原子炉建屋から大気中へ漏えいするＣｓ－137の評価結果を第1表に示す。 

  原子炉建屋から大気中への放射性物質（Ｃｓ－137）の漏えい量は約

14.3TBq（事象発生 7 日間）となる。また，「3.1.3 代替循環冷却系を使用し

ない場合」に示すドライウェルのラインを経由した場合の放出量約 3.6TBq

（事象発生 7 日間）であり，これらの和（約 18TBq）は基準の 100TBq を下回

っている。 

  なお，事象発生 7 日間以降の影響を確認するため，事象発生 30 日間，100

日間における大気中へのＣｓ－１３７の放出量を評価している。原子炉建屋

から大気中へのＣｓ－137 の漏えい量に格納容器圧力逃がし装置（ドライウ

ェルのライン経由）から大気中へ放出するＣｓ－１３７の放出量を加えた場

合でも，約●TBq（事象発生 30 日間），約●TBq（事象発生 100 日間）であり，

いずれの場合においても 100TBq を下回っている。 

第 1 表 原子炉建屋から大気中へ漏えいするＣｓ－137 の漏えい量

事象発生 7 日間 事象発生 30 日間 事象発生 100 日間 

約 14.3TBq 約●TBq 約●TBq 
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添付資料 3.1.3.4 

添付 3.1.3.4-1 

サプレッション・チェンバのスクラビングによるエアロゾル捕集効果について 

 「添付資料 3.1.3.3」で評価している“雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用しない場合）における格納容器

圧力逃がし装置を用いた場合のＣｓ－137 放出量”は，サプレッション・チェ

ンバのスクラビングによるエアロゾル状の放射性物質の捕集についても期待し

ており，その捕集効果はＭＡＡＰコード内（ＳＵＰＲＡ評価式）で考慮してい

る。 

 事故発生後，サプレッション・プール水は沸騰するが，沸騰時には気泡中の

水蒸気凝縮に伴う除去効率の向上が見込めないため，捕集効果に影響を及ぼす

可能性がある。 

 ここでは，サプレッション・プール水の沸騰による捕集効果への影響につい

て検討を行った。 

1. スクラビング時のサプレッション・プール水の状態 

  事故発生後，ＣｓＩ及びＣｓＯＨは原子炉圧力容器から格納容器内気相部

へ移行し，また，その大部分は格納容器内液相部に移行する。ＭＡＡＰ解析

により得られた格納容器内液相部中のＣｓＩ及びＣｓＯＨの存在割合の時間

推移を第 1 図に，サプレッション・プール水温の時間推移を第 2 図に示す。 

  第 1 図より，格納容器の壁面等に沈着した核分裂生成物がドライウェルス

プレイによって洗い流される効果や初期のブローダウンによるスクラビング

の効果等により，ＣｓＩ及びＣｓＯＨの大部分が初期の数時間で液相部へ移

行することが分かる。また，第 2 図より，最初の数時間においては，サプレ

ッション・プール水温は未飽和状態であり，沸騰は起きていないことがわか

る。すなわち，サプレッション・プールでスクラビングされる大部分のＣｓ
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添付 3.1.3.4-2 

Ｉ及びＣｓＯＨは，最初の数時間の非沸騰状態下でその効果を受け，残りの

少量のＣｓＩ及びＣｓＯＨが沸騰状態下でのスクラビングを受けることにな

る。 

  このことから，サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に対しては，

沸騰条件下でのスクラビング効果の影響よりも，非沸騰状態下でのスクラビ

ング効果の影響が支配的になると考えられる。 
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添付 3.1.3.4-3 

第 1 図 格納容器内液相部中の存在割合 

第 2 図 サプレッション・プール水温 
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添付 3.1.3.4-4 

2. 沸騰時のスクラビング効果 

  沸騰時においても少量のエアロゾル粒子がサプレッション・プールのスク

ラビングを受けるため，沸騰時のスクラビング効果が極めて小さい場合は，

サプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に与える影響は大きくなる可

能性がある。 

  沸騰時のスクラビング効果については，電力共同研究にて実験が行われて

おり，未飽和時のスクラビング効果との比較が行われている。試験の概要と

試験結果を以下に示す。 

 (1) 試験の概要 

   試験装置は直径約 1m，高さ 5m の第 3 図に示す円筒状容器であり，第 1

表に示す試験条件のもと，スクラバ水のスクラビング効果を測定している。 

 (2) 試験結果 

   スクラバ水が未飽和である場合と，沸騰している場合の試験結果を第 4

図に示す。第 4 図では未飽和時の実験データを白丸，沸騰時の実験データ

を黒丸で示しており，スクラバ水の水深を実機と同程度（約 3m）とした場

合では，スクラビング効果は沸騰時と未飽和時で同等程度となっている。

このことから，実機においても，沸騰後にサプレッション・プールのスク

ラビング効果が全くなくなる（ＤＦ＝1 となる）ことにはならず，沸騰後

のスクラビングがサプレッション・チェンバの総合的な捕集効果に与える

影響は限定的となると考えられる。 
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添付 3.1.3.4-5 

第 4 図 エアロゾル粒子に対するスクラビング効果 

出典：共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」 

（ＰＨＡＳＥ２）最終報告書 平成 5 年 3 月 

第 1 表 試験条件 

第 3 図 試験装置の概要 
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添付資料 3.1.3.5 

添付 3.1.3.5-1

安定状態について（代替循環冷却系を使用しない場合） 

 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替循環冷

却系を使用しない場合）」時の安定状態については以下のとおり。 
原子炉安定停止状態： 
 事象発生後，重大事故等対処設備を用いた損傷炉心冷却により，損傷炉心の

冠水が維持可能であり，また，冷却のための設備がその後も機能維持できる
と判断され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定され
る事象悪化のおそれがない場合，安定停止状態が確立されたものとする。 

格納容器安定状態： 
 重大事故等対処設備を用いた原子炉格納容器除熱機能（代替循環冷却系又は

格納容器圧力逃がし装置）により，格納容器圧力及び雰囲気温度が安定又は
低下傾向に転じ，また，除熱のための設備がその後の機能維持できると判断
され，かつ，必要な要員の不足や資源の枯渇等のあらかじめ想定される事象
悪化のおそれがない場合，安定状態が確立されたものとする。 

【安定状態の確立について】 
原子炉安定状態の確立について 
低圧代替注水系（常設）における注水継続により損傷炉心の冷却が維持され，
原子炉安定停止状態が確立される。 

格納容器安定停止状態の確立について 
炉心冷却を継続し，格納容器圧力 0.62MPa[gage]到達までに格納容器圧力逃が
し装置による格納容器除熱を開始することで，格納容器圧力及び雰囲気温度は
安定又は低下傾向になり，格納容器温度は 150℃を下回り，格納容器安定状態
が確立される。 
 また，重大事故等対策時に必要な要員は確保可能であり，必要な水源，燃料
及び電源を供給可能である。 

【安定状態の維持について】 
上記の格納破損防止対策により安定状態を維持できる。 
代替循環冷却系を用いて又は残留熱除去系を復旧させ，除熱を行うことによ
り，安定状態の更なる除熱機能の確保及び維持が可能となる。安定状態の維持
に関する具体的な要件は以下のとおり。 
①格納容器除熱機能として代替循環冷却系による冷却又は残留熱除去系復旧

による冷却へ移行 
②格納容器圧力逃がし装置による格納容器ベント及び格納容器への窒素封入

並びに格納容器内の水素・酸素濃度の制御を目的とした可燃性ガス濃度制御

系の復旧 
③上記の安全機能の維持に必要な電源（外部電源），冷却水等の確保 
④長期的に維持される格納容器の状態（圧力・温度）に対し，適切な地震力に

対する格納容器の頑健性の確保 
（添付資料 2.1.1 別紙 1 参照） 
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添付資料 3.1.3.6 

添付 3.1.3.6-1

添
付
資
料

3.1.2.6 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価について

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）(代替循環冷却系を使用しない場合)）

第 1表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

炉心 

崩壊熱 
炉心モデル（原子炉出

力及び崩壊熱） 
入力値に含まれる。

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

燃料棒内温度変

化 

炉心モデル（炉心熱水

力モデル） 

溶融炉心の挙動モデル

（炉心ヒートアップ）

TMI 事故解析における炉心ヒートアップ時の水素ガス発

生，炉心領域での溶融進展状態について，TMI 事故分析

結果と良く一致することを確認した。 

CORA 実験解析における，燃料被覆管，制御棒及びチャン

ネルボックスの温度変化について，測定データと良く一

致することを確認した。 

炉心ヒートアップ速度の増加（被覆管酸化の促進）を想

定し，仮想的な厳しい振り幅ではあるが，ジルコニウム-

水反応速度の係数を 2 倍とした感度解析により影響を確

認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融の開始

時刻への影響は小さい 

・下部プレナムへの溶融炉心移行の開始時刻は，ほぼ変

化しない 

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性

及び CORA 実験についての再現性を確認している。炉心ヒートア

ップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数についての感

度解析）では，炉心溶融時間に与える影響は小さいことを確認し

ている。 

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能が喪失したと

判断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う

手順となっており，燃料被覆管温度等を操作開始の起点としてい

る運転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響

はない。 

また，常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ

冷却系による格納容器冷却操作については，炉心ヒートアップの

感度解析では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを確

認していることから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。

炉心ヒートアップに関するモデルは，TMI 事故についての再現性

及び CORA 実験についての再現性が確認されている。炉心ヒート

アップの感度解析（ジルコニウム－水反応速度の係数についての

感度解析）では，格納容器圧力及び温度への影響は小さいことを

確認していることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

燃料棒表面熱伝

達 

燃料被覆管酸化

燃料被覆管変形

沸騰・ボイド率

変化 

炉心モデル（炉心水位

計算モデル） 

TQUXシーケンス及び中小破断LOCAシーケンスに対して，

MAAP コードと SAFER コードの比較を行い，以下の傾向を

確認した。 

・MAAP コードでは SAFER コードで考慮している CCFL を

取り扱っていないこと等から，水位変化に差異が生じ

たものの水位低下幅は MAAP コードの方が保守的であ

り，その後の注水操作による有効燃料棒頂部までの水

位回復時刻は両コードで同等である。 

原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

る解析コードSAFERの評価結果との比較により水位低下幅は解析

コード MAAP の評価結果の方が保守的であり，注水操作による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は解析コードSAFERの評価結果

との差異は小さいことを確認している。 

原子炉注水操作については，高圧・低圧注水機能が喪失したと判

断した場合，速やかに常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代

替注水系（常設）による原子炉注水（電源の確保含む）を行う手

順となっており，原子炉水位を操作開始の起点としている運転員

等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。

原子炉水位挙動について原子炉圧力容器内のモデルが精緻であ

る解析コードSAFERの評価結果との比較により水位低下幅は解析

コード MAAP の評価結果の方が保守的であり，注水操作による有

効燃料棒頂部までの水位回復時刻は解析コードSAFERの評価結果

との差異は小さいことを確認していることから，評価項目となる

パラメータに与える影響は小さい。 
気液分離（水位

変化）・対向流

原子炉 

圧力容器

ECCS 注水（給水

系・代替注水設

備含む） 

安全系モデル（非常用

炉心冷却系） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

入力値に含まれる。 
「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価

項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 
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添付 3.1.3.6-2 

第 1 表 解析コードにおける重要現象の不確かさが運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

格納容器

格納容器各領域

間の流動 

格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル）

HDR 実験解析では，格納容器圧力及び温度について，温

度成層化を含めて傾向を良く再現できることを確認し

た。 

格納容器雰囲気温度を十数℃程度高めに，格納容器圧力

を１割程度高めに評価する傾向が確認されたが，実験体

系に起因するものと考えられ，実機体系においてはこの

種の不確かさは小さくなるものと考えられる。また，非

凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果が測定データ

と良く一致することを確認した。 

格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱

伝導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析では，格納容

器温度及び非凝縮性ガス濃度の挙動について，解析結果

が測定データと良く一致することを確認した。 

HDR 実験解析では区画によって格納容器温度を十数℃程度，格

納容器圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，

BWR の格納容器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するも

のと考えられ，実機体系においてはこの解析で確認された不確

かさは小さくなるものと推定される。しかし，全体としては格

納容器圧力及び温度の傾向を適切に再現できていることから，

格納容器圧力を操作開始の起点としている常設低圧代替注水

系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による

格納容器冷却係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱

伝導の不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器温

度及び非凝縮性ガスの挙動は測定データと良く一致すること

を確認しており，その差異は小さいことから，格納容器圧力を

操作開始の起点としている常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却に

係る運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

HDR 実験解析では区画によって格納容器温度を十数℃程度，格納容器

圧力を１割程度高めに評価する傾向を確認しているが，BWR の格納容

器内の区画とは異なる等，実験体系に起因するものと考えられ，実機

体系においてはこの解析で確認された不確かさは小さくなるものと推

定される。しかし，全体としては格納容器圧力及び温度の傾向を適切

に再現できていることから，評価項目となるパラメータに与える影響

は小さい。 

また，格納容器各領域間の流動，構造材との熱伝達及び内部熱伝導の

不確かさにおいては，CSTF 実験解析により格納容器温度及び非凝縮性

ガスの挙動は測定データと良く一致することを確認しており，その差

異は小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

い。 

構造材との熱伝

達及び内部熱伝

導 

気液界面の熱伝

達 

スプレイ冷却 

安全系モデル（格納容

器スプレイ） 

安全系モデル（代替注

水設備） 

入力値に含まれる。 

スプレイの水滴温度は短時間で雰囲気温度と平衡に至る

ことから伝熱モデルの不確かさはない。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評

価項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認。 

格納容器ベント
格納容器モデル（格納

容器の熱水力モデル）

入力値に含まれる。 

MAAP コードでは格納容器ベントについては，設計流量に

基づいて流路面積を入力値として与え，格納容器各領域

間の流動と同様の計算方法が用いられている。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評

価項目となるパラメータに与える影響」にて確認。 

「解析条件を最確条件とした場合の運転員等操作時間及び評価項目と

なるパラメータに与える影響」にて確認。 

原子炉 

圧力容器

（炉心損傷

後） 

リロケーション

溶融炉心の挙動モデ

ル(リロケーション)

・TMI 事故解析における炉心領域での溶融進展状態につ

いて，TMI 事故分析結果と一致することを確認した。

・リロケーションの進展が早まることを想定し，炉心ノ

ード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により影

響を確認した。 

・TQUV，大破断 LOCA シーケンスともに，炉心溶融時刻，

原子炉圧力容器破損時刻への影響が小さいことを確認

した。 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性を確認し

ている。また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度

解析により原子炉圧力容器破損時間に与える影響は小さいこ

とを確認している。本評価事故シーケンスでは，リロケーショ

ンを起点に操作開始する運転員等操作はないことから，運転員

等操作時間に与える影響はない。 

溶融炉心の挙動モデルは TMI 事故についての再現性を確認している。

また，炉心ノード崩壊のパラメータを低下させた感度解析により炉心

溶融時間に与える影響は小さいことを確認しており，事象進展はほぼ

変わらないことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。構造材との熱伝

達 

原子炉圧力容器

内 FP 挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル 

PHEBUS-FP 実験解析により，FP 放出の開始時刻を良く再

現できているものの，燃料被覆管温度を高めに評価する

ことにより，急激な FP 放出を示す結果となった。ただし，

この原因は実験における小規模な炉心体系の模擬による

ものであり，実機の大規模な体系においてこの種の不確

かさは小さくなると考えられる。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは PHEBUS-FP 実験解析により原

子炉圧力容器内への FP 放出の開始時間を適切に再現できるこ

とを確認している。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂

後の FP 放出について実験結果より急激な放出を示す結果が確

認されたが，小規模体系の模擬性が原因と推測され，実機の大

規模な体系においてこの種の不確かさは小さくなると推定さ

れる。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉圧力容

器内 FP 放出を操作開始の起点としている運転員等操作はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは PHEBUS-FP 実験解析により原子炉圧

力容器内への FP 放出の開始時間を適切に再現できることを確認して

いる。PHEBUS-FP 実験解析では，燃料被覆管破裂後の FP 放出について

実験結果より急激な放出を示す結果が確認されたが，小規模体系の模

擬性が原因と推測され，実機の大規模な体系においてこの種の不確か

さは小さくなると推定される。 

格納容器

（炉心損傷

後） 

格納容器内 FP

挙動 

核分裂生成物（FP）挙

動モデル 

ABCOVE 実験解析により，格納容器内のエアロゾル沈着挙

動を適正に評価できることを確認した。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析により格納

容器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認

している。本評価事故シーケンスでは，炉心損傷後の原子炉格

納容器内 FP 挙動を操作開始の起点としている運転員等操作は

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

核分裂生成物（FP）挙動モデルは ABCOVE 実験解析により原子炉格納容

器内のエアロゾル沈着挙動を適正に評価できることを確認している。

したがって，大気中への Cs-137 の総放出量の観点で評価項目となるパ

ラメータに与える影響はない。なお，本評価事故シーケンスにおける

格納容器圧力逃がし装置による大気中への Cs-137 の総放出量は，評価

項目（100TBq を下回っていること）に対して，サプレッション・チェ

ンバのベントラインを経由した場合は約 1.1×10－3TBq（7 日間），ド

ライウェルのベントラインを経由した場合は約 0.35TBq（7 日間）であ

り，評価項目に対して余裕がある。 
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添付 3.1.3.6-3 

第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(1／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

原子炉熱出力 3,293MW 

約 3,279MW～ 

約 3,293MW 

（実績値） 

定格原子炉熱出力として設定

原子炉熱出力のゆらぎを考慮

した最確条件を包絡できる条

件 

最確条件とした場合は，原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確

条件とした場合の運転員等操作時間への影響は，原子炉停止後の崩

壊熱にて説明する。 

最確条件とした場合は，原子炉停止後の崩壊熱が緩和される。最確

条件とした場合の評価項目となるパラメータに与える影響は，原子

炉停止後の崩壊熱にて説明する。 

原子炉圧力 6.93MPa[gage] 

約 6.91～約

6.94MPa[gage] 

（実績値） 

定格原子炉圧力として設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事象進

展に与える影響はないことから，運転員等操作時間に与える影響は

ない。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，大破断 LOCA に伴い原子炉は急速に減圧されるため事象進展

に与える影響はないことから，評価項目となるパラメータに与える

影響はない。 

原子炉水位 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から＋126cm） 

通常運転水位 

（セパレータスカート

下端から約＋122cm～

約＋132cm） 

（実績値） 

通常運転時の原子炉水位とし

て設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，原子炉スクラム 10 分後までの崩壊熱による原子炉水

位の低下量は，高圧が維持された状態でも通常運転水位から約 3m

であるのに対してゆらぎによる水位低下量は約 40mm であり非常に

小さい。したがって，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，運

転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与え

得るが，ゆらぎの幅は事象発生後の水位低下量に対して非常に小さ

い。例えば，原子炉スクラム 10 分後までの崩壊熱による原子炉水位

の低下量は，高圧が維持された状態でも通常運転水位から約 3m であ

るのに対してゆらぎによる水位低下量は約 40mm であり非常に小さ

い。したがって，事象進展に及ぼす影響は小さいことから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

炉心流量 
48,300t／h 

（定格流量（100％））

定格流量の 

約86％～約104％ 

（実績値） 

定格流量として設定 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

炉心の反応度補償のため初期値は変化するが，事象発生後早期に原

子炉はスクラムするため，初期炉心流量が事象進展に与える影響は

小さいことから，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。

燃 料 
９×９燃料 

(Ａ型) 
装荷炉心ごと 

９×９燃料(Ａ型)と９×９燃

料(Ｂ型)は，熱水力的な特性は

ほぼ同等であり，燃料棒最大線

出力密度の保守性に包絡され

ることから，代表的に９×９燃

料(Ａ型)を設定 

最確条件とした場合は，９×９燃料のＡ型又はＢ型の炉心となる

か，それらの混在炉心となるが，いずれの型式も燃料の熱水力特性

はほぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，運転

員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，９×９燃料のＡ型又はＢ型の炉心となるか，

それらの混在炉心となるが，いずれの型式も燃料の熱水力特性はほ

ぼ同等であり，事象進展に与える影響は小さいことから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

原子炉停止後の崩

壊熱 

ANSI/ANS- 

5.1-1979 

燃焼度 33GWd／t 

燃焼度 

33GWd／t 以下 

（実績値） 

崩壊熱が大きい方が原子炉水

位低下及び格納容器圧力上昇

の観点で厳しい設定となるた

め，崩壊熱が大きくなる燃焼度

の高い条件として，1 サイクル

の運転期間(13 ヶ月)に調整運

転期間(約 1 ヶ月)を考慮した

運転期間に対応する燃焼度を

設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりも小さ

くなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴う原子炉冷却

材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度の上昇が遅

くなり格納容器スプレイ及び格納容器ベント操作の開始が遅くな

るが，操作手順（常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器

スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却操作及び格納容器圧力

逃がし装置による格納容器ベント操作を実施すること）に変わりは

ないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している崩壊熱よりも小さ

くなるため，発生する蒸気量は少なくなり，それに伴う原子炉冷却

材の放出も少なくなることから，格納容器圧力及び温度上昇が遅く

なるが，格納容器圧力及び温度の上昇は格納容器スプレイ及び格納

容器ベントにより抑制されることから，評価項目となるパラメータ

の判断基準に対する余裕は大きくなる。 

格納容器体積 

（ドライウェル）
5,700m３ 5,700m３

（設計値） 
設計値を設定 

解析条件と最確条件は同様であることから，事象進展に与える影響

はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はないこ

とから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

格納容器体積 

（サプレッショ

ン・チェンバ） 

空間部：4,100m３

液相部：3,300m３

空間部： 

約 4,092m３～ 

約 4,058m３

液相部： 

約 3,308m３～ 

約 3,342m３

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧

力抑制効果が厳しくなる少な

めの水量として，保安規定の運

転上の制限における下限値を

設定 

最確条件とした場合には，格納容器体積（サプレッション・チェン

バ）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位となる

が，ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール

水位が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎによ

る水量変化（0.087m）は約 42m３であり，その割合は初期保有水量

の約 1.3％と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は

小さいことから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，格納容器体積（サプレッション・チェン

バ）の液相部の運転範囲において解析条件より高めの水位となるが，

ゆらぎの幅は非常に小さい。例えば，サプレッション・プール水位

が 6.983m の時の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎによる水量

変化（0.087m）は約 42m３であり，その割合は初期保有水量の約 1.3％

と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さいこと

から，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 
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添付 3.1.3.6-4 

第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(2／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）

の不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

初
期
条
件

サプレッション・

プール水位 

6.983m 

（通常運転水位－

4.7cm） 

約 7.000m～ 

約 7.070m 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力

抑制効果が厳しくなる低めの水

位として，保安規定の運転上の制

限における下限値を設定 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の運転範

囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆらぎの幅は非常

に小さい。例えば，サプレッション・プール水位が 6.983m の時

の水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎによる水量変化

（0.087m）は約 42m３であり，その割合は初期保有水量の約 1.3％

と非常に小さい。したがって，事象進展に与える影響は小さいこ

とから，運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，サプレッション・プール水位の運転範

囲において解析条件より高めの水位となるが，ゆらぎの幅は非常

に小さい。例えば，サプレッション・プール水位が 6.983m の時の

水量は 3,300m３であるのに対し，ゆらぎによる水量変化（0.087m）

は約 42m３であり，その割合は初期保有水量の約 1.3％と非常に小

さい。したがって，事象進展に与える影響は小さいことから，評

価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

サプレッション・

プール水温 
32℃ 

約 15℃～約 32℃ 

（実績値） 

サプレッション・プールでの圧力

抑制効果が厳しくなる高めの水

温として，保安規定の運転上の制

限における上限値を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりも若干

低くなるため，格納容器圧力上昇が遅くなり，格納容器スプレイ

及び格納容器ベント操作の開始が遅くなるが，その影響は小さい

ことから運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりも若干

低くなるため，格納容器の熱容量は若干大きくなり格納容器ベン

トに至るまでの時間が長くなるが，その影響は小さいことから，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

格納容器圧力 5kPa[gage] 

約 2.2～約 4.7 

kPa[gage] 

（実績値） 

格納容器圧力の観点で厳しい高

めの設定として，通常運転時の圧

力を包含する値を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している圧力よりも小さ

くなるため，格納容器圧力が低めに推移することから，格納容器

スプレイ及び格納容器ベント操作の開始が遅くなるが，その影響

は小さいことから運転員等操作時間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している圧力よりも小さ

くなるため，格納容器圧力が低めに推移することから，格納容器

ベントに至るまでの時間は長くなるが，その影響は小さいことか

ら，評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。 

ドライウェル雰囲

気温度 
57℃ 

約 25℃～約 58℃ 

（実績値） 

ドライウェル内ガス冷却装置の

設計温度を設定 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

え得るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度とな

り，初期温度が事象進展に与える影響は小さく，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合は，ゆらぎにより解析条件に対して変動を与

え得るが，格納容器温度は格納容器スプレイにより飽和温度とな

り，初期温度が事象進展に与える影響は小さいことから，評価項

目となるパラメータに与える影響は小さい。 

真空破壊装置 

3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

3.45kPa 

（ドライウェル－サ

プレッション・チェン

バ間差圧） 

真空破壊装置の設定値 
解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

外部水源の温度 35℃ 35℃以下 

格納容器スプレイによる圧力抑

制効果の観点で厳しい高めの水

温として，代替淡水貯槽及び水源

補給に用いる淡水貯水池の年間

の気象条件変化を包含する高め

の水温を設定 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりもおお

むね低くなるが，格納容器圧力及び温度上昇に対する格納容器ス

プレイによる圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなる。本評価

事故シーケンスでは，格納容器圧力及び温度を起点としている運

転員等操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はな

い。 

最確条件とした場合は，解析条件で設定している水温よりもおお，

むね低くなるが，炉心の再冠水までの挙動に影響する可能性はあ

るが，この顕熱分の影響は小さく，燃料被覆管温度の上昇に与え

る影響は小さい。また，格納容器圧力及び温度上昇に対する格納

容器スプレイによる圧力及び温度上昇の抑制効果は大きくなり，

格納容器の圧力及び温度の上昇は遅くなるが，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

外部水源の容量 約 9,300m３
9,300m３以上 

（淡水貯水池＋代替

淡水貯槽） 

淡水貯水池及び代替淡水貯槽の

管理下限値を設定 

管理値下限の容量として事象発生から7日後までに必要な容量を

備えており，水源は枯渇しないことから運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

－ 

燃料の容量 約 1,010kL 

1,010kL 以上 

（軽油貯蔵タンク＋

可搬型設備用軽油タ

ンク） 

軽油貯蔵タンク及び可搬型設備

用軽油タンクの管理下限値を設

定 

管理値下限の容量として事象発生から7日後までに必要な容量を

備えており，燃料は枯渇しないことから運転員等操作時間に与え

る影響はない。 

－ 
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添付 3.1.3.6-5 

第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(3／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

事
故
条
件

起因事象 

大破断 LOCA 

原子炉再循環系の吸込

配管の破断 

－ 

原子炉圧力容器から格納容器へ

の冷却材流出を大きく見積もる

厳しい設定として，原子炉圧力

容器バウンダリに接続する配管

のうち，口径が最大である原子

炉再循環系の吸込配管における

両端破断を設定

Excessive LOCA を考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加す

ることにより炉心損傷開始等が早くなるが，操作手順（速やかに

注水手段を準備すること）に変わりはないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

（添付資料 3.1.2.12）

Excessive LOCA を考慮した場合，原子炉冷却材の流出量が増加す

ることにより炉心損傷開始等が早くなるが，原子炉格納容器へ放

出されるエネルギは大破断 LOCA の場合と同程度であり，格納容

器圧力は 0.62MPa[gage]を下回っていることから，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。 

（添付資料 3.1.2.12）

安全機能の喪失に対

する仮定 

全交流動力電源喪失 

高圧注水機能及び低圧

注水機能喪失 

－ 

全ての非常用ディーゼル発電機

等の機能喪失を想定し設定 

高圧注水機能として高圧炉心ス

プレイ系及び原子炉隔離時冷却

系，低圧注水機能として低圧炉

心スプレイ系及び残留熱除去系

（低圧注水系）の機能喪失を設

定 

－ － 

外部電源 外部電源なし － 

運転員の対応を厳しく見積もる

観点から外部電源なしを設定 

ただし，原子炉スクラムについ

ては，外部電源ありの場合を包

括する条件として，機器条件に

示すとおり設定している 

仮に，外部電源がある場合でも，常設低圧代替注水系ポンプの起

動のために緊急用母線を受電する必要があるため，注水開始時間

は外部電源がない場合と同等となる。本評価事故シーケンスで

は，格納容器圧力及び温度を操作開始の起点としている運転員等

操作はないことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

仮に，外部電源がある場合でも，常設低圧代替注水系ポンプの起

動のために緊急用母線を受電する必要があるため，注水開始時間

は外部電源がない場合と同等となることから，評価項目となるパ

ラメータに与える影響は小さい。 

水素ガスの発生 
ジルコニウム－水反応

を考慮 

ジルコニウム－水反応

を考慮 

水の放射線分解等による水素ガ

ス発生については，格納容器圧

力及び温度に与える影響が軽微

であることから，考慮していな

い 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 
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添付 3.1.3.6-6 

第 2 表 解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響(4／4) 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件及び機器条件）の

不確かさ 
条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 

評価項目となるパラメータに 

与える影響 
解析条件 最確条件 

機
器
条
件

原子炉スクラム 
原子炉水位低 

(レベル３)信号 

タービン蒸気加減弁急

速閉信号又は原子炉保

護系電源喪失 

短時間であるが原子炉熱出力が

維持される厳しい設定として，

外部電源喪失時のタービン蒸気

加減弁急閉及び原子炉保護系電

源喪失による原子炉スクラムに

ついては保守的に考慮せず，原

子炉水位低（レベル３）にてス

クラムするものとして設定 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなるため，

原子炉冷却材の放出が少なくなることから，格納容器圧力及び温

度上昇が遅くなり，格納容器スプレイ及び格納容器ベント操作の

開始が遅くなるが，その影響は小さいことから，運転員等操作時

間に与える影響は小さい。 

最確条件とした場合には，原子炉熱出力の低下が早くなるため，

原子炉冷却材の放出が少なくなることから，格納容器圧力及び温

度の上昇が遅くなり，格納容器ベントに至るまでの時間は長くな

るが，その影響は小さいことから，評価項目となるパラメータに

与える影響は小さい。 

低圧代替注水系（常

設） 

230m３／h で注水，その

後は崩壊熱による蒸発

を補う注水量に制御 

230m３／h 以上で注水，

その後は崩壊熱による

蒸発を補う注水量に制

御 

炉心冷却の維持に必要な流量と

して設定 

実際の注水量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守性），

原子炉水位の回復が早くなる。冠水後の操作として冠水維持可能

な注水量に制御するが，注水後の流量調整操作であることから,

運転員等操作時間に与える影響はない。 

実際の注水流量が解析より多い場合（注水特性（設計値）の保守

性），原子炉水位の回復は早くなり，格納容器圧力及び温度上昇

の抑制効果は大きくなるが，格納容器圧力及び温度の上昇に有意

な影響を与えないことから，評価項目となるパラメータに与える

影響は小さい。 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設） 
130m３／h でスプレイ 130m３／h でスプレイ 

格納容器雰囲気温度及び圧力抑

制に必要なスプレイ流量を考慮

し，設定 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，運転員等操作時間に与える影響はない。 

解析条件と最確条件は同様であり，事象進展に与える影響はない

ことから，評価項目となるパラメータに与える影響はない。 

格納容器下部注水系

（常設） 
解析上考慮しない 100m３／h で注水 

ペデスタル（ドライウェル部）

への水張り水は，格納容器の熱

容量を確保するため，格納容器

圧力及び温度上昇を保守的に評

価する観点から，解析上はペデ

スタル（ドライウェル部）注水

を実施しない。 

ペデスタル（ドライウェル部）への水張りを実施した場合，水張

り水の熱容量により格納容器圧力の上昇は緩和されるため，格納

容器圧力を起点とする運転員等操作の開始は遅くなる。 

ペデスタル（ドライウェル部）への水張りを実施した場合，水張

り水の熱容量により格納容器圧力及び温度の上昇は緩和される。

このため，評価項目となるパラメータの判断基準に対する余裕は

大きくなる。 

格納容器圧力逃がし

装置 

格 納 容 器 圧 力 が

0.31MPa[gage] に お け

る，排出流量 13.4kg／s

にて除熱 

格 納 容 器 圧 力 が

0.31MPa[gage] に お け

る，排出流量 13.4kg／s

以上にて除熱 

格納容器圧力及び温度を低下さ

せる排出流量を確保可能できる

格納容器圧力逃がし装置の設定

値を考慮して設定 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器圧力及び温度上昇の抑

制効果は大きくなるが，操作手順（格納容器圧力逃がし装置によ

る格納容器除熱操作を実施すること）に変わりはないことから，

運転員等操作時間に与える影響はない。 

実際の流量が解析より多い場合，格納容器圧力及び温度上昇の抑

制効果は大きくなるが，格納容器圧力の最大値は格納容器ベント

時のピーク圧力であり，ベント後の格納容器圧力挙動への影響は

ほとんどないことから，評価項目となるパラメータに対して与え

る影響はない。 

1
7
8



添付 3.1.3.6-7 

第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (1／4) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間 

に与える影響 

評価項目となる 

パラメータに 

与える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

常設代替高圧電

源装置による緊

急用母線の受電

操作並びに常設

低圧代替注水系

ポンプを用いた

代替格納容器ス

プレイ冷却系（常

設）による格納容

器冷却及び低圧

代替注水系（常

設）による原子炉

注水操作 

（以下「低圧代替

注水系（常設）等

起動操作」とい

う。） 

事象発生 25 分後
操作所要時間を

踏まえて設定 

【認知】 

中央制御室にて，外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機等の電源回復ができな

い場合，早期の電源回復不能と判断し，これにより，常設代替高圧電源装置による

緊急用母線の受電操作及び低圧代替注水系（常設）等の起動操作を開始する手順と

している。この認知に係る時間として 10 分間を想定しているため，認知遅れによ

り操作時間に与える影響はなし。 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし。 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし。 

【操作所要時間】 

非常用ディーゼル発電機等の手動復旧操作（失敗），常設代替高圧電源装置の起動

操作，緊急用母線の受電操作，低圧代替注水系（常設）等起動操作を行う運転員の

操作内容及び操作所要時間は以下のとおり。これらの作業は一連の操作として行う

ため，操作所要時間は合計 15 分間となる 

●非常用ディーゼル発電機等の手動起動操作（失敗）に係る時間として 2 分を想定

●常設代替交流電源設備の起動操作及び緊急用母線の受電操作として 4 分を想定

●低圧代替注水系（常設）等起動操作として 9 分を想定 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はな

し。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにく

く，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

低圧代替注水系（常

設）等起動操作は，操

作所要時間を踏まえ

て解析上の想定時間

を設定していること

から，運転員等操作時

間に与える影響はな

い。 

また，原子炉注水によ

って原子炉水位が原

子炉水位Ｌ０まで回

復した場合，常設低圧

代替注水系ポンプを

用いた低圧代替注水

系（常設）による原子

炉注水流量を崩壊熱

による蒸発を補う流

量に変更するととも

に，常設低圧代替注水

系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ

冷却系（常設）による

格納容器冷却を停止

する。当該操作開始時

間は，解析上の想定と

ほぼ同等であり，操作

開始時間に与える影

響は小さいことから，

運転員等操作時間に

与える影響も小さい。

また，中央制御室で行

う操作であり，他の操

作との重複もないこ

とから，他の操作に与

える影響はない。 

低圧代替注水系（常

設）等起動操作は，操

作所要時間を踏まえ

て解析上の想定時間

を設定していること

から，評価項目となる

パラメータに与える

影響はない。 

事象発生から 50 分後

（操作開始時間の 25

分程度の遅れ）までに

常設代替高圧電源装

置からの受電操作を

行い，常設低圧代替注

水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）によ

る格納容器冷却及び

常設低圧代替注水系

ポンプを用いた低圧

代替注水系（常設）に

よる原子炉注水が開

始できれば，損傷炉心

は炉心位置に保持さ

れ，評価項目を満足す

る結果となることか

ら，時間余裕がある。

なお，格納容器ベント

時におけるＣｓ放出

量は炉心損傷の程度

の影響を受けるが，格

納容器ベント開始時

間はほぼ同等である

ことから，放出量に与

える影響は小さい。

（添付資料3.1.3.12）

中央制御室にお

け る 操 作 の た

め，シミュレー

タ（模擬操作含

む。）にて訓練実

績を取得。 

解析上において

は，低圧代替注

水系（常設）等

起動操作まで 25

分としていると

ころ，訓練実績

では約 25 分。 

想定で意図して

いる運転操作が

実施可能なこと

を確認した。 

1
7
9



添付 3.1.3.6-8 

第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (2／4) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間

に与える影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

常設低圧代替注

水系ポンプを用

いた代替格納容

器スプレイ冷却

系による格納容

器冷却操作 

格 納 容 器 圧 力

465kPa[gage] 到

達時 

運転手順書等を

踏まえて設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータである格納容器圧力を継続監視しており，また，格納容器

圧力が 465kPa[gage]に到達する時間は事象発生から約 3.9 時間後であり，それまでに格納

容器圧力の上昇を十分に認知できる時間があるため，認知遅れにより操作時間に与える影

響はなし 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始

時間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操作開始

時間に与える影響はなし 

【操作所要時間】 

注水流量調整の操作は，流量調整弁の操作であり，操作装置による操作のため簡易であり，

格納容器の緩やかな圧力上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はなし。 

【操作の確実さ】 

中央制御室の制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操作は起こりにくく，そ

のため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

実態の操作開始時

間は解析上の想定

とほぼ同等であ

り，操作開始時間

に与える影響は小

さい。 

当該操作は，解析

コード及び解析条

件（操作条件を除

く）の不確かさに

より操作開始時間

は遅れる可能性が

あるが，中央制御

室で行う操作であ

り，他の操作と重

複もないことか

ら，他の操作に与

える影響はない。

実態の操作開始時

間は解析上の想定

とほぼ同等である

ことから，評価項

目となるパラメー

タに与える影響は

小さい。 

常設低圧代替注水

系ポンプを用いた

代替格納容器スプ

レイ冷却系による

格納容器冷却開始

までの時間は，事

象発生から約 3.9

時間あり，準備時

間が確保できるた

め，時間余裕があ

る。 

なお，操作が大幅

に遅れるような場

合でも，格納容器

限界圧力に至るま

での時間は事象発

生後約 14 時間後

であり，時間余裕

がある。（添付資

料 3.1.3.12） 

中央制御室におけ

る操作のため，シ

ミュレータ（模擬

操作含む。）にて

訓練実績を取得。

訓練では，格納容

器圧力

465kPa[gage]到達

時に，常設低圧代

替注水系ポンプを

用いた代替格納容

器スプレイ冷却系

（常設）を実施，

スプレイ操作は約

4 分。想定してい

る範囲内で意図し

ている運転操作が

実施可能であるこ

とを確認した。 

1
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添付 3.1.3.6-9 

第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (3／4) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時間に与え

る影響 

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

格納容器圧力逃

がし装置による

格納容器除熱操

作 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール水位が

通 常 水 位 +6.5m

到達から 5 分後

格納容器限界圧

力到達防止を踏

まえて設定 

【認知】 

事故時には重要監視パラメータであるサプレッション・プール水位を継続監視して

おり，また，炉心損傷後の格納容器ベントの操作実施基準に到達するのは，事象発

生の約 19 時間後であり，それまでにサプレッション・プール水位の上昇を十分に認

知できる時間があるため，認知遅れにより操作時間に与える影響はなし 

【要員配置】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし 

なお，中央制御室における操作が失敗した場合を想定して現場操作を行うための要

員を配置する。他の現場操作を行う発電所災害対策本部要員とは独立して，格納容

器ベント操作を行う発電所災害対策本部要員を配置していることから，操作開始時

間に与える影響はなし 

【移動】 

中央制御室での操作のみであり，運転員は中央制御室に常駐していることから，操

作開始時間に与える影響はなし 

なお，中央制御室における操作が失敗した場合を想定して現場操作を行うための要

員を配置する。発電所災害対策本部要員は，サプレッション・プール水位が通常水

位から 5.5m 高い位置に到達する事象発生から約 16 時間後に災害対策本部から操作

現場へ移動する。移動に係る所要時間は約 1 時間以内であり，ベント操作開始時間

の事象発生から約 19 時間後までに余裕時間があることから，操作開始時間に与える

影響はなし 

【操作所要時間】 

制御盤の操作スイッチによる操作のため簡易であり，サプレッション・プール水位

の緩やかな上昇に対して操作開始時間は十分に短い 

なお，中央制御室における操作が失敗した場合を想定して現場操作を行うための要

員を配置する。発電所災害対策本部要員の現場操作は，フレキシブルシャフトを用

いた 1 弁の手動操作であり，30 分を想定している。本操作は，中央制御室による格

納容器ベントが実施不可と判断した場合に開始し，格納容器圧力が 0.62MPa[gage]

に到達する予定時刻の 40 分以上前から実施する。よって，操作開始時間与える影響

はなし 

【他の並列操作有無】 

当該操作に対応する運転員に他の並列操作はなく，操作開始時間に与える影響はな

し 

なお，中央制御室における操作が失敗した場合を想定して現場操作を行うための要

員を配置する。他の現場操作を行う発電所災害対策本部要員とは独立して，格納容

器ベント操作を行う発電所災害対策本部要員を配置していることから，操作開始時

間に与える影響はなし 

【操作の確実さ】 

中央制御室における操作は，制御盤の操作スイッチによる簡易な操作のため，誤操

作は起こりにくく，そのため誤操作等により操作時間が長くなる可能性は低い。 

なお，中央制御室における操作が失敗した場合を想定して現場操作を行うための要

員を配置する。現場操作は，作業の成立性や要員の安全のため 3 人 1 組で実施する

こととしており，誤操作は起こりにくく，誤操作等により操作時間が長くなる可能

性は低い 

炉心損傷後の格納容器ベ

ントの実施基準（サプレ

ッション・プール水位通

常水位+6.5m）に到達する

のは，事象発生の約 19

時間後である。また，格

納容器ベントの準備操作

はサプレッション・プー

ル水位上昇の傾向を監視

しながらあらかじめ操作

が可能であり，格納容器

ベント操作の操作所要時

間は余裕時間を含めて設

定されていることから，

実態の操作開始時間は解

析上の設定とほぼ同等で

あり，サプレッション・

プ ー ル 水位 通 常水 位

+6.5m 到達時に速やかに

格納容器除熱をすること

が可能であるため，操作

開始時間に与える影響は

小さいことから，運転員

等操作時間に与える影響

も小さい。 

当該操作は，解析コード

及び解析条件（操作条件

を除く）の不確かさによ

り操作開始時間は遅れる

可能性があるが，中央制

御室で行う操作であり，

他の操作との重複もない

ことから，他の操作に与

える影響はない。 

実態の操作開始

時間は解析上の

設定とほぼ同等

であることから，

評価項目となる

パラメータに与

える影響は小さ

い。 

格納容器ベント

開始までの時間

は事象発生から

約 19 時間後の操

作であり，準備時

間が確保できる

ため，時間余裕が

ある。 

中央制御室での操

作は，シミュレータ

（模擬操作含む。）

にて訓練を取得。中

央制御室における

ベント操作は，タッ

チパネルによる 1弁

の操作に約 2分の操

作時間を要した。ま

た，ベント実施時に

遠隔操作に失敗し

た場合は現場操作

にて対応するが，現

場モックアップ等

による実績では，約

25 分で操作を実施

できた。 

想定している範囲

内で意図している

運転操作が実施可

能であることを確

認した。 

1
8
1



添付 3.1.3.6-10 

第 3 表 運転員等操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作時間余裕 (4／4) 

項目 

解析条件（操作条件）の不確かさ 
操作の不確かさ要因 

運転員等操作時

間に与える影響

評価項目となる

パラメータに与

える影響 
操作時間余裕 訓練実績等 

解析条件 
条件設定の 

考え方 

操
作
条
件

可搬型代替注水

大型ポンプを用

いた水源補給操

作 

事象発生から 48

時間後 

代替淡水貯槽への補給

は，解析条件ではない

が，解析で想定してい

る操作の成立や継続に

必要な作業。 

代替淡水貯槽の枯渇が

発生しないよう設定。

代替淡水貯槽は，水源補給を実施しない場合においても約 92 時間枯渇しないため，

代替淡水貯槽への水源補給までの時間は，十分な時間余裕がある。 
－ － －

代替淡水貯槽への補給は所

要時間 220 分のところ，訓

練実績等により約 194 分に

実施可能なことを確認し

た。 

タンクローリに

よる燃料補給操

作 

事 象 発 生 か ら

49.5 時間以降，

適宜 

可搬型代替注水大型ポ

ンプへの給油は，解析

条件ではないが，解析

で想定している操作の

成立や継続に必要な操

作・作業。 

各機器の使用開始時間

を踏まえて設定。 

代替淡水貯槽は，水源補給を実施しない場合においても約 92 時間枯渇しないため，

可搬型代替注水大型ポンプへの燃料補給までの時間は，十分な時間余裕がある。 
－ － －

代替淡水貯槽への補給は所

要時間 90 分のところ，訓練

実績等により約82分に実施

可能なことを確認した。 

1
8
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添付資料 3.1.3.7 

添付 3.1.3.7-1

注水操作が遅れる場合の影響について

1. はじめに

評価事故シーケンス「大ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗

＋全交流動力電源喪失」では，大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能

及び全交流動力電源が喪失するため，原子炉水位は急速に低下する。水位低

下により炉心は露出し，事象発生約 9 分後に燃料被覆管の最高温度は

1,200℃に到達する。有効性評価では，事象発生から 25 分経過した時点で，

常設代替高圧電源装置からの給電により常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却及び低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水を開始することで，原子炉圧力容器破損に至

ることなく，水位は回復し，炉心は冠水する評価結果となっている。

本事象進展について，運転員による格納容器冷却操作及び原子炉注水操作

が有効性評価よりも遅れた場合の評価項目への影響について評価した。

2. 評価項目への影響

操作遅れを想定し，注水開始時間を有効性評価における設定よりも 25 分

遅延（事象発生 50 分後に原子炉注水開始）した場合について，原子炉圧力

容器の健全性及び格納容器破損防止対策の有効性に係る感度解析を行った。

 (1) 原子炉圧力容器の健全性への影響

   原子炉圧力容器の健全性の観点から，炉心内でのデブリの移行（リロケ

ーション）※の発生有無を評価した。第 1 表に感度解析の評価結果を示す。

また，操作 25 分遅れケースの炉心損傷状態を第 1 図に示す。

   操作 25 分遅れの場合においても，損傷した燃料は炉心位置に保持され，
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添付 3.1.3.7-2 

リロケーションは発生しないことから，原子炉圧力容器の健全性は確保さ

れる。

   ※ここでのリロケーションとは，炉心損傷後，溶融炉心が炉心下部プレ

ナムへ移行した状態を指す。

 (2) 格納容器破損防止対策の有効性への影響

格納容器破損防止対策の有効性の観点から，格納容器スプレイ開始時間

及び格納容器限界圧力・限界温度の到達時間を評価した。第 2 表に感度解

析のへ評価結果を示す。また，操作 25 分遅れケースにおいても，スプレ

イ開始後は格納容器の圧力・温度は制御され，格納容器限界圧力・限界温

度に到達することはない。また，サプレッション・プール水が通常水位

+6.5m に到達する時間は約 20.1 時間後であり，格納容器圧力及び雰囲気

温度の上昇傾向への影響はほとんどない。

3. まとめ

  操作 25 分遅れケースにおいても，有効性評価のケースと同様に原子炉圧力

容器の健全性及び格納容器破損防止対策の有効性は維持される。したがって，

原子炉注水操作は，有効性の確認された 25 分程度の遅れの余裕がある。
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添付 3.1.3.7-3 

第 1 表 原子炉圧力容器の健全性に関する感度解析結果

ケース 損傷炉心の位置

有効性評価 

（事象発生 25 分後に注水）

炉心位置に保持

（リロケーション発生せず）

操作 25 分遅れ 

（事象発生 50 分後に注水）

炉心位置に保持

（リロケーション発生せず）

第 2 表 格納容器破損防止対策の有効性に関する感度解析結果

ケース 
代替格納容器

スプレイ開始時間

通常水位+6.5m 到達時間

（ベント開始時間）

有効性評価 約 3.9 時間 約 19.5 時間

操作 25 分遅れ 約 4.0 時間 約 20.1 時間
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添付 3.1.3.7-4 

第 1 図 操作 25 分遅れのケースにおける原子炉水位の推移 

第 2 図 操作 25 分遅れにおける注水流量の推移 
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添付 3.1.3.7-5 

第 3 図 操作 25 分遅れにおける格納容器圧力の推移 

第 4 図 操作 25 分遅れにおける格納容器温度の推移 
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添付資料 3.1.3.8

添付 3.1.3.8-1

7 日間における水源の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合）） 

1. 水源に関する評価 

① 淡水源（有効水量） 

・代替淡水貯槽：約 4,300m３

・北側淡水池 ：約 2,500m３  

・高所淡水池 ：約 2,500m３

2. 水使用パターン 

① 常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）に

よる原子炉注水 

事象発生 25 分後，定格流量で代替淡水貯槽を水源とした常設低

圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子

炉注水を実施する。 

炉心水位回復後は，崩壊熱除去に相当する流量で注水する。 

② 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却

系（常設）による格納容器冷却 

事象発生 25 分後から炉心水位回復まで，代替淡水貯槽を水源と

した常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却を実施する。 

格納容器圧力が 465kPa[gage]に到達する事象発生約 3.9 時間後，

代替淡水貯槽を水源とした常設低圧代替注水系ポンプを用いた代

替格納容器スプレイ冷却系（常設）による格納容器冷却を実施す
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添付 3.1.3.8-2

る。その後，格納容器圧力 465kPa[gage]到達でスプレイ開始，

400kPa[gage]で停止の操作を継続する。 

サプレッション・プール水位が通常水位＋6.5m に到達後，格納

容器スプレイを停止する。 

③ 北側淡水池又は高所淡水池から代替淡水貯槽への補給 

可搬型代替大型注水大型ポンプによる水源補給準備が完了後，

北側淡水池又は高所淡水池の水を代替淡水貯槽へ水位が上昇する

流量で補給する。 

3. 時間評価 

事象発生直後の原子炉注水等によって，代替淡水貯槽の水量は減

少する。可搬型代替大型注水大型ポンプによる水源補給準備が完了

後，北側淡水池又は高所淡水池から代替淡水貯槽への補給を開始す

るため，代替淡水貯槽は枯渇することなく，安定した冷却を継続す

ることが可能である。 
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添付 3.1.3.8-3

第 1 図 外部水源による積算注水量 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合））

４．水源評価結果 

時間評価の結果から代替淡水貯槽が枯渇することはない。また，7

日間の対応を考慮すると，合計約 5,490m３必要となる。代替淡水貯

槽，北側淡水池及び高所淡水池に合計約 9,300m３の水を保有するこ

とから必要水量を確保している。このため，安定して冷却を継続す

ることが可能である。 

0

2000

4000

6000

8000

0 24 48 72 96 120 144 168

積
算
注
水
量

事故後の時間(h)

JOB No.MA47BNT2AE--3GBU007

(m3)

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系  

（常設）による格納容器スプレイ開始

積
算

注
水

量
(
m

３
)

常 設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系  

（常設）による格納容器冷却停止  

4,300m３

常設低圧代替注水系ポンプを用いた低圧代替注水系（常設）による原子炉注水開始  

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）による  

格納容器 冷却開始

常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）  

による格納容器冷却停止

190



添付資料 3.1.3.9

添付 3.1.3.9-1 

7 日間における燃料の対応について 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）） 

事象:保守的に全ての設備が，事象発生直後から燃料を消費するものとし

て評価する。 

時系列 合計 判定 

常設代替高圧電源装置 5 台起動 

（燃料消費率は保守的に定格出力運転時を想定） 

420.0L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×5 台（運転台数）

＝約 352.8kL 

7 日間の軽

油消費量 

約 352.8kL

軽油貯蔵タ

ンクの容量

は約 800kL

であり，7

日間対応可

能 

可搬型代替注水大型ポンプ 1 台起動 

（代替淡水貯槽給水） 

218L/h(燃料消費率)×168h（運転時間）×1 台（運転台数）

＝約 36.6kL 

7 日間の軽

油消費量 

約 36.6kL 

可搬型設備

用軽油タン

クの容量は

約 210kL で

あり，7 日間

対応可能 
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添付資料 3.1.3.10

添付 3.1.3.10-1 

常設代替交流電源設備の負荷 

（雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損） 

（代替循環冷却系を使用しない場合）） 

主要負荷リスト        【電源設備：常設代替高圧電源装置】 

起 動 順 序  主 要 機 器 名 称  
負 荷 容 量  

(k W )  

負 荷 起 動 時 の 最

大 負 荷 容 量  

(k W )  

定 常 時 の 連 続 運

転 負 荷 容 量  

(k W )  

①  

緊 急 用 母 線 自 動 起 動 負 荷  

・ 緊 急 用 直 流 125 V充 電 器 盤  

・ そ の 他 負 荷  

24 . 0  

3 5 . 6  

1 2 4 . 3  5 9 . 6  

②  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  5 4 4 . 0  2 4 9 . 6  

③  常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ  19 0 . 0  7 3 4 . 0  4 3 9 . 6  

④  

非 常 用 母 線 ２ Ｃ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ａ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ａ  

・ そ の 他 負 荷  

47 . 1  

8 9 . 0  

2 8 . 6  

2 2 4 . 5  

8 7 5 . 9  8 2 8 . 8  

⑤  

非 常 用 母 線 ２ Ｄ 自 動 起 動 負 荷  

・ 直 流 12 5 V充 電 器 盤 ２ Ｂ  

・ 非 常 用 照 明  

・ 12 0 V  Ａ Ｃ  計 装 用 電 源 ２ Ｂ  

・ そ の 他 負 荷  

35 . 9  

7 1 . 2  

1 0 2 . 1  

1 0 3 . 9  

1 , 1 6 5 . 8  1 , 1 4 1 . 9  

⑥  

非 常 用 ガ ス 再 循 環 系 フ ァ ン  

非 常 用 ガ ス 処 理 系 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

停 止 負 荷  

55 . 0  

7 . 5  

7 8 . 7  

－ 54 . 3  

1 , 4 4 6 . 4  1 , 2 2 8 . 8  

⑦  

中 央 制 御 室 空 調 フ ァ ン  

中 央 制 御 室 非 常 用 循 環 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷

45 . 1  

7 . 5  

1 6 5 . 1  

1 , 8 0 8 . 7  1 , 4 4 6 . 5  

⑧  
蓄 電 池 室 排 気 フ ァ ン  

そ の 他 負 荷  

7. 5  

1 5 3 . 0  
2 , 0 2 6 . 5  1 , 6 0 7 . 0  

⑨  
緊 急 用 海 水 ポ ン プ  

そ の 他  

51 0 . 0  

1 0 . 0  
2 , 9 4 3 . 2  2 , 1 2 7 . 0  

⑩  代 替 燃 料 プ ー ル 冷 却 系 ポ ン プ  22 . 0  2 , 2 0 6 . 5  2 , 1 4 9 . 0  

負 荷 容 量 (kW )

5 , 0 0 0

3 , 0 0 0

1 , 0 0 0

7 , 0 0 0

1  
0  

経 過 時 間 (ｈ )

4, 0 0 0

2 , 0 0 0

6 , 0 0 0

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 最 大 容 量 6, 9 0 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 5台 の 連 続 定 格 容 量 5,5 2 0 k W ※ ２

3  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 の 負 荷 積 算 イ メ ー ジ  

⑥  
⑤  

④  
③  

②  

①  

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 最 大 容 量 2,7 6 0 k W※ １

常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 2台  

の 連 続 定 格 容 量 2, 2 0 8 k W※ ２

最 大 負 荷 容 量  
2, 9 4 3 . 2 k W  

⑧  ⑦  

⑨  

2  2 5

⑩  

▲ ▲

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 2 台

起 動

常 設 代 替 高 圧

電 源 装 置 3 台

追 加 起 動 ※ ３

※ １ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W×運 転 台 数 ＝ 最 大 容 量 ）

※ ２ ： 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 定 格 出 力 運 転 時 の 8 0 % の 容 量 （ 1 , 3 8 0 k W× 0 . 8×運 転 台 数 ＝ 連 続 定 格 容 量 ）

※ ３ ： 非 常 用 母 線 の 負 荷 へ の 給 電 に 伴 い ， 負 荷 容 量 が 増 加 す る た め ， 常 設 代 替 高 圧 電 源 装 置 を 3 台 追 加 起 動 す る
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添付資料 3.1.3.11 

添付 3.1.3.11-1

非凝縮性ガスの影響について 

1. はじめに

格納容器過圧・過温破損を防止するための対策の確認においては，ＭＡＡ

Ｐコードを使用して「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失

敗＋全交流動力電源喪失」を評価事故シーケンスとして選定している。ＭＡ

ＡＰコードの水素発生量に関する妥当性については，ＴＭＩ及びＰＨＥＢＵ

Ｓ試験により確認しており，当該解析にＭＡＡＰコードを用いることは妥当

である[1]。

ただし，ＭＥＬＣＯＲコードのように流路閉鎖が発生しにくい場合には水

素が発生しやすいため，ＭＡＡＰコードでそのような仮定をした場合におい

ても評価に有意な影響がないことを確認するため，感度解析を実施した。

2. 解析条件

第 1 図に示すように，炉心内でデブリの移行（リロケーション）が発生し，

それが冷却材流路に堆積して閉塞を起こした場合，ＭＡＡＰ解析では流路閉

塞を起こしたノードの空隙率（ポロシティ）が 0.1 以下になるとそのノード

は完全に閉塞したものとみなされ，それ以降は流体が閉塞部分を通過するこ

とができなくなる。一方，ＭＥＬＣＯＲの場合，流路閉塞を起こしたノード

の空隙率の最小値は 0.05 に設定されており，完全閉塞は発生しない。

したがって，流路閉塞した場合，炉心で発生する非凝縮性ガスはＭＡＡＰ

の方が少なくなる傾向にある。このため，ＭＡＡＰにおいて，流体が閉鎖部

分を通過できなくなるとするノードの空隙率（ポロシティ）を 0.0 以下とす

ることで完全閉塞が発生しない条件とし，水素発生量に対する感度解析を行

う。なお，ポロシティの設定以外の条件についてはベースケースと同様とし
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た。

3. 解析結果

第 2 図から第 6 図に解析結果を示す。第 2 図より，ベースケースでの水素

発生量が約 324kg に対して感度解析では約 288kg となり，水素発生量は約

11％減少している。これは，感度解析ではより炉心部への蒸気流入量は多く

なる一方で，溶融炉心の冷却効果により,水－ジルコニウム反応が抑えられ

たためと考えられる。なお,第 3 図に示すとおり格納容器圧力の制御は可能

であり，保守的な条件として非凝縮性ガスが変化するような場合においても，

当該操作に大きな影響はない。

[1]重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについ

て（第 5 部 ＭＡＡＰ）
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添付 3.1.3.11-3 

第 1 図 炉心内流路閉鎖モデルの概念図

（「ＭＡＡＰ5.01 及びＭＥＬＣＯＲ2.1 を用いた軽水炉プラントの苛酷事故解

析」，電力中央研究所，平成 26 年 6 月 抜粋）
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添付 3.1.3.11-4 

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.1 以下で完全閉塞）

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.0 で完全閉塞）

第 2 図 水素発生量の比較
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添付 3.1.3.11-5 

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.1 以下で完全閉塞）

大破断ＬＯＣＡ解析（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞）

第 3 図 格納容器圧力の比較
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添付 3.1.3.11-6 

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.1 以下で完全閉塞）

大破断ＬＯＣＡ解析（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞）

第 4 図 格納容器温度の比較
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添付 3.1.3.11-7 

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.1 以下で完全閉塞）

大破断ＬＯＣＡ解析（感度解析：空隙率 0.0 以下で完全閉塞）

第 5 図 ドライウェル気相濃度の比較
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ＬＯＣＡに伴い炉心から生じる水蒸気により，

ドライウェル内の気体がサプレッション・チェ

ンバに押し込まれる。 

ＬＯＣＡに伴い炉心から生じる水蒸気により，

ドライウェル内の気体がサプレッション・チェ

ンバに押し込まれる。 
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添付 3.1.3.11-8 

大破断ＬＯＣＡ解析（ベースケース：空隙率 0.1 以下で完全閉塞）

大破断ＬＯＣＡ解析（感度解析：空隙率 0.0 で完全閉塞）

第 6 図 サプレッション・チェンバ気相濃度の比 
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3.4-1 

3.4 水素燃焼 

3.4.1 格納容器破損モードの特徴，格納容器破損防止対策 

 (1) 格納容器破損モード内のプラント損傷状態 

   格納容器破損モード「水素燃焼」に至る可能性のあるプラント損傷状態

は，確率論的リスク評価の結果からは抽出されない。このため，「1.2 評

価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，「水素燃焼」の観点で

評価することが適切と考えられる評価事故シーケンスを選定する。 

 (2) 格納容器破損モードの特徴及び格納容器破損防止対策の基本的考え方 

   格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応，水の放

射線分解，金属腐食及び溶融炉心・コンクリート相互作用等により発生す

る水素によって格納容器内の水素濃度が上昇し，水の放射線分解により発

生する酸素によって格納容器内の酸素濃度が上昇する。このため，緩和措

置がとられない場合には，ジルコニウム－水反応等により発生する水素と

格納容器内の酸素が反応することによって激しい燃焼が生じ，格納容器の

破損に至る。 

   したがって，本格納容器破損モードでは，窒素置換による格納容器内雰

囲気の不活性化及び格納容器内への窒素供給によって，格納容器内の水素

濃度及び酸素濃度が可燃領域に至ることを防止することにより，格納容器

の破損を防止する。また，溶融炉心・コンクリート相互作用による水素発

生に対しては「3.5 溶融炉心・コンクリート相互作用」のとおり，コリウ

ムシールドの設置及びペデスタル（ドライウェル部）注水によって水素発

生を抑制する。 

（添付資料 3.4.1，3.4.2，3.4.3，3.4.4，3.4.5，3.4.6，3.4.7） 

   なお，東海第二発電所において重大事故が発生した場合，ジルコニウム
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－水反応によって水素濃度は 13vol％※１を大きく上回る。このため，本格

納容器破損モードによる格納容器の破損を防止する上では，酸素濃度が可

燃領域に至ることを防止することが重要であり，水の放射線分解，金属腐

食及び溶融炉心・コンクリート相互作用等による水素発生の影響は小さい。 

※１ 格納容器の水素濃度がドライ条件に換算して 13vol％以下又は酸

素濃度が 5vol％以下であれば爆轟を防止できると判断される。 

 (3) 格納容器破損防止対策 

   格納容器破損モード「水素燃焼」で想定される事故シーケンスに対して，

窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化及び可搬型窒素供給装置を用

いた格納容器内への窒素供給により，水素燃焼による格納容器破損を防止

する。 

   「3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価」に示すとおり，格納容器

破損モード「水素燃焼」において評価対象とした事故シーケンスは，

「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」の

うち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合」と同じであることから，

格納容器破損防止対策は「3.1.2.1 格納容器破損防止対策」と同じである。 

3.4.2 格納容器破損防止対策の有効性評価 

 (1) 有効性評価の方法 

   本格納容器破損モードを評価する上で選定した評価事故シーケンスは，

「1.2 評価対象の整理及び評価項目の設定」に示すとおり，国内外の先進

的な対策を考慮しても炉心損傷を防止できない事故シーケンスであるが，

格納容器において事象進展を緩和できると考えられる事故シーケンスとし

て抽出されている「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失
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敗＋全交流動力電源喪失」である。 

   この事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」の評価事故シーケンスと同じであることから，本

格納容器破損モードの評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷

却系を使用する場合」と同じ評価事故シーケンスとした。また，評価事故

シーケンスを「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」の評価事故シー

ケンスとしない理由は，「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」では

格納容器圧力逃がし装置に期待することで，格納容器内の気体が排出され，

水素及び酸素の絶対量が減少することで，格納容器内での水素燃焼の可能

性が無視できる状態となるためである。 

   本評価事故シーケンスでは，炉心における崩壊熱，燃料棒内温度変化，

燃料棒表面熱伝達，燃料被覆管酸化，燃料被覆管変形，沸騰・ボイド率変

化，気液分離（水位変化）・対向流，原子炉圧力容器におけるＥＣＣＳ注

水（給水系・代替注水設備含む），炉心損傷後の原子炉圧力容器における

リロケーション，構造材との熱伝達，原子炉圧力容器破損，放射線水分解

等による水素・酸素発生，原子炉圧力容器内ＦＰ挙動，原子炉格納容器に

おける格納容器各領域間の流動，サプレッション・プール冷却，スプレイ

冷却，放射線水分解等による水素・酸素発生並びに炉心損傷後の原子炉格

納容器における格納容器内ＦＰ挙動が重要現象となる。よって，これらの

現象を適切に評価することが可能であり，原子炉圧力容器内及び格納容器

内の熱水力モデルを備え，かつ，炉心損傷後のシビアアクシデント特有の

溶融炉心挙動に関するモデルを有するシビアアクシデント総合解析コード

ＭＡＡＰにより格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，格納容器内の気相濃

度等の過渡応答を求める。 
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   また，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，本

評価事故シーケンスにおける運転員等操作時間に与える影響，評価項目と

なるパラメータに与える影響及び操作時間余裕を評価する。 

 (2) 有効性評価の条件 

   本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場

合」と同じであることから，有効性評価の条件は「3.1.2.2(2) 有効性評

価の条件」と同じである。この他に，本評価事故シーケンスを評価する上

で着目すべき主要な解析条件を第 3.4-1 表に示す。また，主要な解析条件

について，本評価事故シーケンス特有の解析条件を以下に示す。 

  ａ．初期条件 

   (a) 初期酸素濃度 

     格納容器の初期酸素濃度，水の放射線分解によって発生する水素及

び酸素を考慮することとする。格納容器の初期酸素濃度は，運転上許

容される上限の 2.5vol％とする。 

  ｂ．事故条件 

   (a) 炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量 

     炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解析コードＭ

ＡＡＰの評価結果と全炉心内のジルコニウム量の 75％が水と反応し

た場合について，水素燃焼の観点から厳しい値を考慮し，ＭＡＡＰに

よる評価結果から得られた値を用いた。これは，窒素置換による格納

容器内雰囲気の不活性化によって運転中の格納容器内の酸素濃度が低

く管理されていること及び解析コードＭＡＡＰの評価結果であっても

204



3.4-5 

水素濃度が 13vol％を超えることを考慮すると，酸素濃度の上昇の観

点から厳しいシーケンスとすることが適切と考えたためである。仮に

全炉心内のジルコニウム量の 75％が水と反応し，水素が発生した場

合，格納容器内の水素濃度が増加するため，相対的に水の放射線分解

で発生する酸素の濃度は低下する。 

   (b) 水の放射線分解による水素及び酸素の発生割合 

     水の放射線分解によって発生する水素及び酸素の発生量は，解析コ

ードＭＡＡＰで得られる崩壊熱をもとに評価する。ここで，水素及び

酸素の発生割合（Ｇ値（100eV 当たりの分子発生量），以下，「Ｇ値」

という。）は，それぞれ 0.06，0.03 とする。また，原子炉冷却材に

よる放射線エネルギの吸収割合は，原子炉圧力容器内については，β

線，γ線ともに 0.1，原子炉圧力容器外の核分裂生成物については，

β線，γ線ともに 1 とする。 

（添付資料 3.4.6） 

   (c) 金属腐食等による水素発生量 

     格納容器内の亜鉛の反応や炉内構造物の金属腐食によって発生する

水素の発生量は，ジルコニウム－水反応による水素発生量に比べて少

なく，また，水素の発生は，格納容器内の水素濃度を上昇させ，酸素

濃度を低下させると考えられることから，金属腐食等による水素発生

量は考慮しない。 

（添付資料 3.1.2.4） 

 (3) 有効性評価の結果 

   本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場
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合」と同じであることから，有効性評価の結果は「3.1.2.2(4) 有効性評

価の結果」と同じである。この他に，本評価事故シーケンスを評価する上

で着目すべき評価結果として，格納容器圧力，格納容器雰囲気温度，ドラ

イウェル及びサプレッション・チェンバの気相濃度（ウェット条件，ドラ

イ条件）の推移を第 3.4-1 図から第 3.4-6 図に，事象発生から 7 日後

（168 時間後）の酸素濃度を第 3.4-2 表に示す。 

  ａ．事象進展 

    事象進展は 3.1.2.2(4)ａ.と同じである。 

    上記の事象進展に伴い，主に炉心の露出から炉心再冠水までの間に，

全炉心のジルコニウム量の約 11％が水と反応して水素が発生する。ま

た，炉心の冠水に伴い，事象発生から約 2.7 時間後にジルコニウム－水

反応は停止する。発生した水素は原子炉圧力容器内で発生する蒸気とと

もに，破断口からドライウェルに流入する。また，原子炉圧力容器内及

びサプレッション・チェンバ内における核分裂生成物による水の放射線

分解により水素及び酸素が発生する。代替循環冷却系による格納容器除

熱の開始後は，サプレッション・チェンバ内で蒸気の凝縮が進むことに

伴い，格納容器内の酸素濃度が相対的に上昇する。その後，格納容器内

酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達した時点で，可搬型窒素供

給装置を用いた格納容器（サプレッション・チェンバ）内への窒素供給

操作を実施することで，格納容器内酸素濃度の上昇が抑制される。なお，

可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内への窒素供給は，格納容器圧力

が 310kPa[gage]に到達した時点で停止する。 

  ｂ．評価項目等 

    格納容器内の水素濃度は，事象発生直後から 13vol％を上回るが，格

納容器内酸素濃度が 4.0vol％（ドライ条件）に到達した時点で可搬型
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窒素供給装置を用いた格納容器内への窒素供給を行うことによって，ド

ライ条件における酸素濃度の最高値は約 4.0vol%であり，可燃限界を下

回る。 

その後も水素濃度及び酸素濃度を監視し,格納容器内の水素及び酸素

濃度が可燃領域に至る可能性のある場合については,格納容器ベントに

よって, その水素濃度及び酸素濃度を低減することで，安定状態を維持

できる。 

本評価では，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」に

示す(6)の評価項目について，酸素濃度をパラメータとして対策の有効

性を確認した。また，(7)の評価項目について，可燃性ガスの燃焼が生

じないことを確認した。(7)の評価項目のうち，可燃性ガスの蓄積によ

る(1)の評価項目への影響については，評価事故シーケンス及び格納容

器破損防止対策が同じである「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用

する場合」にて評価項目を満足することを確認している。 

なお，本評価は選定された評価事故シーケンスに対する，「1.2.2.2 

有効性を確認するための評価項目の設定」に示す(6)の評価項目につい

て対策の有効性を評価するものであり，ペデスタル（ドライウェル部）

に溶融炉心が落下しない場合の評価であるが，溶融炉心がペデスタル

（ドライウェル部）に落下した場合の溶融炉心・コンクリート相互作用

による水素発生の影響については，「3.5 溶融炉心・コンクリート相互

作用」において，「1.2.2.2 有効性を確認するための評価項目の設定」

に示す(6)及び(7)の評価項目について対策の有効性を確認できる。 

（添付資料 3.4.3） 
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3.4.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価 

  本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合」

と同じであることから，解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価は

「3.1.2.3 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価」と同様である。

よって以下では，格納容器破損モード「水素燃焼」を評価する上で着目すべ

き不確かさの影響評価結果を示す。 

 (1) 解析コードにおける重要現象の不確かさの影響評価 

   本評価事故シーケンスにおける，解析コードにおける重要現象の不確か

さの影響評価は，「3.1.2.3(1) 解析コードにおける重要現象の不確かさ

の影響評価」と同様である。 

 (2) 解析条件の不確かさの影響評価 

  ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件 

    初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機器条件は，

「3.1.2.3(2)ａ．初期条件，事故条件及び重大事故等対策に関連する機

器条件」と同様であるが，本評価事故シーケンスを評価する上で，事象

進展に有意な影響を与えると考えられる項目に関する影響評価の結果を

以下に示す。 

   (a) 運転員等操作時間に与える影響 

     初期条件の初期酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％に対して最確条

件は約 1～2vol％であり，解析条件の不確かさとして，最確条件とし

た場合には，初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シーケンスに

おける格納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられるため，格納容器内

208



3.4-9 

の酸素濃度を操作開始の起点としている可搬型窒素供給装置を用いた

格納容器内への窒素供給の開始時間は遅くなることから，運転員等操

作時間に対する余裕は大きくなる。 

     事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解

析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％ が水と反応して発生

する水素量に対して最確条件は事象進展に依存するものであり，解析

条件の不確かさとして，最確条件とした場合には水素発生量が変動す

る可能性があるが，本評価事故シーケンスにおいては，水素発生量を

操作開始の起点としている運転員等操作はないことから，運転員等操

作時間に与える影響はない。 

 金属腐食等による水素発生量は，最確条件とした場合には水素発生

量が増加するため，本評価事故シーケンスにおける格納容器内の酸素

濃度推移が低く抑えられるがため，格納容器内の酸素濃度を操作開始

の起点としている可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内への窒素供

給の開始時間は遅くなることから，運転員等操作時間に対する余裕は

大きくなる。 

     事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水素：0.06，

酸素：0.03 に対して最確条件は同じであるが，Ｇ値の不確かさによ

り水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増加する場合，格納容器

内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可能性がある。その場合

には，格納容器圧力逃がし装置を使用し，格納容器内の気体を排出す

る必要がある。なお，格納容器圧力逃がし装置に係る運転員等の操作

については，「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」において，

成立性を確認している。 

（添付資料 3.4.4） 
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   (b) 評価項目となるパラメータに与える影響 

     初期条件の初期酸素濃度は，解析条件の 2.5vol％に対して最確条

件は約 1～2vol％であり，本解析条件の不確かさとして，最確条件と

した場合には初期酸素濃度が低くなるため，本評価事故シーケンスに

おける格納容器内の酸素濃度推移が低く抑えられることから，評価項

目となるパラメータの判断基準に対する余裕は大きくなる。 

     事故条件の炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量は，解

析条件の全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％ が水と反応して発生

する水素量に対して，最確条件は事象進展に依存するものであり，解

析条件の不確かさとして，最確条件とした場合には，水素発生量が変

動する可能性がある。炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生

量は，運転員等操作である低圧代替注水系（常設）による原子炉注水

の操作開始時間に依存して変動するが，低圧代替注水系（常設）によ

る原子炉注水の操作開始時間については，「3.1.2.3(2)ｂ．操作条件」

にて解析上の操作開始時間と実態の操作開始時間はほぼ同等と評価し

ており，炉心内のジルコニウム－水反応による水素発生量に与える影

響は小さい。仮に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開

始が大幅に早まった場合，第 3.4-7 図及び第 3.4-8 図 に示すとおり，

全炉心内のジルコニウム量の約 15.3％ が水と反応し，炉心内のジル

コニウム－水反応による水素発生量は 5 割程度増加 するが，ドライ

条件における酸素濃度は，酸素の蓄積が最も進む事象発生から 7 日後

においても約 2.4vol％ であり，可燃限界を下回る。また，本評価に

おける酸素濃度と同等の値であることから，評価項目となるパラメー

タに与える影響は小さい。また，仮に低圧代替注水系（常設）による

原子炉注水の操作開始が遅れた場合，第 3.4-9 図及び第 3.4-10 図 に
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示すとおり，全炉心内のジルコニウム量の約 7.6% が水と反応し，炉

心内のジルコニウム－水反応による水素ガス発生量は 1 割程度減少 

するが，ドライ条件における酸素濃度は，酸素の蓄積が最も進む事象

発生から 7 日後においても約 2.6vol% であり，可燃限界を下回る。

また，本評価における酸素濃度と同等の値であることから，評価項目

となるパラメータに与える影響は小さい。 

     金属腐食等による水素発生量は，最確条件とした場合には水素発生

量が増加するため，本評価事故シーケンスにおける格納容器内の酸素

濃度推移が低く抑えられることから，評価項目となるパラメータの判

断基準に対する余裕は大きくなる。 

事故条件の水の放射線分解によるＧ値は，解析条件の水素：0.06，

酸素：0.03 に対して最確条件は同じであるが，本解析条件の不確か

さとして，Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が

大幅に増加する場合，格納容器内の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域

となる可能性がある。その場合には，格納容器圧力逃がし装置を使用

し，格納容器内の気体を排出することが可能であるため，評価項目と

なるパラメータに与える影響はない。 

     Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による酸素発生量が大幅に増

加する場合として，Ｇ値を設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃

度制御系の性能評価に用いているＧ値（沸騰状態の場合，水素：0.4，

酸素：0.2，非沸騰状態の場合，水素：0.25，酸素：0.125）を使用し

た感度解析を実施した。第 3.4-11 図から第 3.4-13 図 に示すとおり，

格納容器内の酸素濃度は，ドライ条件において事象発生から約 26.4

時間 で 4.3vol％に到達するが，格納容器圧力逃がし装置を用いた格

納容器内の気体の排出操作には十分な時間余裕がある。4.3vol％到達
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時点で格納容器内の気体の排出操作を実施すると，水蒸気とともに非

凝縮性が格納容器外に押し出される。また，可搬型窒素供給設備を用

いた格納容器内への窒素供給により，ドライ条件においても酸素濃度

は可燃限界である 5vol％に到達しないため，水素燃焼が発生するこ

とはない。

格納容器圧力逃がし装置による対応が生じる場合，その対応フロー

は「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）」のうち，「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」と同じで

あり，格納容器圧力逃がし装置等の操作が必要となる時間は，

「3.1.3 代替循環冷却系を使用しない場合」よりも，本感度解析によ

る評価結果の方が遅いことから，水素燃焼を防止する観点での事故対

応は十分に可能となる。大気中へのＣｓ－137 の総放出量の観点でも，

本感度解析による評価結果の方が，事象発生から格納容器内の気体の

排出操作までの時間が長いことから，「3.1.3 代替循環冷却系を使用

しない場合」の評価結果である約 3.6TBq を超えることはなく，評価

項目である 100TBq を十分に下回る。 

（添付資料 3.4.1，3.4.4, 3.4.5） 

  ｂ．操作条件 

    本評価事故シーケンスにおける操作条件は，「3.1.2.3(2)ｂ. 操作条

件」と同様である。 

 (3) 操作時間余裕の把握 

   本評価事故シーケンスにおける操作時間余裕の把握は「3.1.2.3(3) 操

作時間余裕の把握」と同様である。 
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 (4) まとめ 

   解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価の範囲として，運転員等

操作時間に与える影響，評価項目となるパラメータに与える影響及び操作

時間余裕を確認した。その結果，解析コード及び解析条件の不確かさが運

転員等操作時間に与える影響等を考慮した場合においても，評価項目とな

るパラメータに与える影響は小さい。この他，評価項目となるパラメータ

に対して，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間には時間

余裕がある。 

3.4.4 必要な要員及び資源の評価 

  本評価事故シーケンスは，「3.1 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」のうち，「3.1.2 代替循環冷却系を使用する場合」

と同じであることから，必要な要員及び資源の評価は「3.1.2.4 必要な要員

及び資源の評価」と同じである。 

3.4.5 結論 

  格納容器破損モード「水素燃焼」では，ジルコニウム－水反応等によって

発生した水素と，水の放射線分解によって発生した酸素が格納容器内で反応

することによって激しい燃焼が生じ，格納容器の破損に至ることが特徴であ

る。格納容器破損モード「水素燃焼」に対する格納容器破損防止対策として

は，窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化を実施している。 

  格納容器破損モード「水素燃焼」では，酸素濃度が他のプラント損傷状態

よりも相対的に高くなる可能性が考えられ，炉心損傷を防止できない事故シ

ーケンスとして抽出されている評価事故シーケンス「大ＬＯＣＡ＋高圧炉心

冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋全交流動力電源喪失」について，有効性評価
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を行った。 

  上記の場合においても，窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化によ

り，酸素濃度が可燃限界である 5vol％以下となることから，水素燃焼に至

ることはなく，評価項目を満足している。また，安定状態を維持できる。 

  解析コード及び解析条件の不確かさについて確認した結果，運転員等操作

時間に与える影響及び評価項目となるパラメータに与える影響は小さい。ま

た，対策の有効性が確認できる範囲内において，操作時間余裕について確認

した結果，操作が遅れた場合でも一定の余裕がある。 

  重大事故等対策時に必要な要員は，運転員及び災害対策要員にて確保可能

である。また，必要な水源，燃料及び電源については，外部支援を考慮しな

いとしても，7 日間以上の供給が可能である。 

  以上のことから，窒素置換による格納容器内雰囲気の不活性化等の格納容

器破損防止対策は，選定した評価事故シーケンスに対して有効であることが

確認でき，格納容器破損モード「水素燃焼」に対して有効である。 
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第 3.4-1 表 主要解析条件（水素燃焼） 

項目 主要解析条件 条件設定の考え方 

初
期
条
件

初期酸素濃度 2.5vol％ 運転上許容する値の上限として設定 

事
故
条
件

炉心内のジルコニウム－
水反応による水素発生量 

全炉心内のジルコニウム量の約
10.1％が水と反応して発生する
水素ガス量 

解析コードＭＡＡＰによる評価結果 

金属腐食等による水素発
生量 

考慮しない 酸素濃度を厳しく評価するものとして設定 

水の放射線分解による水
素ガス及び酸素ガスの発
生割合 

水素ガス：0.06 分子／100eV 
酸素ガス：0.03 分子／100eV 

重大事故時における格納容器内の条件を考慮して設定 

第 3.4-2 表 事象発生から 7日後（168 時間後）における酸素濃度※ 

 ウェット条件（vol％） ドライ条件（vol％） 

ドライウェル 約 2.5 約 2.6 

サプレッション・チェンバ 約 1.5 約 1.5 

※ 全炉心内のジルコニウム量の約 10.1％が反応した場合 

2
1
5
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第 3.4-1 図 格納容器圧力の推移 

第 3.4-2 図 格納容器雰囲気温度の推移 
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（℃）

原 子 炉 再 循 環 系 配 管 破 断 に よ る 蒸 気 流

出 ， 常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い

た 低 圧 代 替 注 水 系 （ 常 設 ） に よ る 原 子

炉 注 水 に 伴 う 原 子 炉 圧 力 器 内 で の 蒸 気

発 生 に よ り ， 格 納 容 器 圧 力 上 昇

最 大 圧 力  約 0.3 1MP a（ 約 163 時 間 後 ）  

格 納 容 器 圧 力 0.31M Pa [ga ge] 到 達 に て 可

搬 型 窒 素 供 給 装 置 に よ る 窒 素 供 給 停 止

格 納 容 器 酸 素 濃 度 （ ド ラ イ 条 件 ） 4.0 %到 達

に て 可 搬 型 窒 素 供 給 装 置 に よ る サ プ レ ッ シ

ョ ン ・ チ ェ ン バ へ の 窒 素 供 給 開 始 （ 約 84 時

間 後 ）

最 高 温 度  約 2 0 2℃ （ 壁 面 温 度  約 13 7℃ ）（ 約 0. 7 時 間 後 ）  

壁 面 最 高 温 度  約 13 9℃ （ 約 0.9 時 間 後 ）  

常 設 低 圧 代 替 注 水 系 ポ ン プ を 用 い た 代 替 格 納 容 器

ス プ レ イ 冷 却 系 （ 常 設 ） に よ る 格 納 容 器 雰 囲 気 温

度 上 昇 抑 制  

代 替 循 環 冷 却 系 に よ る 格 納 容 器 除 熱 に 伴 う 格 納 容

器 雰 囲 気 温 度 上 昇 抑 制  

0. 6 2 M P a [ g a g e ]  

2 0 0℃  

格

納

容

器

雰

囲

気

温

度
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3.4-17 

第 3.4-3 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ウェット条件） 

第 3.4-4 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ウェット条件） 
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格 納 容 器 ス プ レ イ に よ っ て ド ラ イ ウ ェ ル の 圧 力

が 低 下 し ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ と の 間 の

真 空 破 壊 装 置 が 開 放 さ れ る た め ， サ プ レ ッ シ ョ

ン ・ チ ェ ン バ の 気 体 が ド ラ イ ウ ェ ル に 流 入 し ，

非 凝 縮 性 ガ ス の 濃 度 が 上 昇 し 始 め る 。  

Ｌ Ｏ Ｃ Ａ 後 の ブ ロ ー ダ ウ ン に よ っ て ， ド

ラ イ ウ ェ ル に 存 在 す る 非 凝 縮 性 ガ ス が 水

蒸 気 と と も に サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ

に 送 り 込 ま れ ， 水 蒸 気 が ス ク ラ ビ ン グ に

よ っ て 凝 縮 さ れ る こ と に よ り ， サ プ レ ッ

シ ョ ン ・ チ ェ ン バ 内 は 非 凝 縮 性 ガ ス の 濃

度 が 高 い 状 態 と な る 。 ま た ， ド ラ イ ウ ェ

ル が 原 子 炉 圧 力 容 器 か ら の 水 蒸 気 の 放 出

に よ っ て 加 圧 さ れ ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ

ェ ン バ よ り も 圧 力 が 高 い 間 は 非 凝 縮 性 ガ

ス が サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ に 集 中 す

る こ と に な る 。  
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3.4-18 

第 3.4-5 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

第 3.4-6 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移 

（ドライ条件） 
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JOB NO. MA47BNT2AE--3H68003

格 納 容 器 ス プ レ イ に よ っ て ド ラ イ ウ ェ ル の 圧 力 が 低
下 し ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ と の 間 の 真 空 破 壊
装 置 が 開 放 さ れ る た め ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ
の 気 体 が ド ラ イ ウ ェ ル に 流 入 す る 。  

可搬型窒素供給装置による 

格納容器への窒素供給

窒素供給停止

可搬型窒素供給装置による 

格納容器への窒素供給

窒素供給停止
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3.4-19 

第 3.4-7 図 事象発生から 15 分後に原子炉注水を開始した場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

第 3.4-8 図 事象発生から 15 分後に原子炉注水を開始した場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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可搬型窒素供給装置による 
格納容器への窒素供給

酸素濃度 4.0％到達

サプレッション・チェンバからの 
窒素流入による窒素濃度上昇

窒素供給停止

窒素供給停止

ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力 の 低 下 に よ り 真 空 破 壊 装 置 が 作 動

し ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ の 気 体 が ド ラ イ ウ ェ
ルに移行することによる気相濃度の変化

酸素可燃限界(5vol%)

酸素可燃限界(5vol%)
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3.4-20 

第 3.4-9 図 事象発生から 50 分後に原子炉注水を開始した場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

第 3.4-10 図 事象発生から 50 分後に原子炉注水を開始した場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力 の 低 下 に よ り 真 空 破 壊 装 置 が 作 動

し ， サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ の 気 体 が ド ラ イ ウ ェ
ルに移行することによる気相濃度の変化

サプレッション・チェンバからの 
窒素流入による窒素濃度上昇

窒素供給停止

酸素濃度 4.0％到達

可搬型窒素供給装置による 
格納容器への窒素供給

窒素供給停止
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3.4-21 

第 3.4-11 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

格納容器圧力の推移
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約 26.4 時間後，格納容器ベント
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3.4-22 

第 3.4-12 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件）

第 3.4-13 図 Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の 

サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件）
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約 26.4 時間後，格納容器ベント
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添付資料 3.4.1 

添付 3.4.1-1 

Ｇ値を設計基準事故ベースとした場合の評価結果への影響について 

1. はじめに 

今回の評価では，電力共同研究[1][2]の成果を踏まえ，水の放射線分解にお

ける水素ガス及び酸素ガスのＧ値をG(H２)＝0.06，G(O２)＝0.03としている。

今回の評価で用いたＧ値は過去の複数回の実験によって測定した値であり，

重大事故環境下での水の放射線分解の評価に適した値と考えるが，実験にお

いてもＧ値にはばらつきが確認されたこと及び事故時の格納容器内の環境に

は不確かさがあることを考慮すると，Ｇ値については不確かさを考慮した取

り扱いが特に重要となる。 

実際の事故対応について，何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よ

りも早く上昇する場合，事象発生から 7 日が経過する前に酸素濃度が

4.3vol％を上回る可能性が考えられる。ここでは，何らかの要因によって酸

素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合を想定し，酸素濃度の上昇速度

の変化が評価結果及び事故対応に与える影響を確認した。 

なお，基本的に，炉心損傷を伴う事故シーケンスでは，原子炉水位の低下

や損傷炉心への注水により多量の水蒸気が発生するため，格納容器内がドラ

イ条件となることは考えにくい。ただし，水素燃焼による爆轟の可能性の有

無は，保守的にドライ条件における気相濃度によって判断する。 

2. 評価条件 

今回の申請において示した解析ケース（以下「ベースケース」という。）の

評価条件に対する変更点は以下のとおり。この他の評価条件は，ベースケー

スと同等である。 
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添付 3.4.1-2 

 ・水の放射線分解における水素ガス及び酸素ガスのＧ値を，G(H２)＝0.4，G(O

２)＝0.2 とした。この値は設計基準事故対処設備である可燃性ガス濃度制

御系の性能を評価する際に用いている値であり，設計基準事故環境下に対

しても一定の保守性を有する値である。設計基準事故環境下に比べ，重大

事故環境下ではＧ値が低下する傾向にあることから，重大事故環境下にお

けるＧ値の不確かさとして考慮するには十分に保守的な値である。 

 ・格納容器内の初期酸素濃度はベースケースと同様 2.5vol％とした。 

 ・事象発生から 7 日が経過する前に，水素濃度及び酸素濃度がともに可燃限

界を上回る場合には，格納容器圧力逃がし装置によって格納容器内の気体

を環境中に排出し，格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を低減する。 

3. 評価結果 

評価結果を第 1 図から第 4 図に示す。また，評価結果のまとめを第 1 表に

示す。 

ドライ条件において，第 3 図及び第 4 図に示すとおり，酸素濃度は事象発

生から約 26.4 時間後に 4.3vol％に到達した。このため，本評価では酸素濃

度が 4.3vol％に到達した約 26.4 時間時点でウェットウェルベントを実施す

ることになるため，格納容器内の水素濃度及び酸素濃度は大幅に低下し，水

素濃度及び酸素濃度は可燃限界未満に抑制された。 

4. まとめ 

何らかの要因によって酸素濃度が今回の評価よりも早く上昇する場合の評

価結果への影響を確認した結果，評価項目となる酸素濃度は，事象発生から

7 日が経過する前に 4.3vol％に到達するが，格納容器圧力逃がし装置による

環境中への格納容器内の気体の排出によって水素濃度及び酸素濃度を可燃限
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添付 3.4.1-3 

界未満に抑制できることを確認した。 

今回の感度解析に用いたＧ値は十分に保守的と考えられる値を用いたこと

から，仮に事故に至った場合でも，水の放射線分解に伴う酸素濃度の上昇速

度は今回の感度解析の結果を十分下回るものと考えられるが，仮に酸素濃度

の上昇速度が今回の感度解析の結果のとおりであっても，格納容器圧力逃が

し装置による環境中への格納容器内の気体の排出までには約 26.4 時間の時

間余裕があることを確認した。 

格納容器圧力逃がし装置による対応が生じる場合，その対応フローは大破

断ＬＯＣＡ後に代替循環冷却系を使用しない場合と同じであり，前述のケー

スよりも格納容器圧力逃がし装置による環境中への格納容器内の気体の排出

までの時間余裕が確保されることから，水素燃焼を防止する観点での事故対

応は十分に可能と考えられる。環境中に放出される核分裂生成物（Ｃｓ－137）

の観点でも，大破断ＬＯＣＡ後により短い時間（事象発生から約 19 時間）で

格納容器圧力逃がし装置による排出を実施する場合について評価し，評価項

目である 100TBq を十分に下回ることを確認していることから，格納容器圧力

逃がし装置による対応は可能と考える。 

5. 参考文献 

 [1]「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研究」（ＢＷＲ電

力共同研究，平成 12 年 3 月） 

 [2]「事故時放射線分解に関する研究」（ＢＷＲ電力共同研究，昭和 63 年 3 月） 

以上 
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添付 3.4.1-4 

第 1 表 Ｇ値の変更に伴う評価項目への影響（ドライ条件） 

項目 
感度解析 

(G(H2) = 0.4, G(O2) = 0.2)

ベースケース 
(G(H2) = 0.06,  

G(O2) = 0.03)

評価項目 

酸素濃度 
（ドライウ

ェル） 

事象発生から約 26.4 時
間後にドライウェルにお
いて 4.3％に到達するた
め，約 26.4 時間時点での
ウェットウェルベント実
施によって，ドライウェ
ル及びサプレッション・
チェンバともに4.3vol％
未満に低減できる 

約 2.6vol％ 
（事象発生から 168 時

間後） 

4.3vol％ 
未満 

酸素濃度 
（サプレッ
ション・チ
ェンバ）

約 1.5vol％ 
（事象発生から 168 時

間後）
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添付 3.4.1-5 

第 1 図 格納容器圧力の推移 

第 2 図 格納容器雰囲気温度の推移  
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約 26.4 時間後，格納容器ベントの実施

約 26.4 時間後，格納容器ベントの実施
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添付 3.4.1-6 

第 3 図 ドライウェルの気相濃度の推移（ドライ条件） 

第 4 図 サプレッション・チェンバの気相濃度の推移（ドライ条件） 
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約 26.4 時間後，格納容器ベントの実施
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添付資料 3.4.2 

添付 3.4.2-1 

水の放射線分解の評価について 

1. 水の放射線分解の考慮 

水がγ線等の放射線エネルギを吸収すると非常に短時間の間に水の放射線

分解が起こり，Ｈ（水素原子），ＯＨラジカル，ｅａｑ
＋（水和電子），ＨＯ２

ラジカル，Ｈ＋（水素イオン）及び分子生成物のＨ２，Ｈ２Ｏ２（過酸化水素）

を生じる。また，これらの反応と並行して以下の化学反応が生じ，Ｈ２がＯ

Ｈラジカルと反応して水に戻る等の再結合反応が起こる。なお，酸素は過酸

化水素の分解によって生成される。 

   Ｈ２＋ＯＨ→Ｈ＋Ｈ２Ｏ  式① 

   Ｈ＋Ｈ２Ｏ２→ＯＨ＋Ｈ２Ｏ 式② 

   Ｈ＋ＯＨ→Ｈ２Ｏ  式③ 

格納容器破損モード「水素燃焼」における重大事故等対策の有効性評価で

は，水の放射線分解による水素及び酸素の生成をモデル化している。 

東海第二発電所は，運転中，格納容器内が窒素で置換されている。炉心損

傷に至った場合及びその後の圧力容器破損後には，水－ジルコニウム反応や

コア・コンクリート反応等，水素については多量に放出されるメカニズムが

考えられるものの，酸素に関しては水の放射線分解が支配的な生成プロセス

である。水素に関しては上記の反応によって比較的短時間で可燃限界の濃度

を超えることから，格納容器内の気体の濃度を可燃限界以下に維持する観点

では酸素濃度を低く維持することが重要となる。 

以下では，この酸素の支配的な生成プロセスである水の放射線分解につい

て，本評価で用いた考え方を示す。 
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2. 水の放射線分解による水素及び酸素量の計算 

水の放射線分解による水素及び酸素の生成量は以下の式（１）で算出して

いる。 

tGEQn
decay 2319 1002.6

1
100106.1

  式（１） 

  式（１）のパラメータは以下のとおり。 

n   ：水の放射線分解による水素（酸素）発生量[mol] 

decay
Q  ：崩壊熱[W] 

E  ：放射線吸収割合[-] 

   －炉内   ：β線，γ線ともに 0.1 

   －炉外のＦＰ：β線，γ線ともに 1 

G  ：実効Ｇ値[分子／100eV] 

   －水素 ：G(H2)＝0.06 

   －酸素 ：G(O2)＝0.03 

t  ：タイムステップ[sec] 

放射線吸収割合について，炉内については，炉心から放出される放射線が

水に吸収される割合を解析によって評価した結果，約 1％となったことから，

これを保守的に考慮して 10％とした。また，炉外のＦＰについては水中に分

散していることを考慮し，保守的に放射線のエネルギの 100％が水の放射線

分解に寄与するものとした。［１］

今回はβ線及びγ線を考慮の対象とし，α線については考慮の対象として

いない。α線については飛程が短いため，大部分が溶融炉心等に吸収される

ものと考え，α線による水の放射線分解への寄与は無視できるものとした。

また，本評価では電力共同研究（以下「電共研」という。）において求めたＧ

値を用いているが，これはγ線源による照射によって得られた実験結果であ
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る。β線はγ線に比べて飛程が短いことから溶融炉心等に吸収され易く，γ

線源による実験結果のＧ値をβ線に対して適用することは，放射線分解に伴

う水素及び酸素濃度を多く見積もる点で保守的な取り扱いと考えられる。 

放射線の吸収エネルギ 100eV 当りに生成する原子・分子数をＧ値と呼ぶ。

Ｇ値には水の放射線による分解作用のみを考慮した初期Ｇ値と，これに加え

て放射線分解による生成物が再結合して水分子等に戻る化学反応の効果を考

慮した実効Ｇ値がある。 

照射が始まり，放射線分解による生成物が増加すると，その生成物の濃度

に応じて生成物が再結合して水に戻る等の化学反応も増加するため，水素分

子及び酸素分子の生成割合は照射初期から徐々に低下する。水素濃度や酸素

濃度の水の吸収線量との関係の傾向は，一時的に水素濃度や酸素濃度の上昇

ピークが現れるのではなく，水素濃度や酸素濃度の上昇が徐々に抑制されて

いく形の曲線となる。格納容器内の濃度上昇というマクロな現象を評価する

観点では再結合等の化学反応の効果を含めた実効Ｇ値を用いることが適切で

あると考えられるため，本評価では実効Ｇ値を用いる。また，実効Ｇ値には

電共研の実験結果［２］に基づく値を用いた。 

3. 格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法 

  放射線分解を考慮した格納容器内の水素・酸素濃度の評価方法は次のとお

り。また，格納容器内の水素・酸素濃度の評価の流れを第 1 図に示す。 

ＭＡＡＰ解析から得られる各コンパートメントの窒素モル数から，格納容

器の初期酸素濃度を 2.5vol％とした時の酸素モル数と窒素モル数を計算

する。 

各コンパートメントにおける崩壊熱から，水の放射線分解による酸素発生

量と水素発生量を計算する。 
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上記を重ね合わせることにより，格納容器内の気相濃度を計算する。 
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第 1 図 水素・酸素濃度の評価フロー図 

窒素モル数

NN2

水素モル数

NH2

崩壊熱 

水蒸気モル数

NH2O

MAAP 解析結果 

初期酸素濃度2.5%を 
考慮した時の窒素モル数 

N’N2=NN2×(1-0.025) 

窒素モル数 

N’N2

初期酸素濃度2.5%を 
考慮した時の酸素モル数 

NO2=NN2×0.025 

放射線分解 

による 

発生酸素 

モル数 

ΔNO2

放射線分解 

による 

発生水素 

モル数 

ΔNH2

酸素モル数 

NO2＋ΔNO2

水素モル数 

NH2＋ΔNH2

水蒸気モル数 

NH2O

D/W⇔S/C

間の酸素 

移行量評価 

D/W⇔S/C

間の水素 

移行量評価 

初期酸素濃度および放射線 

分解を考慮した時のモル数 
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添付 3.4.3-1

安定状態について 

 「水素燃焼」時の安定状態については以下のとおり。 

納容器安定状態： 

 本評価では，事象発生から 90 分で代替循環冷却による格納容器除熱

を実施する。これにより，7 日後まで格納容器ベントを実施しない状

態で格納容器の機能を維持可能な事象進展となっている。 

【安定状態の維持について】 

 本評価における格納容器ベントを実施しない状態を 7 日後以降も継

続する場合，水の放射線分解によって発生する酸素の蓄積により，い

ずれは格納容器ベント実施基準である 4.3vol％（ドライ条件）に到達

する。 

 このため，事象発生から 7 日間が経過した以降も水素濃度及び酸素

濃度を監視するとともに，状況に応じて酸素濃度の低減（可燃性ガス

濃度制御系の運転等）を行い，格納容器内が可燃限界の濃度に到達す

ることを防止する。また，重大事故等対処設備以外の設備の機能の復

旧等も考慮し，格納容器圧力及び温度の低下操作や格納容器内の窒素

ガス置換を試みる。これらの対応が困難であり，格納容器内の水素及

び酸素濃度が可燃限界に到達する場合については，格納容器ベントに

より，その水素及び酸素濃度を低減することにより安定状態を維持で

きる。 
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解析コード及び解析条件の不確かさの影響について 
第 1 表  解析条件を最確条件とした場合に運転員等操作時間及び評価項目となるパラメータに与える影響 

項 目 

解析条件（初期条件，事故条件） 

の不確かさ 条件設定の考え方 運転員等操作時間に与える影響 評価項目となるパラメータに与える影響 

解析条件 最確条件 

初
期
条
件

初期酸素濃度 2.5vol％ 
約 1vol％～ 

約 2vol％ 

運転上許容する値の上限

として設定 

最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くな

るため，本評価事故シーケンスにおける格納容

器内の酸素濃度推移が低く抑えられるため，格

納容器内の酸素濃度を操作開始の起点として

いる可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内

への窒素供給の開始時間は遅くなることから，

運転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。

最確条件とした場合は，初期酸素濃度が低くな

るため，本評価事故シーケンスにおける格納容

器内の酸素濃度推移が低く抑えられることか

ら，評価項目となるパラメータに対する余裕は

大きくなる。 

事
故
条
件

炉心内のジル

コニウム－水

反応による水

素発生量 

全炉心内のジルコ

ニウム量の約

10.1％が水と反応

して発生する水素

量 

事象進展による 
解析コードＭＡＡＰによ

る評価結果 

最確条件とした場合は，水素発生量が変動する

可能性があるが，本評価事故シーケンスにおい

ては，水素発生量を操作開始の起点としている

運転員等操作はないことから，運転員等操作時

間に与える影響はない。 

最確条件とした場合は，水素発生量が変動する

可能性がある。炉心内のジルコニウム－水反応

による水素発生量は，運転員等操作である低圧

代替注水系（常設）による原子炉注水の操作開

始時間に依存して変動するため，低圧代替注水

系（常設）による原子炉注水の操作時間が早ま

る場合について感度解析を行い，評価項目とな

るパラメータに与える影響が小さいことを確

認した。 

（添付資料 3.4.5）

金属腐食等に

よる水素発生

量 

考慮しない 考慮する 
酸素濃度を厳しく評価す

るものとして設定 

最確条件とした場合は，水素発生量が増加する

ため，本評価事故シーケンスにおける格納容器

内の酸素濃度推移が低く抑えられるため，格納

容器内の酸素濃度を操作開始の起点としてい

る可搬型窒素供給装置を用いた格納容器内へ

の窒素供給の開始時間は遅くなることから，運

転員等操作時間に対する余裕は大きくなる。 

最確条件とした場合は，水素発生量が増加する

ため，本評価事故シーケンスにおける格納容器

内の酸素濃度推移が低く抑えられることから，

評価項目となるパラメータに対する余裕は大

きくなる。 

水の放射線分

解による水素

及び酸素の発

生割合 

水素： 

0.06 分子／100eV

酸素： 

0.03 分子／100eV

水素： 

0.06 分子／100eV

酸素： 

0.03 分子／100eV

重大事故における格納容

器内の条件を考慮して設

定 

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による

酸素発生量が大幅に増加する場合，格納容器内

の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可

能性がある。その場合には，格納容器圧力逃が

し装置を使用し，格納容器内の気体を排出する

必要があるが，ベント開始までの時間は事象発

生から約 26.4 時間後の操作であり，準備時間

が確保できるため，時間余裕がある。 

（添付資料 3.4.1）

Ｇ値の不確かさにより水の放射線分解による

酸素発生量が大幅に増加する場合，格納容器内

の酸素濃度が可燃領域又は爆轟領域となる可

能性がある。その場合には，格納容器圧力逃が

し装置を使用し，格納容器内の気体を排出する

ことで可燃領域の到達を防止することが可能

であり，評価項目となるパラメータに与える影

響はない。 

（添付資料 3.4.1）

添
付

資
料

3
.
4
.
4

2
3
5



添付資料 3.4.6 

添付 3.4.6-1 

シビアアクシデント条件下で用いるＧ値の設定について 

1. これまでの許認可解析に用いたＧ値と今回の申請で採用したＧ値について 

従来，Ｇ値は可燃性ガス濃度制御系性能評価解析（以下「ＦＣＳ性能解析」

という。）で使用しており，以前にはその値として，Regulatory Guide 

1.7(Rev.2)の記載に基づき G(H2)/G(O2)=0.5/0.25 が使用されていた。この

値は Regulatory Guide1.7 の前身である Safety Guide 7(1971 年 3 月)[1]に

記載されている。当時，既に一般的知見として，水の放射線分解の短時間内

の一次反応に基づくＧ値（以下「初期Ｇ値」という。）は G(H2)=0.43～0.45

となることが知られており，Regulatory Guide 1.7(Rev.2)のＧ値はこの初

期Ｇ値を包絡するものとなっている。 

しかし，この初期Ｇ値は水の放射線分解の一次反応に基づく値であるため，

その後の二次反応，つまり水素と酸素の再結合反応を含めた最終的な水素，

酸素の発生割合を示す実効的なＧ値（以下「実効Ｇ値」という。）に比べて

かなり大きい値となる。 

格納容器内の可燃性ガス濃度の評価において必要となるのは，正味の発生

割合を表す実効Ｇ値である。これに関して，電力共同研究「事故時放射線分

解に関する研究」(昭和 61～62 年度)[2]（以下「基本実験」という。）におい

て水の放射線分解に関する実験を実施し，可燃性ガス濃度系性能評価条件下

での実効Ｇ値として次の結果を得た。 

    沸騰状態 ：G(H2)＜0.4，G(O2)＜0.2 

    非沸騰状態：G(H2)＜0.25，G(O2)＜0.125 

この結果に基づき，東海第二発電所等の沸騰水型原子力発電所では，可燃

性ガス濃度の評価[3]において，沸騰状態で G(H2)/G(O2)=0.4/0.2，非沸騰状

態で G(H2)/G(O2)=0.25/0.125 を採用している。 
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基本実験では，重大事故条件を想定した環境下でも実験を実施しており，

実効Ｇ値として次の結果を得ている。 

    沸騰状態 ：G(H2)＜0.27，G(O2)≒0 

    非沸騰状態：G(H2)＜0.06，G(O2)＜0.03 

この結果に基づき，今回の申請では，水素燃焼の評価において，非沸騰状

態でのＧ値（G(H2)/G(O2)=0.06/0.03）を採用している。 

また，電力共同研究「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関

する研究（以下「追加実験」という。）」[4]において，水の放射線分解に係る

追加実験を行った。追加実験では，試験条件の温度，沸騰状態，水素濃度，

よう素濃度の感度によるＧ値への影響を確認しており，基本実験の結果を用

いることは妥当であることを確認している。 

2. 電力共同研究「事故時放射線分解に関する研究」（基本実験） 

2.1 基本実験の概要 

 (1) 実験装置及び実験方法 

基本実験では，ＢＷＲの実機事故条件を模擬した水の放射線分解実験を

実施することにより，種々の事故条件下で生成される可燃性ガスの生成割

合（Ｇ値）の検討を行った。 

実験に使用した実験装置を第 1 図及び第 2 図に示す。非沸騰実験では 15

リットルの硬質ガラス製照射容器を使用。また，沸騰実験では 1.8 リット

ルのステンレス製照射容器を使用している。 

実験は，照射容器内に純水を所定量注入した後，高純度アルゴン（Ａｒ）

ガスで脱気し，水素ガス，酸素ガスボンベを用いて雰囲気条件（気液相の

水素，酸素初期濃度）を設定する。その後，よう素，鉄，銅等の不純物を

所定量添加し，循環ポンプで均一混合させる。沸騰実験の場合，更にマン
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トルヒータにより加熱，沸騰させる。 

全ての条件が定常状態に達した後，Ｃｏ－60 の γ 線源に照射を開始，

水の放射線分解で生成される水素，酸素濃度を溶存水素計（ＤＨ計），溶存

酸素計（ＤＯ計）及びガスクロマトグラフで測定する。水の吸収線量は，

水を媒体とした標準的な換算係数を用いて評価した。 

実機の事故条件を考慮して，実験ではＬＯＣＡ条件，ＦＣＳ性能解析条

件及び重大事故条件の三種類の条件を想定し，各条件下でＧ値の実測を実

施した。 

なお，以下で示す第 3 図から第 8 図は，連続測定である液相中の濃度を

除き，サンプリングにより計測された濃度測定値に基づいてフィッティン

グを行っている。 

 (2) 試験条件及び実験結果 

第 1 表に実験でのパラメータ設定範囲と実機の想定事故条件との比較を

示す。実機の想定事故条件は，実機の事故時の環境条件及び照射設備を考

慮して設定した。 

実験結果を第 2 表，第 3 図から第 8 図に示す。 

実験結果は，γ線の吸収線量に対する液相中及び気相中の水素及び酸素

濃度（絶対量）で整理している。また，γ線の吸収線量とこれによる分子

量の増加量から実効Ｇ値を求めている。 

なお，Ｇ値とは 100eV の放射線エネルギー吸収により発生する分子数で

あるが，水の放射線分解で生成する水素及び酸素は，水中で起こる化学反

応により分子数が変化するため，ここでは，化学反応による変化（よう素

等の不純物の影響）を考えに入れた値を実効Ｇ値として評価している。 

ａ．ＬＯＣＡベースの結果：第 3 図，第 4 図 
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添付 3.4.6-4 

非沸騰条件の場合には，液相中及び気相中の水素及び酸素濃度にほと

んど変化がないことから，実効Ｇ値は 0 と見なしうる。 

沸騰条件の場合には，水素濃度の実効Ｇ値は，照射開始初期は約 0.4

分子/100eVと高いが，その後に安定し0.2分子/100eV程度になる。また，

酸素濃度の場合は 0 と見なしうる。 

沸騰実験で得られた実効Ｇ値は，非沸騰実験に比べガスの気相への移

行速度が大きくなるため全般に大きくなる。 

ｂ．ＦＣＳ性能解析ベースの結果：第 5 図，第 6 図 

非沸騰条件の場合には，得られた実効Ｇ値として水素は 0.14 分子

/100eV，酸素は 0.06 分子/100eV である。 

沸騰条件の場合には，照射開始初期の水素は 0.43 分子/100eV だが，

その後安定し 0.36 分子/100eV 程度になる。また，酸素は 0.14 分子/100eV

である。 

ＦＣＳ性能解析では，沸騰条件の水素のＧ値として実験結果の 0.36

分子/100eV に余裕を見て 0.4 分子/100eV の一定値を用いている。 

ｃ．重大事故ベースの結果：第 7 図，第 8 図 

非沸騰条件の場合には，初期水素濃度が高いことによる抑制効果（再

結合効果）によって，得られた実効Ｇ値として水素は 0.06 分子/100eV，

酸素は0.03分子/100eVとなり，ＦＣＳ性能解析ベースの約半分である。 

沸騰条件の場合には，非沸騰条件の場合と同様，水素による抑制効果

により実効Ｇ値は低減され，水素は 0.27 分子/100eV，酸素はほぼ 0 にな

る。 

 (3) 実験から得られた知見 

以上の実験結果及び他のパラメータ実験結果からの知見を以下に示す。 
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添付 3.4.6-5 

ａ．よう素放出のないＬＯＣＡ条件下，非沸騰状態での実効Ｇ値は水素，

酸素のいずれも 0 と見なしうる。ＬＯＣＡ条件下での実効Ｇ値は以下

の値となる。 

     沸騰状態 ：G(H2)＜0.2，G(O2)＜0.1 

ｂ．多量のよう素放出と小さな金属－水反応を仮定したＦＣＳ性能解析条

件下での実効Ｇ値は以下の値となる。 

     沸騰状態 ：G(H2)＜0.4，G(O2)＜0.2 

     非沸騰状態：G(H2)＜0.25，G(O2)＜0.125 

ｃ．多量のよう素放出と大きな金属－水反応を仮定した重大事故条件下で

の実効Ｇ値は以下の値となる。上記ｂ．のＦＣＳ性能解析条件下での

値より小さくなる理由は，金属－水反応によって格納容器中に水素が

多く存在するため，水素と酸素の再結合反応が促進されたことによる

ものと考えられる。 

     沸騰状態 ：G(H2)＜0.27，G(O2)≒0 

     非沸騰状態：G(H2)＜0.06，G(O2)＜0.03 

ｄ．ａ．～ｃ．により，実効Ｇ値はよう素放出量が高くなると増加し，金

属－水反応割合（水素放出量）が大きくなると減少する。 

ｅ．初期酸素濃度の実効Ｇ値に及ぼす影響は小さい。ただし，酸素濃度が

高くなると若干増加する傾向がある。 

ｆ．よう素以外の不純物（Ｆｅ２＋，Ｃｕ２＋等）の実効Ｇ値に及ぼす影響は

小さく，よう素を多量に含む場合は無視しうる。また，よう素を含ま

ない場合には実効Ｇ値を幾分増加させるが，Ｆｅ２＋については酸素を

減少させる傾向がある。 
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添付 3.4.6-6 

第 1 表 試験条件のパラメータ範囲と実機の想定事故条件との比較 

条件

パラメータ 
試験条件 

想定事故条件 

ＬＯＣＡ ＦＣＳ性能解析 重大事故 

初期水素濃度 

（金属－水反応）

初期酸素濃度 

初期よう素濃度 

（炉心からの放

出割合） 

不純物 

温度 

ｐＨ 
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添付 3.4.6-7 

第 2 表 実験結果 

事故条件 

パラメータ 
実測値（実効Ｇ値） 

[分子/100eV] 

金属－水 

反応割合 

初期酸素 

濃度 

よう素 

放出割合 

不純物 

添加 
温度 Ｇ（Ｈ２） Ｇ（Ｏ２） 

LOCA 

条件 

非沸騰 

沸騰 

FCS性能 

解析条件 

非沸騰 

沸騰 

重大事故 

条件 

非沸騰 

沸騰 
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添付 3.4.6-8 

第 1 図 非沸騰実験装置の概要 

第 2 図 沸騰実験装置の概要 
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添付 3.4.6-9 

第 3 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（LOCA ベース：非沸騰状態） 
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添付 3.4.6-10 

第 4 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（LOCA ベース：沸騰状態） 
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添付 3.4.6-11 

第 5 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（ＦＣＳ性能解析ベース：非沸騰状態） 
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添付 3.4.6-12 

第 6 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（ＦＣＳ性能解析ベース：沸騰状態） 
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添付 3.4.6-13 

第 7 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（苛酷事故ベース：非沸騰状態） 
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添付 3.4.6-14 

第 8 図 気相部と液相部における水素及び酸素濃度 

（苛酷事故ベース：沸騰状態）  
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添付 3.4.6-15 

2.2 基本実験の妥当性に関する補足 

  基本実験では，研究を進める上での手法の妥当性を確認するため，実験結

果に関係する過去の知見[5][6]との比較を行っている。また，この基本実験の

結果から得られたＧ値は，可燃性ガス濃度制御系の性能確認に使用されてい

る[3]。 

  以下，基本実験の概要について示す。また，基本実験の実験結果と本評価

おける各因子の相違と影響をまとめた結果を第 3 表及び第 4 表に示す。 

 (1) 実験方法について 

基本実験では，純水に対する照射を行い，照射量と水素及び過酸化水素

濃度について確認している。また，オークリッジ国立研究所（ＯＲＮＬ）

においても純水に対する照射の実験が行われており，照射量と水素濃度の

関係が報告されている[5]。これらの結果は，照射量に対する水素の生成割

合が照射開始から徐々に低下する点で同等の傾向を示している。純水に対

する照射試験について，基本実験及びＯＲＮＬにおける実験の概要を第 9

図及び第 10 図，実験の結果を第 11 図及び第 12 図に示す。 

基本実験では，上記の純水に対する照射を行った試験装置を用い，よう

素や水素濃度を上昇させた条件での実験を行っている。このことから，照

射及びこれに伴って生じる水素及び酸素の濃度を測定する点で，基本実験

での実験方法は妥当なものと考える。 

 (2) 添加物の影響とＧ値の増減 

水中に添加された場合にＧ値に影響を及ぼすよう素と水素について，添

加量とＧ値の変化の傾向について確認するとともに，過去の知見[6]と基本

実験の実験結果の傾向が同様であることを確認している。 
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添付 3.4.6-16 

ａ．よう素を添加した場合 

水中へのよう素の添加がＧ値を上昇させる側に作用することについて

は，従来から知られていたものの[5]，基本実験では実験系内によう素を

添加した場合についての添加量とＧ値の関係を確認している。傾向とし

て，よう素の添加量が増加すると水素及び酸素共にＧ値は上昇する傾向

を示している。また，この増加の要因は，式（１）の再結合反応が，式

（２）のよう素がＯＨラジカルを還元する反応によって阻害されること

によるものと考えられる。これは，式（２）の反応速度定数 k2 と式（１）

の反応速度定数 k1 に大きな差があることからも推定できる。 

    Ｈ２＋ＯＨ→Ｈ＋Ｈ２Ｏ k1＝3.5×10７mol/L/s  （１） 

    Ｉ－＋ＯＨ→Ｉ＋ＯＨ－ k2＝1.5×10１０mol/L/s （２） 

ｂ．よう素及び水素を添加した場合 

基本実験では，実験系内に水素を添加した場合についての添加量とＧ

値の関係を確認している。傾向として，水素の添加量が増加すると水素

及び酸素共にＧ値は低下する傾向を示している。水素のＧ値の傾向につ

いては，米国原子力規制委員会(ＮＲＣ)によって反応モデルの作成およ

び評価が実施されており，よう素が添加されていても水素の添加量が増

加するとＧ値は低下すると報告されている[6]。また，この低下の要因は，

水素濃度の増加によって式（１）の再結合反応が促進されることで，水

素及び酸素の発生割合が低下することによるものと考えられる。ＮＲＣ

における評価の結果を第 13 図に，基本実験における実験の結果を第 14

図に示す。 
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添付 3.4.6-17 

第 3 表 各種パラメータが酸素の実効Ｇ値に与える影響 

パラメータ
電共研の 

実験 

今回申請に 

おける評価 
酸素の実効Ｇ値への影響と保守性 

吸収線量 ～1×10４Ｇｙ サプレッション・

プールでの吸収線

量は事象発生から

約●時間後で1×

10４Ｇｙを超える。

水素の実効Ｇ値は吸収線量が多いほど小さくなる

傾向があり[2][5]，酸素についても同様の傾向である

ことを確認している[2]。酸素濃度の長期（7日間）

の推移を見る観点では，事象進展を考えた上で事

象発生から約●時間後の吸収線量に相当する1×

10４Ｇｙで求めた実効Ｇ値を用いることは保守的

であり妥当と考える。（第15図参照） 

よう素放出

割合 

50％ 

（立地審査指

針における仮

想事故条件を

設定） 

約64％ 水素の実効Ｇ値はよう素濃度が高いほど大きくな

る傾向があり[2][6]，酸素についても同様の傾向であ

ることを確認している[2]。しかしながら，第16図

を参照すると，左記の程度の割合の相違であれば，

Ｇ値（測定データの傾き）に大きな違いは現れな

いと考えられることから，今回申請における評価

において，電共研の実験結果に基づく実効Ｇ値を

用いることは妥当と考える。 

ジルコニウ

ム－水反応

割合（溶存

水素濃度）

5.5％ 約11％ 水素の実効Ｇ値は溶存水素濃度が高いほど小さく

なる傾向があり[2][4]，酸素についても同様の傾向で

あることを確認している[2]。このことから，ジルコ

ニウム－水反応割合が小さい電共研の実験結果に

基づく実効Ｇ値を用いることは妥当と考える。（第

17図参照） 

初期酸素濃

度 

1.5％ 2.5％ 少なくとも初期酸素濃度数vol％程度では，初期酸

素濃度は酸素の実効Ｇ値に影響を及ぼすものでは

ないと考える[2]。（第18図参照） 

沸騰・非沸

騰 

非沸騰状態 炉内：沸騰状態 

サプレッション・

プール：非沸騰状

態 

沸騰状態では酸素の実効Ｇ値はほぼ0となる傾向

がある。このことから，非沸騰状態での電共研の

実験結果に基づく実効Ｇ値を用いることは妥当と

考える[2]。（第19図参照） 

温度 室温 室温以上 温度が高いほど，再結合反応が促進されるため実

効Ｇ値は小さくなる傾向がある。事故時には温度

は室温を上回るため，室温での電共研の実験結果

に基づく実効Ｇ値を用いることは保守的であり妥

当と考える[2][5]。（第11,20図参照） 

ｐＨ 中性 事故対応の中で変

動する可能性があ

る。 

中性環境下では酸素の実効Ｇ値は僅かに小さい傾

向を示すが，その差は小さい。このため，中性条

件下の試験で求めた電共研の実験結果に基づく実

効Ｇ値を用いることに問題はないと考える[2]。（第

21図参照） 
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添付 3.4.6-18 

第 4 表 よう素以外の不純物が酸素の実効Ｇ値に与える影響 

物質 発生原因 

シビアアクシデント

環境下における発生

量 

酸素の実効Ｇ値への影響 

金属イオン等 

（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）

炉内構造物 

    等 

0～2ppm 

（ＴＭＩ-2事故時の

冷却材中不純物濃度

やＢＷＲプラント通

常運転時における金

属濃度等の評価を参

考に設定） 

よう素存在条件下において，金属イ

オン等（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）が添加さ

れた場合の解析結果からは，実効Ｇ

値への影響は見られない[2]。（第18

図参照） 

ホウ酸 制御棒材の酸化，

ＭＣＣＩ時の化学

反応 

約1×10－３mol／L 

（格納容器内での想

定発生量とサプレッ

ション・プール液相体

積から概算） 

水のｐＨに影響するが，ｐＨの違い

による実効Ｇ値への影響は小さい
[2]。 

コンクリート 主成分のＳｉＯ２，

ＣａＯ，Ａｌ２Ｏ３，

ＭｇＯなどがＭＣ

ＣＩ時に放出 

安定な酸化物でエア

ロゾルとして挙動し，

水にはほとんど溶け

ない 

安定な酸化物でエアロゾルとして

挙動し，水にはほとんど溶けないの

で，放射線分解への影響は小さい。

また，ＭＣＣＩ時にＣＯ２が発生し

水のｐＨに影響するが，ｐＨの変化

によるＧ値への影響は小さい[2][4]。 

有機物 電線被覆材などの

熱分解や放射線分

解 

約1.1×10－６mol／L 

（格納容器内での想

定発生量とサプレッ

ション・プール液相体

積から概算） 

酸素を消費する反応に寄与し，実効

Ｇ値を低減する[4]。（第22,23図参

照） 
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添付 3.4.6-19 

容 
積 

カプセル液相 100cm3

タンク気相 350cm3

タンク液相 250cm3

循環流量 14cm3/min 
初期温度 

（実験パラメータ） 
15℃，95℃ 

第 9 図 ＯＲＮＬによる照射実験のループ 
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添付 3.4.6-20 

第 10 図 基本実験による純水照射の手順と実験で用いた容器の概略 
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添付 3.4.6-21 

第 11 図 ＯＲＮＬによる実験結果（純水に対する照射） 

第 12 図 基本実験による実験結果（純水に対する照射） 
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添付 3.4.6-22 

第 13 図 ＮＲＣによる評価結果 

（よう素及び水素の濃度とＧ（Ｈ２）の変化） 
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添付 3.4.6-23 

第 14 図 基本実験による実験結果 

（溶存水素濃度と吸収線量の関係（溶存水素濃度を変化させた場合）） 

吸収線量（×10３Gy） 

水
素

濃
度

（
×

1
0
－

５
m
o
l
/
L
）

 

試験条件 

初期水素濃度：水-ジルコニウム反応割合 

       0～50%(0～6.7×10－４mol/L)相当 

初期酸素濃度：3.5%(気相中) 

初期よう素濃度：50%放出相当 

温度：室温 

1Ｍ=1mol/L 
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添付 3.4.6-24 

第 15 図 本評価における実効Ｇ値の設定根拠とした電共研の実験結果 

第 16 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（よう素濃度を変化させた場合） 

試験条件 

初期水素濃度 ：ジルコニウム－水 

反応5.5%相当 

初期酸素濃度 ：1.5vol%(気相中） 

初期よう素濃度：50%放出相当 

温度     ：室温 

吸収線量(×10３Gy) 

酸
素

濃
度

(
×

1
0
－

４
m
o
l
/
L
)
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添付 3.4.6-25 

第 17 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（溶存水素濃度を変化させた場合） 

第 18 図 溶存酸素濃度及び不純物（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）の有無と吸収線量の関係 

（酸素濃度及び不純物（Ｆｅ，Ｃｕ，Ｂ）の添加量を変化させた場合） 

試験条件 

初期水素濃度 ：ジルコニウム－水反応割合0%相当 

初期酸素濃度 ：3.5vol%(気相中） 

初期よう素濃度：0～100%(0～4.1×10－５mol/L)放出相当 

温度     ：室温 

初期酸素濃度：0.5vol% 
(0.6×10－５mol/L) 
Fe,Cu,B 添加なし 

初期酸素濃度：2.0vol% 

(2.7×10－５mol/L) 
Fe,Cu,B を 1ppm 添加 

初期酸素濃度：3.0vol% 
(3.9×10－５mol/L) 

Fe,Cu,B を 2ppm 添加 

吸収線量(×10３Gy) 

酸
素

生
成

量
(
×

1
0
－

４
m
o
l
/
L
)
 

吸収線量(×10３Gy) 
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第 19 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（沸騰状態） 

第 20 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（温度を変化させた場合） 

酸
素

濃
度

(
×

1
0
－

４
m
o
l
/
L
)
 

吸収線量(×10３Gy) 

試験条件 

初期水素濃度 ：ジルコニウム－水 

        反応割合5%相当 

初期酸素濃度 ：2.0vol%(気相中） 

初期よう素濃度：50%放出相当 
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第 21 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（ｐＨを変化させた場合） 

酸
素

濃
度

(
×

1
0
－

４
m
o
l
/
Ｌ

)
 

吸収線量(×10３Gy) 

試験条件 

初期水素濃度 ：ジルコニウム－水 

        反応割合0.67%相当 

初期酸素濃度 ：3.3vol%(気相中） 

初期よう素濃度：50%放出相当 

温度     ：室温（25℃） 
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第 22 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加なし） 

第 23 図 溶存酸素濃度と吸収線量の関係（エタノール添加あり） 
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3. 電力共同研究「シビアアクシデントにおける可燃性ガスの挙動に関する研

究」（追加実験） 

3.1 追加実験の概要 

 (1) 実験装置及び実験方法 

追加実験では，常温から高温に至るケースについて試験を行うため，

170℃（飽和蒸気圧 691kPa[gage]）までの試験が可能な照射容器を用いた。 

実験に使用した装置を第 24 図に示す。装置は，照射容器，液相循環ライ

ン，気相サンプリングライン，ガス注入ライン等から成る。照射容器はス

テンレス製で，容量は 2L である。照射容器内には 3 本のガス注入ラインが

接続されており，水素，酸素，窒素ガスにより所定の初期水質に調整する

ことができる。照射容器内の水はバンドヒーターにより所定の温度に昇温

される。液相中の水はポンプにより循環される。液相循環ラインには溶存

水素計（DH 計），溶存酸素計（DO 計），導電率計等が設置されている。試験

水は冷却された後，DH 計，DO 計により，液相中の水素，酸素濃度を連続測

定される。気相中のガスはポンプにより循環される。気相循環ラインには

ガスクロマトグラフが設けられている。ガンマ線照射により発生したガス

は冷却された後，ガスクロマトグラフで気相中の水素，酸素濃度をバッチ

測定する。 

全ての条件が定常状態に達した後，Ｃｏ－60 ガンマ線源にて照射を開始

し，DH 計，DO 計で液相の水素・酸素濃度を測定するとともに，ガスクロマ

トグラフでバッチサンプリングを行い気相中の水素・酸素濃度を測定した。 

実験は，温度，沸騰の有無，初期水素濃度，よう素濃度を試験パラメー

タとして変化させＧ値の実測を実施した。 
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 (2) 試験条件及び実験結果 

試験条件及び実験結果を第 5 表，第 25 図に示す。 

沸騰している場合は水素・酸素のＧ値が 0 であること，また，沸騰して

いない場合は試験条件によりＧ値に若干のばらつきがあることを確認した。 

長期試験における吸収線量と水素・酸素の変化量の相関では，水素・酸

素共にその増加量が吸収線量の増加と共に飽和する傾向を確認できた。吸

収線量 1×10４Gy における実効Ｇ値は，水素：0.036，酸素：0.023 であり，

基本実験と同程度であった。 

3.2 実験から得られた知見 

基本実験と追加実験は，異なる実験装置，異なる実験実施者によって行わ

れたが，追加実験により同程度の実効Ｇ値が確認できたことから，実効Ｇ値

の有する不確かさは小さいと考える。また，水素・酸素の増加量が吸収線量

の増加と共に飽和する点で同様の傾向を確認できたことから，実効Ｇ値を事

象発生初期（1.5 時間後※）の吸収線量から定めることは，事象発生から 168

時間後までを評価する本事象に適用する上で保守的な設定と考える。よって，

前回の実験結果をもとに有効性評価を用いる実効Ｇ値を定めていること及び

長期試験の結果を踏まえて，1×10４Gy におけるＧ値を用いるのは妥当と考え

る。 
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第 5 表 試験条件及び実験結果 

試験 

ケース 

試験条件 実験結果 

温度 

[℃] 
沸騰 

M-W反応 

割合 

[％] 

酸素濃度 

[vol％] 

よう素 

放出 

[％] 

吸収線量 

[Gy] 

水素 

Ｇ値 

酸素 

Ｇ値 

① 

①’ 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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第 24 図 実験装置の概要 
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第 25 図 実験結果：水素・酸素の変化量と吸収線量の関係 

（①及び①’のＧ値）  
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（参考）その他の文献における実効Ｇ値に関する報告 

勝村による報告[1]では，平成 23 年 3 月 15 日に発生した福島第一原子力発電

所４号機の水素爆発の原因を探るため，沸騰水及び海水注入下での水素のＧ値

を実験で測定している。 

この実験では，沸騰した純水からはＧ値 0.24 相当の水素ガスの発生を検出し，

沸騰した 3.5％食塩水（海水相当）からはＧ値 0.54※相当の水素ガス発生を検

出したと報告されており，いずれも東海第二発電所の有効性評価「水素燃焼」

で使用している水素ガスのＧ値 0.06 と比べて大きな値となっている。 

本報告では酸素のＧ値に関しては論じられていないが，仮に水素ガスのＧ値と

同様に酸素ガスも高いＧ値で発生したとしても，格納容器内の水素濃度及び酸

素濃度が共に可燃領域に至る恐れがある場合には，格納容器圧力逃がし装置又

は耐圧強化ベント系（ウェットウェルベント）によって原子炉格納容器内の気

体を環境中に排出し，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度を低減するこ

とができることから，原子炉格納容器内の水素濃度及び酸素濃度が共に可燃領

域に至ることはない。 

※：水の放射線分解によるＧ値は，分解初期（初期Ｇ値 0.45）の後の再結合

（水素とＯＨラジカル）により初期Ｇ値を理論的に超えないにも関わら

ず，Ｇ値 0.54 の水素発生が検出されているが，この原因については，水

蒸気凝縮によって水素濃度が高めに測定されたためと考察している。 

[1] 勝村庸介，“福島第一原子力発電所第四号機の水素爆発の謎 －沸騰水のラ

ジオリシスと水素濃縮－”，放射線化学 第 92 号，(2011)．
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添付 3.4.7-1 

格納容器内における気体のミキシングについて 

 ＢＷＲの格納容器内の気体のミキシング効果については，電力共同研究「格

納容器内ミキシング確認試験に関する研究」（S57 年度）[1]によって，格納容器

スプレイや温度差による自然対流に伴う撹拌効果がある場合には十分なミキシ

ング効果が短時間に得られることを確認している。 

 格納容器破損モード「水素燃焼」における評価事故シーケンスでは，事象発

生後 90 分までは常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷

却系（常設）による格納容器冷却操作の実施及び格納容器内の温度差により，

格納容器内は十分にミキシングされるものと考えられる。また，事象発生後 90

分以降は，代替循環冷却系による格納容器除熱操作の実施により，格納容器内

はミキシングされるものと考えられる。さらに，崩壊熱によって炉心で発生し

た蒸気が格納容器内へ放出されることによってもミキシングが促進される。 

 格納容器スプレイを実施している場合の格納容器内の気体の流動については，

上記研究にて実験的に確認されている。実験結果を第 1 図に示す。10vol％の空

気希釈ヘリウムガスの供給を停止すると，格納容器スプレイにより短期間で十

分なミキシング効果が得られることが示されている。 

 格納容器内雰囲気と壁面に温度差がある場合のミキシング効果についての実

験結果を第 2 図に示す。第 2 図は格納容器内雰囲気と壁面に 5℃の温度差があ

る場合のミキシング効果を示しており 10vol％の空気希釈ヘリウムガスを供給

しているが，実験開始から約 20 分後までには十分にミキシングされることを示

している。ＢＷＲの格納容器内では，原子炉圧力容器が熱源として考えられる

ため，格納容器内雰囲気と壁面において少なくとも 5℃以上の温度差は生じて

いるものと考えられる。このため，ＢＷＲの格納容器内において，気体が成層

化する等の位置的な濃度の著しい偏りが生じる可能性は低いと考えられる。ら
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に，本試験は，より成層化の可能性が高い軽密度気体であるヘリウムにて撹拌

効果を確認しているため，格納容器内での水素燃焼を防止するためのベント実

施判断基準として設定している酸素については，濃度の著しい偏りが生じる可

能性は更に低いと考えられる。 

 また，シビアアクシデント条件下における格納容器内の気体のミキシング効

果については，比較的単純な形状から大規模で複雑な形状の試験装置に至る国

内外の試験において検討されている。代表的なものとして，旧（財）原子力発

電技術機構による試験で得られた知見[2]を以下にまとめる。 

 ・軽密度気体（試験では水素をヘリウムで模擬）の放出による自然循環のみ

でも，ミキシングは比較的良好であった。 

 ・水蒸気発生を考慮したケースでは，ミキシングは促進された。 

 ・上部区画へ軽密度気体を放出して濃度の偏りを生じさせたケースでも，格

納容器スプレイを作動させることによりミキシングは達成された。 

 本試験はＰＷＲプラントを模擬したものであるが，複雑な区画を含む形状に

おいても十分なミキシングが得られたことが確認されており，ＢＷＲプラント

でも同様の効果が期待できると考えられる。 

 したがって，これらの知見を踏まえると，格納容器破損モード「水素燃焼」

における評価事故シーケンスにおいては，格納容器スプレイの実施，格納容器

内の温度差等によりミキシング効果が得られると考えられる。 

 なお，格納容器スプレイ停止後は速やかに格納容器圧力逃がし装置による格

納容器ベントを実施するため，格納容器内の可燃性ガスは排出される。 

[1] 共同研究報告書，格納容器内ミキシング確認試験に関する研究（S57 年度） 

[2] 重要構造物安全評価（原子炉格納容器信頼性実証事業）に関する総括報告

書，財団法人 原子力発電技術機構（平成 15 年 3 月）  
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第 1 図 格納容器スプレイ実施時のガス濃度変化 
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第 2 図 温度差によるミキシング効果（ガス濃度変化結果） 
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